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１　計画策定の趣旨

　　したがって、実施すべき施策の体系や方針を示した基本計画に基づき、それらを推進するための具体的な取組を

　　示し、計画的かつ効率的に施策を推進するために策定したものです。

２　実施計画の位置づけ

３　計画の期間

４　登載事業

　　令和８年度当初予算と異なる場合があります。

　Ⅰ　総　論

　　　本実施計画は、胎内市総合計画の基本構想で示した目指すまちの姿と、これを実現するための政策の枠組みに

　　　本計画の期間は、原則３年間とし、基本構想の期間内で定期的な見直しを行います。

　　　総合計画基本計画に掲げられた施策を遂行する上で、重要であると考えられる事業を登載しています。

　　　なお、本実施計画に登載されている事業の事業費については、令和７年度当初予算をベースとして作成しているため、

⇒　計画期間　平成29年度～令和８年度

具現化

⇒　計画期間　平成29年度～令和３年度（前期）
 　　　　　　 令和４年度～令和８年度（後期）

具現化

⇒　計画期間　令和７年度～令和８年度（毎年見直し）

基本構想

基本計画

実施計画
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　Ⅱ　施策体系図
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基本政策１

子育て・教育・学び

子どもの成長、豊かな心と

生きる力を育むまちづくり

基本政策２

健康・福祉

健やかで生きがいを持って

暮らせるまちづくり

基本政策３

産業・雇用

人をひきつける

活力のあるまちづくり

基本政策４

生活基盤

まちの成長を支える

しなやかな基盤づくり

基本政策５

自治・協働

市民と行政の協働

によるまちづくり
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令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

総事業費 XXX,XXX X,XXX,XXX

国県支出金

地方債

× △ ○ ◎ その他

一般財源 XXX,XXX X,XXX,XXX
数値 XX XX

XXXXXX ○○○事業

　・・・・・・・・・
のた
め、・・・・・・・・
・・・・・・・・・・
・・・・・・・を行
う。

成
果
の
方
向
性

△△△ △△△
× ⑦

⑥

成
果
指
標

名称

◎ ④ ② ①
主
な
内
容

・○○○○○○
・●●●●●●

・○○○○○○
・●●●●●●
・△△△△△△ 産

出
指
標

名称 ○○○ ○○○

○ ⑤

主な内容と計画事業費 年度目標値

コスト投入の方向性

【実施計画の見方】

事業
コード

事業名 事業概要
令和６年度に実施した

令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

③
数値 X X

△

事業の名称が

記載されてい

ます。

事業の目的

や概要が記

載されていま

す。

前年度に実施した行政評価において決定された当該事業の方向性に

●が付いています。●がない事業は新規事業などです。

成果の方向性〔◎：拡充、○：維持、△：縮小、×：休廃止〕

コスト投入の方向性〔◎：拡大、○：維持、△：縮小、×：廃止〕

①：かけるコストを拡大して、事業の成果を拡充しようとするもの。

②：かけるコストを変えずに、事業の成果を拡充しようとするもの。

③：かけるコストも成果も維持しようとするもの。

④：かけるコストを縮小した上で、事業の成果を拡充しようとするもの。

⑤：かけるコストを縮小した上で、事業の成果は維持しようとするもの。

⑥：かけるコストを縮小し、事業の成果も縮小しようとするもの。

⑦：事業を休廃止しようとするもの。

各年度における主な事務

の内容等が記載されてい

令和７年度は、当初予算

の金額が、令和８年度は

必要になると思われる金

額が千円単位で記載され

ています。

なお、令和８年度以降の

金額は行政評価の結果や

財政状況等により決定さ

れるものであり、確約され

ているものではありません。

産出指標は、事業の活動

量・サービス提供量・サービ

ス等享受量の名称と目標と

する数値を記載しています。

成果指標は、取組の結果、

対象者に与えた効果の量・

度合いの名称と目標とする

数値を記載しています。

いずれの指標も定量的に表

せないものについては、定

性的な表現になっています。

○29の施策ごとに施策を構成する事業をまとめています。

○施策ごとに扉を設けており、その扉では、基本計画に掲げた「５年後のまちの姿」、「施策展開の基本的な考

え方」、

「実現に向けた取組の柱」及び「成果指標」を掲載しています。
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 出産・育児と仕事の両立が図られ、多様なライフデザインを選択できています。
○ 多様な育児支援制度や、子育てを温かく見守り・支える市民や地域の存在により、子どもが健やかに成長できる魅力的なまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 保育や預かりサービスの拡充

② 子育て世帯に寄り添う相談・支援体制の強化

③ 支援を必要とする世帯への対応の強化

④ 子育てに関する理解の促進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

１　子育て支援

　行政は、子育て世帯のニーズを把握するとともに、出産・育児と仕事の両立が図られるよう、企業等と連携し課題に取り組みます。また、子育て等についての相談体
制を整備し、行政のみならず子育て世代が集う機会の創出を図ります。
　市民等は、子育て世代を温かく見守るとともに、必要に応じて支援の手を差しのべます。そして、子育ての当事者は、悩みを抱え込まずに相談し合います。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

総事業費 321,915 258,448

国県支出金 3,802 5,522

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 27,186 29,037

一般財源 290,927 223,889

総事業費 20,596 20,596

国県支出金 6,166 6,166

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 477 477

一般財源 13,953 13,953

総事業費 11,370 11,370

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 48 48

一般財源 11,322 11,322

　保育園・認定こども
園への送迎が困難な保
護者のために、通園バ
スを運行し、３歳以上
園児を送迎する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

数値

△

○

数値

名称

数値

名称
×

・保育園の運営
・施設の維持管理

・延長保育
・一時預かり保育

・運転員賃金・運転員賃金

◎

数値

◎

市立保育園・こ
ども園入園児数
(4月1日)

市立保育園・こ
ども園入園児数
(4月1日)

入園児数／入園
希望者数
（4月1日）

入園児数／入園
希望者数
（4月1日）

100% 100%

一日当たりの保
育の提供時間

一日当たりの保
育の提供時間

8:00～19:00の
11時間

8:00～19:00の
11時間

特別保育事業利
用者数／特別保
育事業希望児童
数

特別保育事業利
用者数／特別保
育事業希望児童
数

100% 100%

運行バス台数 運行バス台数

3台

利用保護者数／
利用希望保護者
数

利用保護者数／
利用希望保護者
数

100% 100%

240人 150人

2台

市立保育園事業

　保護者の就労や疾病
等により、保育の必要
性がある児童に対し保
育を実施し、保護者の
子育てと就労の両立を
支援する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

特別保育事業

　保護者の子育てと就
労の両立を支援するた
めに、延長保育及び一
時預かり保育を実施す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

・保育園の運営
・施設の維持管理

・延長保育
・一時預かり保育

事業名 事業概要
事業

コード

110120

110121

数値

◎

110122

名称
×

△

保育園バス運行事
業

コスト投入の方向性

×

数値

△

名称

○

名称
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 10,959 4,647

国県支出金 5,714 3,034

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 576 198

一般財源 4,669 1,415

総事業費 898,975 898,975

国県支出金 623,637 623,637

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 13,248 13,248

一般財源 262,090 262,090

総事業費 11,610 11,610

国県支出金 5,698 5,698

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 5,912 5,912

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

私立保育園・認定
こども園等委託・

補助事業

　保護者の子育てと就
労の両立を支援するた
めに、私立保育施設に
対し保育を委託する。
　また、特別保育（延
長保育及び一時預かり
保育）や子育て支援拠
点事業の運営に要する
経費について、実施事
業者に補助を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

○

成
果
指
標

110123

名称

名称

○

110125

数値

数値

△

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

△

◎

名称

○

コスト投入の方向性

◎

数値

広域入所委託事業

　保護者の就労や疾病
等により、保育の必要
性がある児童に対し広
域的な保育を実施し、
保護者の子育てと就労
の両立を支援する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

×

×

病児・病後児保育
運営費補助事業

名称

　子どもが病気時又は
病気回復時に保護者が
安心して子どもを預け
ることができ、働くこ
とができるよう、病
児・病後児保育事業の
運営に要する経費につ
いて、実施事業者に補
助を行う。

成
果
の
方
向
性

◎

△110126

名称

・他市町村保育所
での保育委託

・保育所運営委託
・運営費補助金の
交付

・病児・病後児保
育運営費補助金の
交付

・他市町村保育所
での保育委託

・保育所運営委託
・運営費補助金の
交付

・病児・病後児保
育運営費補助金の
交付

名称

広域入所希望児
童数

広域入所希望児
童数

3人

広域入所児童数
／広域入所希望
児童数

広域入所児童数
／広域入所希望
児童数

100% 100%

私立保育園・こ
ども園入園児数

(4月1日)

500人

入園児数／入園
希望児数

入園児数／入園
希望児数

100% 100%

利用に当たり必
要となる事前登
録者数

利用に当たり必
要となる事前登
録者数

130人 130人

施設利用者数／
施設利用希望者
数

施設利用者数／
施設利用希望者
数

100% 100%

4人

私立保育園・こ
ども園入園児数

(4月1日)

400人

-6-



主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 103,048 103,048

国県支出金 41,840 41,840

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 11,755 11,755

一般財源 49,453 49,453

総事業費 30,670 30,670

国県支出金 1,752 1,752

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 304 304

一般財源 28,614 28,614

総事業費 1,660 1,660

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,660 1,660

名称

○

◎

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

×

数値

△

名称

○

◎

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

110210

●

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

数値

×

△

名称

名称

○

110110

名称

名称
×

数値

△

放課後児童健全育
成事業

　児童福祉法の規定に
基づき、共働き家庭な
ど留守家庭の小学校児
童に対して、放課後に
適切な遊びや生活の場
を提供して、健全な育
成を図る。

母子保健事業

　母子保健法に基づく
健康診査・教室等の事
業や養育医療費の給
付、産後ケア事業等を
実施し、妊産婦及び乳
幼児の健康の保持・増
進に関する包括的な支
援を行う。また、経済
的支援として、不育
症・不妊治療費助成、
妊産婦医療費助成、新
生児聴覚検査費用助成
等を実施する。

こころとことばの
相談事業

数値

・保育士による相談
・言語聴覚士による指導
・理学療法士による指導
・臨床心理士による検
査、指導
・小集団プレイ

110220

◎

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
の
方
向
性

小学校児童に対し
て、放課後に適切
な遊びや生活の場
を提供して、健全
な育成を図る。

・乳幼児健康診査
・健康教育
・妊産婦医療費助
成
・産後ケア事業
・妊産婦健康診査

・保育士による相談
・言語聴覚士による指導
・理学療法士による指導
・臨床心理士による検
査、指導
・小集団プレイ

小学校児童に対し
て、放課後に適切
な遊びや生活の場
を提供して、健全
な育成を図る。

・乳幼児健康診査
・健康教育
・妊産婦医療費助
成
・産後ケア事業
・妊産婦健康診査

①実利用者数
②開設日

①実利用者数
②開設日

①150人
②243日

①150人
②243日

年間相談件数 年間相談件数

1,200件 1,200件

開設数

5か所 5か所

入会希望に対す
る受入率

入会希望に対す
る受入率

100% 100%

開設数

乳幼児健診実施
回数

乳幼児健診実施
回数

48回 48回

乳幼児健診受診
率

乳幼児健診受診
率

99% 99%

　言葉、知能の発達・
行動、発育に問題を持
つ幼児や不安を抱える
保護者に対し、個別の
支援や言語聴覚士又は
理学療法士による専門
的な指導を行い、早期
発見・対応など、適切
な支援を行う。就学前
の幼児に対して知能検
査を実施し、評価す
る。

-7-



主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 5,359 5,359

国県支出金 1,866 1,866

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 18 18

一般財源 3,475 3,475

総事業費 5,340 5,340

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 5,340 5,340

総事業費 18,674 18,674

国県支出金 18,077 18,077

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 17 17

一般財源 580 580

△

○

◎

320人 320人

依頼に対し対応
した割合

依頼に対し対応
した割合

100% 100%

子育て支援イベ
ント参加人数
（親子合計）

子育て支援イベ
ント参加人数
（親子合計）

100人 100人

子育て支援イベ
ントの開催数

子育て支援イベ
ントの開催数

コンサート及び
広場各1回

コンサート及び
広場各1回

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

こども家庭セン
ター事業

　児童虐待の発生予
防、早期発見、早期対
応に務め、事後のケア
など、関係機関と連携
し、総合的な支援を行
うとともに、子育て家
庭や妊産婦、乳幼児の
健康の保持・増進に関
する包括的な支援及び
必要な社会資源の開拓
を行う。

○

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称

110214

子育て支援事業

　安心して子どもを産
み育てやすい環境を整
えるために、地域全体
で「子育て家庭を支え
る」ネットワークを構
築し子育て家庭の支援
を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

成
果
の
方
向
性

110212

◎

数値

名称
×

数値

名称

　仕事と家庭の両立を支
援し、子育てしやすい地
域環境をつくることを目
的として、地域において
「育児の手助けが必要な
人（依頼会員）」と「手
助けをしたい人（提供会
員）」を会員組織とし
て、保育所等への送迎、
保育施設等の終了時の一
時預かり、短時間就労や
買物等の際の育児援助な
ど（相互援助活動）を行
う。

・会員からの依頼
を受けて、依頼会
員と提供会員の
マッチング
・会員への研修
・会員の募集

数値

△

名称

×

数値

・就園援助
・子育て支援イベント
（親子ふれあいコンサー
ト、親子ふれあい広場）
・子育て応援ブック
・子育て情報メール配信
・子育て応援カード事業
・第3期子ども子育て支
援事業計画策定業務

・「妊婦のための支援給
付金」の支給及び、妊婦
から子育て期全般の伴走
型相談支援
・ネットワーク会議の開
催
・支援を要する子や保護
者の支援
・子を取りまく関係機関
との連携
・多様な家庭環境に関す
る支援体制の充実、強化
を図るための地域資源の
開拓

×

110213

ファミリーサポー
トセンター事業

名称

○

数値

△

◎
・会員からの依頼
を受けて、依頼会
員と提供会員の
マッチング
・会員への研修
・会員の募集

・就園援助
・子育て支援イベント
（親子ふれあいコンサー
ト、親子ふれあい広場）
・子育て応援ブック
・子育て情報メール配信
・子育て応援カード事業
・第3期子ども子育て支
援事業計画策定業務

・「妊婦のための支援給
付金」の支給及び、妊婦
から子育て期全般の伴走
型相談支援
・ネットワーク会議の開
催
・支援を要する子や保護
者の支援
・子を取りまく関係機関
との連携
・多様な家庭環境に関す
る支援体制の充実、強化
を図るための地域資源の
開拓

登録会員数 登録会員数

①合同ケース会
議の開催回数
②市内小中学校
及びこども園・
保育園・子育て
支援センター等
への巡回数

①合同ケース会
議の開催回数
②市内小中学校
及びこども園・
保育園・子育て
支援センター等
への巡回数

①20回/年以上
②50回/年以上

①20回/年以上
②50回/年以上

作成した個別支
援計画に沿って
支援を実施し、
目標を達成でき
た割合

作成した個別支
援計画に沿って
支援を実施し、
目標を達成でき
た割合

80％以上 80％以上
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 88,660 88,660

国県支出金 23,931 23,931

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 64,729 64,729

総事業費 20,531 20,531

国県支出金 10,246 10,246

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 10,285 10,285

総事業費 1,440 1,440

国県支出金 1,080 1,080

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 360 360

①助成件数
②対象者数

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

ひとり親家庭自立
支援給付金支給事

業

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

産
出
指
標

○

子ども医療費助成
事業

成
果
の
方
向
性

数値

△

名称

①助成件数
②対象者数

①助成件数
②対象者数

110311

110211

◎

数値

名称

○

ひとり親家庭医療
対策事業

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

×

△

数値

◎

×

数値

△

名称

110314

数値

名称
×

○

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

　児童の医療費の一部
を助成することによ
り、疾病の早期発見、
早期治療を促進し、保
健の向上と増進を図
る。また、安心して産
み育てられる環境づく
りの一環として、保護
者の経済的負担の軽減
を図る
（対象期間：通院・入
院ともに高校卒業（18
歳の３月末日）まで）

　ひとり親家庭等の父
又は母及び児童等の医
療費の一部を助成し疾
病の早期発見、早期治
療の促進、保健の向上
と福祉の増進、経済的
負担の軽減を図る。
（対象期間：通院・入
院ともに高校卒業（18
歳の３月末日）まで、
一定の障害がある子ど
もは20歳まで）

主
な
内
容

①助成件数
②対象者数

名称

①助成件数
②対象者数

①助成件数
②対象者数

①45,000件
②3,200人

①45,000件
②3,200人

申請に対する交
付率

申請に対する交
付率

申請に対する支
給率

申請に対する支
給率

100% 100%

100% 100%

100%

支援が必要な人
への交付率

①助成件数
②対象者数

①6,700件
②440人

100%

支援が必要な人
への交付率

①助成件数
②対象者数

①6,700件
②440人

　ひとり親家庭等の自
立支援として、就業に
結びつくと考えられて
いる教育訓練講座の受
講費の一部の助成又は
資格取得のため養成機
関で修業した際に、修
業期間の生活費を支給
する。

・自立支援教育訓
練給付金の支給
・高等職業訓練促
進等給付金の支給

・自立支援教育訓
練給付金の支給
・高等職業訓練促
進等給付金の支給

対象者数
（自立支援教育訓練
給付金、高等職業訓
練促進等給付金）

5人

対象者数
（自立支援教育訓練
給付金、高等職業訓
練促進等給付金）

5人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 307 307

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 0

一般財源 307 307

総事業費 1,532 1,532

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,532 1,532

総事業費 1,552,646 1,482,867

国県支出金 743,809 742,849

合　計 地方債 0 0

その他 53,629 55,102

一般財源 755,208 684,916

胎内市全体の児
童遊園数

胎内市全体の児
童遊園数

30施設以下 30施設以下

設置遊具の適正
な管理

設置遊具の適正
な管理

100% 100%

△

名称

○

◎

数値

名称

◎

成
果
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

児童遊園事業

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

×

数値
ブックスタート事

業

　絵本を通して赤ちゃ
んと保護者が、かけが
えのないひとときを持
つ目的として、保育士
が選定した絵本2冊を
対象児にプレゼントを
する。1冊は選択本の
中から保護者に選んで
もらう。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

コスト投入の方向性

110410

・絵本の購入

・児童遊園の維持
管理

数値

名称
×

数値

△110411

名称

○ ●

・絵本の購入

・児童遊園の維持
管理

対象者数 対象者数

270人 270人

配布率 配布率

100% 100%

　児童の心身の健康と
育成を助長するため
に、健全な遊び場を提
供する。
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 子どもの成長や自立を支えるため、学校、保護者、地域や企業・団体等が積極的に協力して実現する質の高い教育環境が注目を集めています。
○ 自分で考え学び、自己への責任と郷土への愛着と誇りを持ち、ふるさとと日本の将来に貢献できるようなたくましい人材が育っています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 健康な心身と豊かな人間性を育む教育の提供

② 確かな学力を習得する教育プログラムの提供

③ 学校・家庭・地域の連携によるふるさとを学び・つくる教育の推進

④ 学校施設の長寿命化・最適化

⑤ 高等教育等の対策

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○
△ △ △ ● △ ●
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

２　子どもの教育

　行政は、学校や関係機関等と連携しながら、子どもの可能性を伸ばす優れた取組や教育環境の提供に努めます。
　市民等は、地域で子どもを育てるという意識を持ち、子どもの成長や学校運営を見守るとともに、地域の一員としての意識が高まるよう、子どもたちが行う地域貢献活
動を応援します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 245,673 245,673

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 459 459

一般財源 245,214 245,214

総事業費 122,770 122,770

国県支出金 3,800 3,800

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 205 205

一般財源 118,765 118,765

総事業費 1,425 1,425

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,425 1,425

名称

○

数値

・経費の共通部分
の執行管理集約化
・補助教員の配置
・特別支援教育支
援員（介助員）の
配置

・経費の共通部分
の執行管理集約化
・補助教員の配置
・特別支援教育支
援員（介助員）の
配置

◎

主
な
内
容

産
出
指
標

・講師謝礼
・バス借上

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

対象学校数 対象学校数

5校 5校

実施学校数 実施学校数

5校 5校

対象学校数 対象学校数

4校 4校

実施学校数 実施学校数

4校 4校

名称

○

コスト投入の方向性

中学校共通管理事
業

　補助教員の配置及び
特別支援学級に特別支
援教育支援員（介助
員）の配置等を行う。

数値

△

名称

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

●

成
果
指
標

成
果
の
方
向
性

○

×

小学校共通管理事
業

　補助教員の配置及び
特別支援学級に特別支
援教育支援員（介助
員）の配置等を行う。 成

果
の
方
向
性

◎

数値

△

数値

名称
×

数値

△

主
な
内
容

産
出
指
標

●

120124

成
果
の
方
向
性

小学校教育振興事
業

　小学校児童のスキー
技術の向上と心身の健
全育成を図るため、胎
内スキー場で課外学習
を行う。

主
な
内
容

名称

120131

数値

名称
×

120133

◎

・講師謝礼
・バス借上

・経費の共通部分
の執行管理集約化
・補助教員の配置
・特別支援教育支
援員（介助員）の
配置

・経費の共通部分
の執行管理集約化
・補助教員の配置
・特別支援教育支
援員（介助員）の
配置

実施校（市内小
学校）

実施校（市内小
学校）

5校 5校

児童の参加割合 児童の参加割合

100% 100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,420 1,420

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,420 1,420

総事業費 1,182 1,182

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,182 1,182

総事業費 1,565 1,565

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 782 782

一般財源 783 783

○

◎
・独自方式米（胎
内産コシヒカリ
等）と学校給食用
統一方式米との差
額を負担

小学校図書館図書
整備事業

　児童の読書活動の推
進を目的に、公立義務
教育諸学校の学校図書
館において整備すべき
蔵書の標準冊数の達成
など学校図書館の充実
を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

名称

◎

×

数値

△

数値

名称

・図書の購入、入
替
・新聞の購入

・図書の購入、入
替
・新聞の購入

×

●

成
果
指
標

成
果
指
標

120130

○

コスト投入の方向性

中学校図書館図書
整備事業

　生徒の読書活動の推
進を目的に、公立義務
教育諸学校の学校図書
館において整備すべき
蔵書の標準冊数の達成
など学校図書館の充実
を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

120120

数値

△

数値

△

名称

数値

名称

○

名称

米飯給食推進事業

　胎内産コシヒカリ等
を学校給食に導入し、
児童・生徒の心身の健
全な発達と豊かな人間
形成を図るとともに、
伝統的食生活の普及に
努める。

成
果
の
方
向
性

コスト投入の方向性

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

主
な
内
容

産
出
指
標

主
な
内
容

産
出
指
標

◎

産
出
指
標

●

120138

・図書の購入、入
替
・新聞の購入

・図書の購入、入
替
・新聞の購入

・独自方式米（胎
内産コシヒカリ
等）と学校給食用
統一方式米との差
額を負担

名称

年間の図書購入
冊数

年間の図書購入
冊数

900冊 900冊

標準冊数の達成
率

標準冊数の達成
率

100% 100%

①胎内産コシヒ
カリ等使用量
②児童生徒数

①胎内産コシヒ
カリ等使用量
②児童生徒数

①25,000kg
②1,734人

胎内産コシヒカ
リ等使用率

胎内産コシヒカ
リ等使用率

100% 100%

年間の図書購入
冊数

年間の図書購入
冊数

600冊 600冊

標準冊数の達成
率

標準冊数の達成
率

100% 100%

①25,000kg
②1,734人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 178,328 181,364

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 178,328 181,364

総事業費 9,635 9,635

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 42 42

一般財源 9,593 9,593

総事業費 2,391 2,391

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,391 2,391

・補助教員等の配
置
・教育支援セン
ターの運営

・補助教員等の配
置
・教育支援セン
ターの運営

○

教育相談セン
ター開設日数

教育相談セン
ター開設日数

150日 150日

◎

開設日当たり相
談件数（訪問指
導等含む）

開設日当たり相
談件数（訪問指
導等含む）

0.6件 0.6件

不登校児童生徒数に
対し適応指導教室に
よる相談・指導を受
けた児童生徒数の割
合

不登校児童生徒数に
対し教育支援セン
ターによる相談・指
導を受けた児童生徒
数の割合

8.60% 8.60%

名称

◎

×

数値

△

△

数値

◎

×

数値
学校給食センター

事業

　児童・生徒の健康を
考え、安全・安心でバ
ランスの取れた給食を
提供するとともに、児
童・生徒が食に関する
正しい知識を身につけ
る機会を提供する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

120123

名称

教育支援センター
事業

　不登校児童生徒への
学習、集団生活への適
応指導を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

120139

数値

名称
×

○

120140

数値

名称

数値

△

成
果
指
標

コスト投入の方向性

教育相談センター
事業

　教育に関することで
悩んでいる方のため
に、相談員を配置し教
育相談センター（中条
さわやかルーム内）を
運営する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

市内全小中学校へ
のセンター方式に
よる給食の提供。
（調理・配送業務
委託の実施）
受取業務について
もR2より開始

・相談員の配置
・教育相談セン
ターの運営

市内全小中学校へ
のセンター方式に
よる給食の提供。
（調理・配送業務
委託の実施）
受取業務について
もR2より開始

・相談員の配置
・教育相談セン
ターの運営

①給食日数
②児童生徒数

①給食日数
②児童生徒数

①199日
②1,734人

①200日
②1,734人

月1回食育の日
を設ける

月1回食育の日
を設ける

10日／年 10日／年

補助教員配置数 補助教員配置数

2人 2人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 600 600

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 600 600

総事業費 23,849 23,849

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 52 52

一般財源 23,797 23,797

総事業費 290 290

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 290 290

数値 100% 100%
コスト投入の方向性

120142
中学校教育振興事

業

中学校生徒のスキー技
術の向上と心身の健全
育成を図るため、胎内
スキー場で課外学習を
行う。

成
果
の
方
向
性

◎
主
な
内
容

・講師謝礼
・バス借上

・講師謝礼
・バス借上

産
出
指
標

名称
実施校（市内小
学校）

実施校（市内小
学校）

○

数値 4校 4校

△

成
果
指
標

名称
×

×

◎
名称

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

一般経費学校教育
課

　指導主事、事務職員
の配置、また、教育執
行に係る負担金及び補
助金を交付する。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

△

○

数値

○

数値

△

名称

120212

◎

120310

数値

キャリア教育推進
事業

　ふるさとへの愛着と
誇りを醸成するため、
職場体験学習や職ナビ
ゲーション事業等の
キャリア教育の推進を
支援する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

名称

・指導主事、事務
職員の配置
・負担金及び補助
金の交付

・職場体験学習
・職ナビゲーショ
ン事業

・指導主事、事務
職員の配置
・負担金及び補助
金の交付

・職場体験学習
・職ナビゲーショ
ン事業

生徒の参加割合 生徒の参加割合

指導主事等の人
数
（当該事業では非常
勤職員に係る者のみ
計上）

指導主事等の人
数
（当該事業では非常
勤職員に係る者のみ
計上）

3人 3人

全国標準学力検
査の教科総合偏
差値平均
（NRT）

全国標準学力検
査の教科総合偏
差値平均
（NRT）

小学校　56.0
中学校　52.0

小学校　56.0
中学校　52.0

職ナビゲーショ
ン等参加事業所
数

職ナビゲーショ
ン等参加事業所
数

30事業者 30事業者

将来の夢や希望
を持っている子
どもの割合

将来の夢や希望
を持っている子
どもの割合

90% 90%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,270 1,270

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,270 1,270

総事業費 960 960

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 960 960

総事業費 200 200

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 200 200

名称
◎

数値 130人 130人

「目指す子ども像」
に向けて子どもが
育っていると感じて
いる委員の割合

「目指す子ども像」
に向けて子どもが
育っていると感じて
いる委員の割合

80%

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称
×

数値

△
小学校コミュニ

ティ・スクール運
営事業

　地域とともに歩む学
校づくりを推進するた
め、学校運営協議会の
運営を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

120313

◎
名称

○

名称

×

数値

△

数値

△

名称

120315

◎

120320

○

県少年自然の家環
境整備事業

　県少年自然の家にお
いて松葉かき、草刈
り、遊具設置といった
環境整備を行うため、
乙、桃崎浜、荒井浜の
住民によって組織され
た「新潟県少年自然の
家後援会」に対して負
担金を交付する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

○

・学校運営協議会
設置・開催

・学校運営協議会
設置・開催

・負担金の交付

名称

中学校コミュニ
ティ・スクール運

営事業

　地域とともに歩む学
校づくりを推進するた
め、学校運営協議会の
運営を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・学校運営協議会
設置・開催

・学校運営協議会
設置・開催

・負担金の交付

学校運営協議会
の開催回数

学校運営協議会
の開催回数

年4回/1校 年4回/1校

80%

学校運営協議会
の開催回数

学校運営協議会
の開催回数

年4回/1校 年4回/1校

「目指す子ども像」
に向けて子どもが
育っていると感じて
いる委員の割合

「目指す子ども像」
に向けて子どもが
育っていると感じて
いる委員の割合

80% 80%

環境整備に関わ
る事業回数

環境整備に関わ
る事業回数

5回 5回

参加者数 参加者数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,465 3,172

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 110 162

一般財源 3,355 3,010

総事業費 104 99

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 104 99

総事業費 2,847 2,847

国県支出金 1,872 1,872

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 44 44

一般財源 931 931

青少年健全育成事
業

　地域を基盤とし、子
どもの健全育成を目的
として組織された「子
ども会」等の活動に対
して支援を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

◎

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

子どもを育てる地
域の連携事業

　学校の教育活動や放
課後で、地域住民の参
加・参画により、子ど
もたちへ多様な体験や
交流を促し、社会性な
ど豊かな人間性を育む
とともに、「学校を核
とした地域づくり」へ
も繋げることを目的に
実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称

数値

×

成
果
指
標

コスト投入の方向性

子ども会の登録
団体数

子ども会の登録
団体数

55団体 55団体

支援利用数 支援利用数

65回 65回数値

名称
×

数値

△

名称

○

産
出
指
標

120321

×

△120325

名称

○

◎

名称

○

数値

120323

名称

◎

中学生のわたしの
主張大会事業

　中学生が日ごろ考え
ている清新かつ建設的
な意見を発表すること
で、健康な心身づくり
に繋げるとともに、市
民、生徒が青少年の健
全育成に対する理解を
深めることを目的に開
催する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

数値

△

・学校の教育活動
を支援する「学校
支援地域本部」及
び「放課後子ども
教室」の実施

・子ども会の安全
共済や親子活動に
対するバスの補助
等

・わたしの主張新
潟県大会、三市北
蒲原地区大会への
代表者選考を兼ね
た大会の開催

・子ども会の安全
共済や親子活動に
対するバスの補助
等

・わたしの主張新
潟県大会、三市北
蒲原地区大会への
代表者選考を兼ね
た大会の開催

・学校の教育活動
を支援する「学校
支援地域本部」及
び「放課後子ども
教室」の実施

開催数 開催数

1回 1回

来場者数
（生徒・市民）

来場者数
（生徒・市民）

100人 100人

実施学校数 実施学校数

9校 9校

①放課後子ども
教室参加児童数
②学校支援活動
回数

①放課後子ども
教室参加児童数
②学校支援活動
回数

①1,500人
②500回

①1,500人
②500回
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 766 788

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 0

一般財源 766 788

総事業費 40,146 100,000

国県支出金 0 25,000

地方債 25,600 45,000

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 14,546 30,000

総事業費 63,530 83,000

国県支出金 0 0

地方債 50,200 56,000

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 13,330 27,000

○

◎
・施設及び機器保
全工事
・備品購入

成
果
指
標

コスト投入の方向性

小学校共通施設整
備事業

　各小学校施設におけ
る児童の安全と健全な
学校運営に係る施設及
び機器保全並びに学校
施設備品の充実を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称

数値

名称

名称

●

◎

120324
はたちのつどい事

業

　胎内市の次代を担う
新成人の門出を成人式
の開催により市全体を
あげてお祝いするとと
もに、成人としての自
覚も促すことを目的に
実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

120410

数値

名称

数値

名称

×

数値

△

名称

○

産
出
指
標

×

△

○

◎

・胎内市成人式
「はたちのつど
い」開催

・施設及び機器保
全工事
・備品購入

120412

・施設及び機器保
全工事
・備品購入

中学校共通施設整
備事業

　各中学校施設におけ
る児童の安全と健全な
学校運営に係る施設及
び機器保全並びに学校
施設備品の充実を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

×

△

・胎内市成人式
「はたちのつど
い」開催

・施設及び機器保
全工事
・備品購入

開催数 開催数

1回 1回

出席率 出席率

82% 82%

対象小学校施設 対象小学校施設

5校 5校

4校

実施小学校施設 実施小学校施設

5校 5校

対象中学校施設 対象中学校施設

4校 4校

実施中学校施設 実施中学校施設

4校
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 52,789 52,789

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 52,789 52,789

総事業費 38,054 38,054

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 38,054 38,054

総事業費 3,017 1,500

国県支出金 1,357 675

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,660 825

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

小学校理科教育等
設備整備事業

　学習指導要領による
児童の観察・実験を重
視した理科・算数教育
を実現する環境整備を
行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

中学校ＩＣＴ推進
事業

　次世代を見据えた人
的基板づくりのため、
生徒の情報モラルを含
む情報活用能力向上及
び教員のＩＴ活用能力
の向上を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

△

名称

○

◎

◎

数値

名称
×

数値

名称

○

120411

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

○

△

ＩＣＴ機器、ソフ
トウエア等の整備
及び活用支援

ＩＣＴ機器、ソフ
トウエア等の整備
及び活用支援

ＩＣＴ機器、ソフ
トウエア等の整備
及び活用支援

小学校ＩＣＴ推進
事業

　次世代を見据えた人
的基板づくりのため、
児童の情報モラルを含
む情報活用能力向上及
び教員のＩＴ活用能力
の向上を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

120414

×

数値

理科教育等の観
察・実験活動の充
実に必要な設備の
整備

理科教育等の観
察・実験活動の充
実に必要な設備の
整備

120413

数値

名称

ＩＣＴ機器、ソフ
トウエア等の整備
及び活用支援 対象小学校施設 対象小学校施設

5校 5校

対象中学校施設 対象中学校施設

4校 4校

理科・算数設備
整備額
(年度別購入
額）

理科・算数設備
整備額
(年度別購入
額）

理科2,853千円
算数164千円

理科1,458千円
数学42千円

理科・算数設備
整備率
(国基準額）5校
理科58,150千円
算数4,645千円

理科・算数設備
整備率
(国基準額）5校
理科58,150千円
算数4,645千円

国基準額整備率
理科75%

算数148%

国基準額整備率
理科78%

算数149%

教材研究、指導の準
備、評価や校務など
にＩＣＴを進んで活
用している教員の割
合

教材研究、指導の準
備、評価や校務など
にＩＣＴを進んで活
用している教員の割
合

100% 100%

教材研究、指導の準
備、評価や校務など
にＩＣＴを進んで活
用している教員の割
合

教材研究、指導の準
備、評価や校務など
にＩＣＴを進んで活
用している教員の割
合

100% 100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,521 1,500

国県支出金 684 675

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 837 825

総事業費 13 13

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 13 13

総事業費 797,866 878,356

国県支出金 7,713 32,022

合　計 地方債 75,800 101,000

その他 1,694 1,746

一般財源 712,659 743,588

成
果
指
標

コスト投入の方向性

　教育の機会均等の趣
旨に基づき、学業に優
れ、かつ、心身ともに
健全な学生であるが経
済的な理由により修学
困難な者に対して、無
利子の奨学金を貸与す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・奨学生の募集
・選考委員会の開
催
・奨学生の決定
・貸与・返還事務

国基準額整備率
理科50%
数学94%

国基準額整備率
理科52%
数学94%

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

120415

数値

名称

数値

△

名称

○

中学校理科教育等
設備整備事業

　学習指導要領による
児童の観察・実験を重
視した理科・数学教育
を実現する環境整備を
行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

名称
×

◎

◎

胎内市奨学金貸与
事業

●

120520

数値

数値

△

名称

○ ●

理科教育等の観
察・実験活動の充
実に必要な設備の
整備

理科教育等の観
察・実験活動の充
実に必要な設備の
整備

・奨学生の募集
・選考委員会の開
催
・奨学生の決定
・貸与・返還事務

理科・数学設備
整備額
(年度別購入
額）

理科・数学設備
整備額
(年度別購入
額）

理科1,521千円 理科1,500千円

理科・数学設備
整備率
(国基準金額）4
校
理科86,100千円
算数5,600千円

理科・数学設備
整備率
(国基準金額）4
校
理科86,100千円
算数5,600千円

奨学生募集人数 奨学生募集人数

6人 6人

奨学生決定割合 奨学生決定割合

100% 100%
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 若者が結婚・妊娠・出産の希望を叶え、市内には新しい家族や子どもが多く暮らしています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 出会いの場づくり

② 結婚・妊娠・出産への意識醸成と支援

③ 妊娠・出産を支える相談・医療体制の充実

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○
△ △ △ ● △ ●
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

３　結婚・妊娠・出産しやすい環境づくり

　行政は、結婚・家族の在り方等に関する啓発を行うとともに、結婚・妊娠・出産に関する市民の希望を叶えるサポートを行います。
　市民等は、若者に対するライフデザインの学びの機会や出会いの場にもなるような空間・イベントづくりに協力します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,041 6,041

国県支出金 4,500 4,500

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,541 1,541

総事業費 6,041 6,041

国県支出金 4,500 4,500

合　計 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 1,541 1,541

ライフデザイン支
援事業

　若者が結婚、妊娠・
出産、子育てなど将来
の人生設計を具体的に
考える後押しをするた
め、新発田市・胎内
市・聖籠町定住自立圏
ライフデザイン・結婚
支援事業として、ライ
フデザインセミナー、
パーティ、個別相談会
等を広域連携して実施
する。費用は負担金と
して新発田市に支払
う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

○

・ライフデザイン
講座の開催
・婚活イベントの
実施
・結婚新生活支援
事業補助金

・ライフデザイン
講座の開催
・婚活イベントの
実施
・結婚新生活支援
事業補助金

数値

130210

×

数値

△

名称

名称

講座・イベント
等の開催数

講座・イベント
等の開催数

21回 21回

講座・イベント
等の市民参加割
合

講座・イベント
等の市民参加割
合

20.0% 20.0%
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 歴史・文化に触れることを通じて、多くの市民が郷土への関心や愛着を深めています。
○ 歴史・文化に関心を持つ市民による自主的な取組が生涯学習活動や地域の活性化につながっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 文化財の調査と保護

② 伝統文化の保存と継承

③ 歴史・文化資源を生かした地域の活性化

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

４　郷土の歴史・文化

　行政は、まちの財産である文化財等の保存・継承に責任を持つとともに、その実現のために文化財等の魅力を伝え、その活用を図ります。
　市民等は、身近なまちの歴史や文化に関心を持ち、その魅力について周りに積極的に伝えることに努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 4,011 4,082

国県支出金 0 250

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 10 24

一般財源 4,001 3,808

総事業費 15,813 6,000

国県支出金 9,219 3,000

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 6,594 3,000

総事業費 17,226 6,000

国県支出金 1,254 1,000

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 9,927 3,000

一般財源 6,045 2,000

コスト投入の方向性

遺跡発掘調査事業

　緊急調査及び重要遺
跡・史跡の発掘調査に
関するもの。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

2000㎡ 2000㎡

史跡整備終了地 史跡整備終了地

6地点 6地点

発掘調査数 発掘調査数

２件 ２件

報告書作成数 報告書作成数

２件 ２件数値

・城の山古墳整備
開始

・各種開発に伴う
確認調査
・県営圃場整備に
伴う本発掘調査

公有化面積 公有化面積

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

指定文化財の看
板整備等

指定文化財の看
板整備等

67件 67件

指定文化財の看
板整備等

指定文化財の看
板整備等

1件

○

・文化財保護審議
会等
・文化財保存活用
地域計画の策定
・文化財補助金の
交付

1件

140110

数値

名称

名称

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

・文化財保護審議
会等
・文化財保存活用
地域計画の策定
・文化財補助金の
交付

・城の山古墳整備
開始

文化財保護事業

　文化財を適正に管理
等するために、文化財
保護審議会等の開催や
指定団体に補助金を交
付する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

140112

×

数値

△

名称
×

数値

○

○

140111

◎

△

名称
◎

史跡整備事業

　国史跡奥山荘城館遺
跡及び国史跡城の山古
墳等の史跡整備に関す
るもの。 成

果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

・各種開発に伴う
確認調査
・県営圃場整備に
伴う本発掘調査
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 7,917 7,917

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 205 205

一般財源 7,712 7,712

総事業費 6,208 3,800

国県支出金 2,650 1,500

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,558 2,300

総事業費 4,355 2,149

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 247 35

一般財源 4,108 2,114

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

奥山荘歴史の広場
等運営事業

　奥山荘歴史の広場等
の運営管理を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称

○

コスト投入の方向性

史跡等総合活用事
業

　史跡等の活用に関す
るイベント、学校への
出前授業等を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

産
出
指
標

×

数値

成
果
の
方
向
性

・実行団体への補
助金の交付

・板額の宴イベン
ト
・歴史講演会

・板額の宴イベン
ト
・歴史講演会

数値

名称

中条まつり事業

　伝統芸能である山車
のあおりあいなどのイ
ベントや露店の円滑な
運営による祭りを通じ
た地域活性化を行う。

・実行団体への補
助金の交付

140322

◎

140310

◎

数値

数値

名称

△

◎
名称

○

名称
×

名称

○

△

●

成
果
指
標

140323

×

△

数値

・奥山荘歴史館の
運営管理
・江上館・坊城館
の管理

・奥山荘歴史館の
運営管理
・江上館・坊城館
の管理

300件

来場者数 来場者数

30000人 30000人

イベント・講演
会の参加人数

2,600人 2,600人

開館日数 開館日数

81日 81日

利用団体数 利用団体数

17団体 17団体

露店出店者数
（3日間延）

露店出店者数
（3日間延）

300件

イベント数 イベント数

4回 4回

イベント・講演
会の参加人数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,611 2,680

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 360 360

一般財源 3,251 2,320

総事業費 1,587 1,280

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 40 30

一般財源 1,547 1,250

総事業費 17,268 10,183

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,184 794

一般財源 16,084 9,389

総事業費 77,996 44,091

国県支出金 13,123 5,750

合　計 地方債 0 0

その他 11,973 4,448

一般財源 52,900 33,893

成
果
指
標

コスト投入の方向性

美術館運営事業

　市民が種々の芸術に
触れる機会を創出する
ために設置した美術館
の運営管理を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

数値

名称

数値

名称
×

数値

△

名称

産
出
指
標

・美術館の管理運
営
・企画展の実施
・創作体験活動の
強化

郷土文化伝習館運
営事業

　郷土文化伝習館の運
営管理を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

140320

数値

名称

○

数値

140324

○

◎

140321

△

△

○

◎

◎

×

郷土文化保存伝習
施設（シンクルト
ン記念館）運営事

業

　シンクルトン記念館
の運営管理を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

×

数値

・シンクルトン記
念館の管理運営
・燃水祭と石油発
祥地のアピール

・美術館の管理運
営
・企画展の実施
・創作体験活動の
強化

・郷土文化伝習館
の管理運営
・体験学習の実施

・郷土文化伝習館
の管理運営
・体験学習の実施

・シンクルトン記
念館の管理運営
・燃水祭と石油発
祥地のアピール

開館日数 開館日数

210日 210日

利用団体数 利用団体数

47団体 47団体

開館日数 開館日数

開館日数

310団体 310団体

利用団体数 利用団体数

利用団体数

20日 20日

利用団体数

15団体 15団体

開館日数

70団体 70団体
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ あらゆる年代の市民が芸術に触れ、学ぶ意欲を満たし、学んだことを生かしたり、発表したりすることができる場があるまちになっています。
○ こうした活動を通じて、生きがいや多世代とのつながりを持ち、豊かな人生を送る市民が増えています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 市民が参加しやすい多様な学習機会の提供

② 市民による自主的な活動の育成・支援

③ 活動拠点の整備

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】
今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ○ ○ ●
△ △ ● △ ● △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

５　生涯学習

　行政は、芸術に触れる機会や活動場所の確保、団体間の交流の促進、情報提供等の支援によって、市民が生涯学習活動に取り組みやすい環境づくりと自主的な
活動の支援を行います。
　市民等は、芸術鑑賞や芸術活動を含めた多様な学習機会への積極的な参加や企画・運営への参画を通じて自ら学び、交流するよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 73 73

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 34 50

一般財源 39 23

総事業費 2,513 2,650

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 490 597

一般財源 2,023 2,053

総事業費 1,929 1,786

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 110 110

一般財源 1,819 1,676

・陶芸講座の実施
・陶芸作品展の開
催
・陶芸研修所維持
管理
・夏休み期間の親
子陶芸教室の実施

数値

名称

◎

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・美術展覧会の開
催
・ジュニア美術展
覧会の開催

文化活動促進事業

　冬フェスタin中央公
民館や文月コンサート
などの事業を通じて市
民に文化活動の場を提
供するとともに、参加
者同士の交流の場とす
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

陶芸研修所管理事
業

　陶芸を通じて、芸術
活動に親しんでもらう
ことを目的に陶芸講座
を開催し、参加者同士
の交流や親睦をはか
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・冬フェスタin中
央公民館の開催
・文月コンサート
の実施

150111

×

数値

△

名称

○

◎

150110

数値

名称
×

数値

△

名称

○

150211

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

公民館文化振興事
業

　市民が文化・芸術活
動を発表する機会や親
しむ機会を提供するこ
とにより、文化・芸術
活動の振興を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・冬フェスタin中
央公民館の開催
・文月コンサート
の実施

・陶芸講座の実施
・陶芸作品展の開
催
・陶芸研修所維持
管理
・夏休み期間の親
子陶芸教室の実施

・美術展覧会の開
催
・ジュニア美術展
覧会の開催

①冬フェスタ開
設講座数
②文月コンサー
ト参加団体数

①冬フェスタ開
設講座数
②文月コンサー
ト参加団体数

①6講座
②10団体

①6講座
②10団体

講座とコンサー
トの参加者数

講座とコンサー
トの参加者数

300人 300人

陶芸講座回数 陶芸講座回数

5回 5回

参加者数 参加者数

180人 190人

美展開催日数 美展開催日数

4日間 4日間

美展来場者数 美展来場者数

2,500人 2,500人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 57,001 47,859

国県支出金 0 0

地方債 3,800 0

× △ ○ ◎ その他 12,111 13,828

一般財源 41,090 34,031

総事業費 8,532 8,532

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,328 1,504

一般財源 7,204 7,028

総事業費 14,924 11,618

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,976 1,984

一般財源 12,948 9,634

成
果
指
標

コスト投入の方向性

胎内自然天文館運
営事業

　農山村の自然・天体
知識及び科学教育の啓
発のため、館内の展示
案内を行うほか、定期
的に天体観察等の教育
普及事業を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

・施設の運営管理
・常設展の開催
・体験教室及び出
張教室の実施

・定期観望会の開
催
・各種イベントの
実施
・施設管理

鉱物・陶芸館運営
事業

　収集した日本と世界
の鉱物、粘土とそれに
関連した資料の展示と
解説のほか、鉱物・粘
土の学習指導や天然石
を素材にしたアクセサ
リー作りと陶芸の体験
教室を実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産業文化会館事業

　市民の生涯学習の推
進及び文化振興と芸術
意識の高揚を図り心を
豊かにすることを目的
とし、自主事業を実施
する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・会館自主事業の
実施
・会館維持管理

数値

名称

150113

数値

名称

×

数値

△

名称

○

◎

150112

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

●

×

数値

△

名称

○

◎

150114

・会館自主事業の
実施
・会館維持管理

・施設の運営管理
・常設展の開催
・体験教室及び出
張教室の実施

・定期観望会の開
催
・各種イベントの
実施
・施設管理

105日 105日

利用者数 利用者数

3,000人 3,000人

開館日数 開館日数

200日 200日

開館日数 開館日数

310日 310日

利用者数 利用者数

70,000人 70,000人

開館日数 開館日数

利用者数 利用者数

8,000人 8,000人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 14,310 14,310

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 6,762 7,400

一般財源 7,548 6,910

総事業費 1,294 1,212

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 140 140

一般財源 1,154 1,072

総事業費 27,265 22,547

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 5,540 103

一般財源 21,725 22,444

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・施設の管理運営
・利用者調査、学
習支援
・学校図書室の環
境整備、読書指導
・子ども読書活動
の推進

成
果
指
標

コスト投入の方向性

市民講座学級事業

　市民が新しい知識と
教養を深め、また交流
をはかることを目的と
して高齢者大学を通年
開催するほか、食に関
する興味、関心を高め
るため、マナビップ講
座を開催する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

・シニアカレッジ
の開催
・マナビップ講座
の開催
・日本語講座の開
催

150115

数値

名称

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

昆虫の森運営事業

　昆虫に関する資料の
展示と解説のほか、昆
虫に関する学習指導や
企画展、体験教室等を
行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

150117

×

数値

△

名称

○

◎

150116

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

図書館管理事業

　図書館を運営し市民
に図書資料や情報等の
提供と学習の場を提供
する。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

・常設展の開催
・企画展の開催
・ふれあい体験の
実施
・昆虫教室の実施
・施設リニューア
ル計画

・シニアカレッジ
の開催
・マナビップ講座
の開催
・日本語講座の開
催

・施設の管理運営
・利用者調査、学
習支援
・学校図書室の環
境整備、読書指導
・子ども読書活動
の推進

・常設展の開催
・企画展の開催
・ふれあい体験の
実施
・昆虫教室の実施
・施設リニューア
ル計画

開館日数 開館日数

226日 226日

4地区

シニアカレッジ
延出席者数

シニアカレッジ
延出席者数

1,000人 1,000人

年度末蔵書数 年度末蔵書数

75,000冊 75,000冊

利用者数 利用者数

21,000人 21,000人

シニアカレッジ
開催地区数

シニアカレッジ
開催地区数

4地区

年間貸出冊数 年間貸出冊数

70,000冊 70,000冊
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,515 5,959

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 29 97

一般財源 6,486 5,862

総事業費 10,267 10,104

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 428 426

一般財源 9,839 9,678

総事業費 11,449 11,449

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 219 219

一般財源 11,230 11,230

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

一般経費黒川地区
公民館

　生涯学習を通じて教
養を深めるとともに市
民に交流を促進する場
を提供する。また、地
区公民館の企画実施、
施設の維持管理と環境
整備、利用に関する受
付、貸館業務、図書貸
出業務、社会教育団体
への支援を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

×

◎
名称

○

環境改善センター
管理運営事業

　市民に諸証明交付等
の行政サービスを提供
するとともに、公民館
事業の実施や交流活動
を促進する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・施設の管理運営
・諸証明交付
・公民館事業の企
画
・図書の貸し出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

×

150120

◎
名称

○

数値

△

数値

△

名称

一般経費中央公民
館

　学習と仲間作りの拠
点施設として学習者、
活動者にとって利用し
やすい場を提供する。
また、主催事業の開催
や、社会教育団体への
支援を通じて、文化・
芸術活動の振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

150118

名称

150119

・施設の管理運営
・公民館事業の企
画
・図書の貸し出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

・公民館事業の企
画
・施設の管理運営
・社会教育団体に
対する支援、育成

・施設の管理運営
・諸証明交付
・公民館事業の企
画
・図書の貸し出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

・公民館事業の企
画
・施設の管理運営
・社会教育団体に
対する支援、育成

・施設の管理運営
・公民館事業の企
画
・図書の貸し出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

243日 243日

施設・図書利用
者及び窓口利用
者数

施設・図書利用
者及び窓口利用
者数

6,500人 6,500人

開館日数 開館日数

359日 359日

中央公民館利用
者数

中央公民館利用
者数

20,000人 20,000人

開館日数 開館日数

開館日数 開館日数

359日 359日

黒川地区公民館
利用者数

黒川地区公民館
利用者数

9,000人 9,100人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,830 6,830

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 89 89

一般財源 6,741 6,741

総事業費 666 928

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 666 928

総事業費 448 448

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 448 448

総事業費 164,016 146,305

国県支出金 0 0

合　計 地方債 3,800 0

その他 29,256 26,547

一般財源 130,960 119,758

数値

名称

数値

△

名称

○

◎

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

社会教育振興事業

　社会教育委員の委嘱
により、市民のニーズ
に沿った社会教育関係
事業の企画や有効性の
検討、また、社会教育
関係団体の支援により
生涯学習の振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

×

数値

△

名称

○

◎

150121

数値

名称

×

数値

△

名称

○

◎

乙地区交流施設管
理運営事業

　市民に諸証明交付等
の行政サービスを提供
するとともに、公民館
事業の実施や交流活動
を促進する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

150210

数値

名称

150212
生涯学習フェス
ティバル事業

　11月を「生涯学習強
調月間」として、市民
の日々の生涯学習の成
果を発表する場を提供
するとともに、学習活
動への参加を促進し、
生涯学習の振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

×
成
果
指
標

コスト投入の方向性

・施設の管理運営
・諸証明交付
・公民館事業の企
画
・図書の貸出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

・社会教育委員会
の開催
・社会教育関係事
業等の検討、助
言、調査研究

・市内各施設での
イベントの開催

・市内各施設での
イベントの開催

・施設の管理運営
・諸証明交付
・公民館事業の企
画
・図書の貸出し
・地域住民の交流
活動の場の提供

・社会教育委員会
の開催
・社会教育関係事
業等の検討、助
言、調査研究

開館日数 開館日数

243日 243日

施設・図書利用
者及び窓口利用
者数

施設・図書利用
者及び窓口利用
者数

8,000人 8,000人

社会教育委員会
開催回数

社会教育委員会
開催回数

3回 3回

社会教育認定団
体数

社会教育認定団
体数

44団体 44団体

フェスティバル
開催日数

フェスティバル
開催日数

10日間 10日間

来場者数 来場者数

7,000人 7,000人
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基本政策１　子育て・教育・学び～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 年齢や性別、障がいの有無等にかかわらず多くの市民が生活の中でスポーツに親しみ、心身ともに健康的な生活を送っています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 習慣的な運動につながる多様なプログラムの提供

② 施設の適切な維持管理と利用促進

③ スポーツを通じた交流の促進と地域の活性化

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

６　生涯スポーツ

　行政は、身近な活動場所となる体育施設等の適切な管理、活動団体に対する支援、スポーツを見て楽しむ機会の創出等によって、市民が生涯スポーツ活動に取り
組みやすい環境づくりと交流の促進を進めます。
　市民等は、体育施設等の利用・観戦マナーを守りながら、自身の健康・体力の状態に見合った運動・観戦・ボランティア等を通じて多様なスポーツ活動を定期的・持
続的に実施するとともに、活動の輪を広げるよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 4,563 4,100

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 4,563 4,100

総事業費 1,656 1,500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,656 1,500

総事業費 2,730 2,400

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 168 130

一般財源 2,562 2,270コスト投入の方向性
数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

育てるスポーツ事
業

　乳幼児期から学童・
思春期にかけてスポー
ツに親しむ環境づくり
を推進し、生涯にわた
る運動習慣の基礎を築
く。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
主
な
内
容

スポーツバス運行
事業

160111

　各種スポーツ大会の
参加に伴う移動の支援
としてスポーツバスを
運行する。 成

果
の
方
向
性

する・みるスポー
ツ事業

　日常生活の中で自分
に適した運動やスポー
ツに親しむ機会の拡充
を図り、またスポーツ
への関心を高め、ス
ポーツの多様な楽しみ
方に触れる機会の拡大
を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

160112

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

160311

産
出
指
標

・スポーツバスの
維持及び運行管理

・スポーツ振興補
助金の交付
・スポーツイベン
ト等開催委託

・スポーツイベン
ト及び大会開催等
・スポーツ振興補
助金の交付

・スポーツバスの
維持及び運行管理

・スポーツ振興補
助金の交付
・スポーツイベン
ト等開催委託

・スポーツイベン
ト及び大会開催等
・スポーツ振興補
助金の交付

年間運行回数 年間運行回数

170回 170回

年間利用者人数 年間利用者人数

3,400人 3,400人

スポーツ振興補
助金の交付

スポーツ振興補
助金の交付

1件 1件

幼児・児童を対
象とした運動に
親しむ事業数

幼児・児童を対
象とした運動に
親しむ事業数

８回 ８回

スポーツ・ツー
リズムイベント
開催回数

スポーツ・ツー
リズムイベント
開催回数

2回以上 2回以上

スポーツツーリ
ズムイベント参
加人数

スポーツツーリ
ズムイベント参
加人数

750人 750人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 96,533 80,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 10,599 4,900

一般財源 85,934 75,100

総事業費 44,465 4,504

国県支出金 0 0

地方債 15,200 0

× △ ○ ◎ その他 23,715 1,885

一般財源 5,550 2,619

総事業費 761 500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 4

一般財源 761 496

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

地域スポーツ施設
管理事業

　指定管理者制度によ
り、地域スポーツ施設
(築地、竹島、高浜、
本条、柴橋）の効率的
な管理運営、効果的な
整備を行い、利用者に
とって一層利用しやす
い施設とし、生涯ス
ポーツの振興を図る。
（指定管理期間：2024
年度～2028年度）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

△

名称

○

◎

総合体育館管理事
業

　指定管理者制度によ
り、総合体育館の効率
的な管理運営、効果的
な整備を行い、利用者
にとって一層利用しや
すい施設とし、生涯ス
ポーツの振興を図る。
（指定管理期間：2024
年度～2028年度）

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

160210

数値

名称
×

総合グラウンド管
理事業

　指定管理者制度によ
り、陸上競技場、体育
館、野球場、テニス
コート、の効率的な管
理運営、効果的な整備
を行い、利用者にとっ
て一層利用しやすい施
設とし、生涯スポーツ
の振興を図る。
（指定管理期間：2024
年度～2028年度）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

160218

数値

名称
×

数値

△ ●

名称

○

◎

160211

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・賃借料等

・指定管理施設(利
用料金併用型）※
総合体育館管理事
業にて計上
・一部直営部分の
管理経費

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・保険料
・賃借料等

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・保険料
・賃借料等

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・賃借料等

・指定管理施設(利
用料金併用型）※
総合体育館管理事
業にて計上
・一部直営部分の
管理経費

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

345日 345日

トレーニング
ルーム年間利用
者数

トレーニング
ルーム年間利用
者数

21,000人 21,000人

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

357日 357日

年間利用者数 年間利用者数

40,000人 40,000人

地域スポーツ施
設数（屋内運動
場）

地域スポーツ施
設数（屋内運動
場）

5か所 5か所

年間利用者数 年間利用者数

11,000人 11,000人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 46 34

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 46 34

総事業費 289 240

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1 0

一般財源 288 240

総事業費 7,825 4,500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 112 77

一般財源 7,713 4,423

×

数値

△ ●

◎

サンビレッジ中条
管理事業

　指定管理者制度によ
り、サンビレッジ中条
の効率的な管理運営、
効果的な整備を行い、
利用者にとって一層利
用しやすい施設とし、
生涯スポーツの振興を
図る。
（指定管理期間：2024
年度～2028年度）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称
×

数値

△

名称

○

◎

160213

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

黒川多目的広場管
理事業

子供たちの遊び場、高
齢者のグラウンドゴル
フやゲートボールな
ど、地域の方々の憩い
の場として効果的な整
備を行い、利用者に
とって一層利用しやす
い施設とし、生涯ス
ポーツの振興を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・指定管理施設(利
用料金併用型）※
総合体育館管理事
業にて計上
・経常外修繕等

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・施設の管理運営
・施設修繕等

160214

数値

山村広場管理事業

　胎内球場・芝グラウ
ンド・キャンプ場の効
率的な管理運営、効果
的な整備を行い、利用
者にとって一層利用し
やすい施設とし、生涯
スポーツの振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

名称

数値

○

多目的トイレ等維
持管理

160215

・指定管理施設(利
用料金併用型）※
総合体育館管理事
業にて計上
・経常外修繕等

多目的トイレ等維
持管理

・施設の管理運営
・施設修繕等

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

357日 357日

年間利用者数 年間利用者数

16,000人 16,000人

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

0日 0日

年間利用者数 年間利用者数

0人 0人

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

200日 200日

年間利用者数 年間利用者数

3,000人 3,000人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,112 620

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 42 88

一般財源 1,070 532

総事業費 5,791 4,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 280 800

一般財源 5,511 3,200

総事業費 1,446 1,079

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 159 24

一般財源 1,287 1,055

○

名称
×

◎

数値

・施設の管理運営

名称

胎内ライフル射撃
場管理事業

　県立胎内ライフル射
撃場の効率的な管理運
営、効果的な整備を行
い、利用者にとって一
層利用しやすい施設と
し、生涯スポーツの振
興を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

357日

年間利用者数

25,000人

施設利用可能日
数

ライフル射撃場
利用可能日数

140日

数値

名称
×

数値

△

名称

○ ●

◎

△160220

○

◎

Ｂ＆Ｇ海洋セン
ター管理事業

　指定管理者制度によ
り、B&G体育館、プー
ル、艇庫（指定管理委
託外）の効率的な管理
運営、効果的な整備を
行い、利用者にとって
一層利用しやすい施設
とし、生涯スポーツの
振興を図る。
（指定管理期間：2024
年度～2028年度）

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・経常外修繕等

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・指定管理施設(利
用料金併用型）･･
総合体育館管理事
業にて計上
・経常外修繕等

160217

160216

数値

名称
×

数値

△

名称

胎内レクホール管
理事業

　胎内レクホールの効
率的な管理運営、効果
的な整備を行い、利用
者にとって一層利用し
やすい施設とし、生涯
スポーツの振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

・施設の管理運営
・施設修繕

・施設の管理運営
・施設修繕

・施設の管理運営

140日

ライフル射撃場
年間利用者数

ライフル射撃場
年間利用者数

1,100人 1,100人

施設利用可能日
数

施設利用可能日
数

357日 357日

年間利用者数 年間利用者数

1,500人 1,500人

357日

年間利用者数

25,000人

施設利用可能日
数

ライフル射撃場
利用可能日数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 4,601 3,900

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 4,601 3,900

総事業費 171,818 107,377

国県支出金 0 0

合　計 地方債 15,200 0

その他 35,076 7,908

一般財源 121,542 99,469

160310

コスト投入の方向性

●

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

競うスポーツ事業

　スポーツ参画人口の
裾野を広げるととも
に、ジュニア選手から
の一貫した育成体制の
強化等により、全国で
活躍するスポーツ選手
の輩出を目指す。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

・全国大会等出場
選手激励費の交付
・スポーツ振興補
助金の交付

・全国大会等出場
選手激励費の交付
・スポーツ振興補
助金の交付

スポーツ振興補
助金の交付

スポーツ振興補
助金の交付

1件

全国大会出場者
数（実人数）

全国大会出場者
数（実人数）

110人 110人

1件
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 市民が疾病の予防や悪化防止に努め、生きがいや張り合いを感じながら生活を送っています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① ライフステージに合わせた健康づくりの推進

② 早期発見・早期治療の体制強化

③ 元気・ふれあい・生きがいづくりの推進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

７　健康づくり

　行政は、市民の心と体の健康を守るため、健康に関する啓発や専門的な指導、市民活動に対する支援等を行います。
　市民等は、自分の健康は自分で守るという意識の下、適切な生活習慣を心がけるとともに改善し、各種健康診査や元気づくりプログラム等に積極的に参加するととも
に、関心のあるボランティア活動に参加します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性今後の方向性今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,859 6,859

国県支出金 1,577 1,577

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 903 903

一般財源 4,379 4,379

総事業費 1,133 1,023

国県支出金 185 95

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 40 0

一般財源 908 928

総事業費 822 822

国県支出金 12 12

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 810 810

名称

数値

名称

歯科保健事業

　乳幼児期、園児、小
中学生のむし歯・歯肉
炎予防対策、成人・高
齢期の口腔機能の維
持・改善のための健康
教育など生涯を通じた
歯科保健対策を行い、
健康で質の高い生活を
営むことが出来る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

210110

◎

210111

210112

数値

名称
×

数値

△
健康教育・健康相

談事業

　市民が生活習慣病予
防について関心と意欲
を持ち、予防に向けた
実践的な方法を生活の
中に取り入れられるよ
うにすることを目的と
して各種健康教育・健
康相談を集団又は個別
による手法で実施す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

訪問支援事業

　保健指導の必要な
人・世帯に対して、家
庭訪問による指導・助
言・関係機関との連絡
調整など個々に適した
支援を行い心身機能の
低下防止と健康保持増
進を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

×

数値

△

名称

○

◎

・地区健康教育・
相談会開催
・ヘルスメイト養
成講座（3年に１回
程度）

・家庭訪問による
保健指導

・幼児歯科健診
・むし歯予防・歯肉
炎予防教室
・フッ素塗布
・フッ化物洗口
・妊産婦・成人・後
期高齢歯科健康診査

・地区健康教育・
相談会開催

・家庭訪問による
保健指導

・幼児歯科健診
・むし歯予防・歯肉
炎予防教室
・フッ素塗布
・フッ化物洗口
・妊産婦・成人・後
期高齢歯科健康診査

歯科健診実施回
数

歯科健診実施回
数

30回 30回

歯周疾患要観察者
（GO）又は歯肉炎
（G）を有する中
学生の割合

歯周疾患要観察者
（GO）又は歯肉炎
（G）を有する中
学生の割合

26.0% 25.0%

地区で健康教
育・健康相談を
実施した回数

地区で健康教
育・健康相談を
実施した回数

70回 70回

500人 500人

家庭訪問実人数 家庭訪問実人数

700人 700人

家庭訪問実施率
(訪問実人数／
　訪問対象者）

家庭訪問実施率
(訪問実人数／
　訪問対象者）

85% 85%

健康教育・健康
相談延べ参加者
数（75歳以上）

健康教育・健康
相談延べ参加者
数（75歳以上）
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 26,162 26,162

国県支出金 1,422 1,422

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 22,585 22,585

一般財源 2,155 2,155

総事業費 1,045 1,045

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,045 1,045

一般財源 0 0

総事業費 4,423 4,423

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 4,423 4,423

一般財源 0 0

名称

数値

名称

数値

△

名称

○

◎

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

210113

×

△

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

特定健康診査事業

　糖尿病や脳卒中,心筋
梗塞などの生活習慣病
の発症や重症化を予防
することを目的にメタ
ボリックシンドローム
に着目した健康診査を
実施する。
対象：生保の30歳以上
30～39歳は市民
40～74歳は国保険加入
者
75歳以上は後期高齢医
療加入者（65歳以上の
後期高齢医療加入者含
む）

成
果
の
方
向
性

特定保健指導事業

　生活習慣病の予防の
ため、特定健診の結果
から、内臓脂肪症候群
及びその予備群に該当
した人に対して、日常
生活の行動変容を目指
した特定保健指導を実
施する。

210114

数値

名称

○

◎

国民健康保険保健
指導事業

　特定健診未受診者、
受診勧奨判定値を超え
ている者への生活習慣
病の予防のため対策、
特定健診継続受診対策
及び早期介入保健指導
を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・特定健診未受診
者訪問・通知
・健診継続受診勧
奨
・受診勧奨指導
・30歳代の特定健
診及び保健指導

・特定健診未受診
者訪問・通知
・健診継続受診勧
奨
・受診勧奨指導
・30歳代の特定健
診及び保健指導

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称
×

数値

△

○

◎

210221

名称

・特定保健指導 ・特定保健指導

・特定健康診査と
肝炎ウイルス検査
・骨粗鬆症検診

・特定健康診査と
肝炎ウイルス検査
・骨粗鬆症検診

特定健診受診率
（国保加入者）

特定健診受診率
（国保加入者）

50.2% 51.4%

特定保健指導実
施率

特定保健指導実
施率

60% 60%

特定健診実施回
数(受診者100人
程度/回に対応
する回数）

特定健診実施回
数(受診者100人
程度/回に対応
する回数）

27回 27回

受講後に生活習
慣を改善できた
人の割合

受講後に生活習
慣を改善できた
人の割合

80% 80%

集団）特定健診
受診者の保健指
導実施率

集団）特定健診
受診者の保健指
導実施率

90% 90%

①要医療判定者の
医療機関受診率

①要医療判定者の
医療機関受診率

a)血圧61.7％
b)血糖63.9％
c)CKD85以上

a)血圧62.2％
b)血糖64.4％
c)CKD85以上
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 62 62

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 62 62

総事業費 33,571 33,571

国県支出金 132 132

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 300 300

一般財源 33,139 33,139

総事業費 106,986 106,986

国県支出金 4,909 4,909

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 102,077 102,077

麻しん風しん混
合ワクチン2期
接種未接種者へ
の勧奨回数

麻しん風しん混
合ワクチン2期
接種未接種者へ
の勧奨回数

２回 ２回

麻しん風しん混
合ワクチン2期
接種者率

麻しん風しん混
合ワクチン2期
接種者率

95%(国目標) 95%(国目標)

・定期予防接種
・インフルエンザ
ワクチン接種費用
助成
・65歳以上の胸部X
線間接撮影

・胃がん・大腸が
ん・肺がん・子宮頸
がん・乳がん・前立
腺がん検診
・検診無料券配布
・がん患者医療用補
整具購入費助成金

・食生活改善推進
委員の研修
・地区での適切な
食生活指導

数値

名称

数値

名称

結核対策・予防接
種事業

　定期の予防接種と任意
の予防接種により、免疫
保有率を向上させ、感染
症の蔓延を防止する。
　また、結核検診として
65歳以上の胸部レントゲ
ン撮影を実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

各種がん検診等健
康診査事業

　がんの早期発見、早
期治療により、がん死
亡を減少させることを
目的に健康増進法に定
められた各種がん検診
等を実施する。
　がん患者の治療と社
会参加等の両立を支援
することを目的に医療
用補整具購入の助成を
実施する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

△

○

◎

210121
食生活改善推進事
業〔国民健康保険
事業特別会計〕

　地域住民を対象とし
た健康づくりのための
食生活の普及啓発及び
食育推進活動、またそ
の活動を行政と協働し
て取り組む胎内市食生
活改善推進委員の研修
支援等を行う。

×

数値

△

名称

○

◎

産
出
指
標

成
果
指
標

210220

×

コスト投入の方向性

●

210222

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

数値

名称成
果
指
標

・食生活改善推進
委員の研修
・地区での適切な
食生活指導

・胃がん・大腸が
ん・肺がん・子宮頸
がん・乳がん・前立
腺がん検診
・検診無料券配布
・がん患者医療用補
整具購入費助成金

・定期予防接種
・インフルエンザ
ワクチン接種費用
助成
・65歳以上の胸部X
線間接撮影

地域での食育活
動延参加人数

地域での食育活
動延参加人数

200人 200人

がん検診受診者
率

胃6.6%、大腸13.8%、肺
18.7%、子宮13.2%、乳
16.7%

胃6.8%、大腸14.0%、肺
18.9%、子宮13.4%、乳
16.9%

地域での食育活
動開催回数

地域での食育活
動開催回数

20回 20回

胃100%　大腸100%
肺100%　子宮100%
乳100%

胃100%　大腸100%
肺100%　子宮100%
乳100%

精密検査受診率 精密検査受診率

がん検診受診者
率
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 19,774 19,774

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 5,352 5,352

一般財源 14,422 14,422

総事業費 7,034 2,688

国県支出金 143 143

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 25 10

一般財源 6,866 2,535

総事業費 10,524 10,524

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 85 85

一般財源 10,439 10,439

総事業費 218,395 213,939

国県支出金 8,380 8,290

合　計 地方債 0 0

その他 34,758 34,703

一般財源 175,257 170,946

数値

名称
×

数値

△

名称

○

コスト投入の方向性

・健康づくり事業
及び食育の推進
・こころの健康と
自殺予防対策

年間の施設開設
日数

年間の施設開設
日数

359日 359日

年間の施設利用
人数

年間の施設利用
人数

名称
×

数値

△

名称

○

◎
・施設の管理運営

主
な
内
容

産
出
指
標

●

にこ楽・胎内運営
事業

黒川地区の病気予防、
健康増進事業、介護予
防等の拠点となる施設
の維持管理及び運営を
行う。

成
果
の
方
向
性

コスト投入の方向性
数値

210311

●

成
果
指
標

210310

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
・健康づくり事業
及び食育の推進
・こころの健康と
自殺予防対策
・健康増進計画改
定

健康づくり推進事
業

　健康増進計画及び食
育推進計画の推進のた
めの研修会等を実施す
る。
　また、こころの健康
づくりを推進し、自殺
予防対策にも取り組
む。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

ほっとＨＯＴ中条
管理事業

　総合的な健康づくり
の拠点となる施設の維
持管理及び運営を行
う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎
・生活習慣病予防
活動・介護予防等
の実施
・施設の管理運営

210312

・施設の維持管
理・運営

・生活習慣病予防
活動・介護予防等
の実施
・施設の管理運営

35,000人 35,000人

地域づくり講演
会、自殺予防対
策研修会等の回
数

地域づくり講演
会、自殺予防対
策研修会等の回
数

６回 ６回

地域づくり講演
会、自殺予防対
策研修会等の参
加者数

地域づくり講演
会、自殺予防対
策研修会等の参
加者数

300人 300人

年間の施設開設
日数

年間の施設開設
日数

241日 241日

年間の施設利用
人数

年間の施設利用
人数

8,000人 8,000人
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 市民が近隣市町を含む身近な場所で必要な医療サービスを受けることができ、住み慣れた自宅等で最期を迎えることを選択できるまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 地域医療体制の確保

② 在宅医療の推進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

８　医療体制づくり

　行政は、市民の生活を支える医療・救急医療の確保に努めます。
　市民等は、かかりつけ医を持つことや救急医療の適正利用を心がけます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 36,814 36,814

国県支出金 6,598 6,598

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 755 755

一般財源 29,461 29,461

総事業費 37,000 37,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 37,000 37,000

総事業費 4,254 4,250

国県支出金 2,455 2,454

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 821 978

一般財源 978 818

総事業費 78,068 78,064

国県支出金 9,053 9,052

合　計 地方債 0 0

その他 1,576 1,733

一般財源 67,439 67,279

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

在宅医療・介護連
携推進事業〔介護
保険事業特別会

計〕

　在宅医療と介護を一
体的に提供するため
に、医療機関と介護事
業所等の関係者の連携
を推進することを目的
とする。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

名称

名称
×

数値

△

・歯科診療業務
・乳幼児、成人及
び妊産婦の歯科健
診

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称

数値

○

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

×

△

・病院群輪番制運
営費補助金、第2次
救急医療運営費補
助金及び病院群輪
番制病院設備整備
費補助金の交付
・CT補助金

病院群輪番制病院
運営事業

　休日及び平日夜間の
第2次救急医療を確保
するため、中条中央病
院に補助金を交付す
る。
　また、地域医療の底
上げのため中条中央病
院にCT診断装置設置の
補助や病院群輪番制病
院として必要な医療機
器購入への補助を行
う。

成
果
の
方
向
性

220112

・病院群輪番制運
営費補助金、第2次
救急医療運営費補
助金及び病院群輪
番制病院設備整備
費補助金の交付
・CT補助金

歯科診療事業〔黒
川歯科診療所運営
事業特別会計〕

　事業の管理は胎内市
が行い、歯科診療業務
を歯科医師に委託して
いる。市で行う乳幼
児、成人、妊産婦の歯
科健診にも協力してい
る。

成
果
の
方
向
性

名称

○

◎

×

数値

△

名称

○

220121

数値

数値

220210

・地域の医療・介
護の資源の把握
・在宅医療・介護
連携の課題の抽出
・在宅医療・介護
関係者に関する相
談支援等

●

名称

・地域の医療・介
護の資源の把握
・在宅医療・介護
連携の課題の抽出
・在宅医療・介護
関係者に関する相
談支援等

・歯科診療業務
・乳幼児、成人及
び妊産婦の歯科健
診

病院群輪番制病
院数（うち市内
病院数）

病院群輪番制病
院数（うち市内
病院数）

4院（1院） 4院（1院）

輪番病院のうち
中条中央病院の
当番率

輪番病院のうち
中条中央病院の
当番率

25% 25%

開所日数
①黒川歯科診療
所

開所日数
①黒川歯科診療
所

利用人数
①黒川歯科診療
所

利用人数
①黒川歯科診療
所

5,000人 5,000人

相談支援コー
ディネーターの
配置数

2人 2人

多職種連携研修
会の参加者数

多職種連携研修
会の参加者数

244日 244日

相談支援コー
ディネーターの
配置数

100人100人
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ “向こう三軒両隣”の関係のように、互いを気づかい支え合う、人にやさしいまちになっています。
○ 住民主体の支え合い活動を通じて、各種の生活支援サービスを含んだ共助を担う組織が地域の中に生まれてきています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 地域における異変発見の体制づくり

② 住民による支え合い活動の推進

③ 複合的な課題に対応する専門的な体制の強化

④ 分野の壁を越えた情報交換や交流の促進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○
△ △ △ ● △ ●
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

９　地域福祉

　行政は、地域の支え合い活動等に対する支援と公的福祉サービスのきめ細かい運用の両輪により、広く困難を抱える市民を支える体制を構築します。
　市民等は、近所の様子を気にかけ、困った人にはお互いさまの精神で支援を行う地域づくりに取り組みます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,070 3,070

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,070 3,070

総事業費 182 182

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 182 182

総事業費 653 653

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 653 653

×

△

名称成
果
指
標

産
出
指
標

地域支え合い体制
づくり事業

高齢者や障がい者もと
もに安心して住み慣れ
た地域で生活していく
ことが可能となるよ
う、地域での支え合い
体制づくりを推進する
ことを目的とする。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

230310

数値

名称

名称

○

230210

○

・社会福祉協議会
が設置する実行委
員会に補助金を交
付

・民生委員等の訪問
調査による救命ホル
ダーや救急医療キッ
トの配布
・地域支え合い活動
の立ち上げ支援及び
居場所の立ち上げ、
運営

・地域福祉懇談会
・第4期地域福祉計
画の年度評価
・第5期地域福祉計
画の策定

・社会福祉協議会
が設置する実行委
員会に補助金を交
付

主
な
内
容

産
出
指
標

名称

数値

△

×

数値

胎内市地域福祉計
画推進事業

　地域福祉計画を策定
し、誰もが住み慣れた
地域で安心、快適に暮
らし続けられる地域づ
くりの実現を目指すた
めの指針とする。

成
果
の
方
向
性

●

コスト投入の方向性

ボランティアスタ
ンプ事業

　ボランティア活動の
活性化を図るととも
に、生きがいづくりに
資するように、市民ボ
ランティアにスタンプ
カードを発行し、活動
実績に応じて商品券
（地域通貨）を交付す
る。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

コスト投入の方向性

◎

数値

230214

△

名称

○

×

数値

◎

・民生委員等の訪問
調査による救命ホル
ダーや救急医療キッ
トの配布
・地域支え合い活動
の立ち上げ支援及び
居場所の立ち上げ、
運営

・地域福祉懇談会
・第4期地域福祉計
画の年度評価

数値

名称成
果
指
標

地域支え合い体
制づくり補助金
事業予定団体数

地域支え合い体
制づくり補助金
事業予定団体数

5団体 5団体

事業実施団体数 事業実施団体数

70団体 70団体

計画の取組状況
確認

計画の取組状況
確認

1回

年度評価実施 年度評価実施

1回 1回

登録ボランティ
ア数

登録ボランティ
ア数

950人 970人

ボランティア受
入機関スタンプ
押印数

ボランティア受
入機関スタンプ
押印数

3500個 3500個

1回
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 5,717 5,717

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 2,035 2,035

一般財源 3,682 3,682

総事業費 100 100

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 10 10

一般財源 90 90

総事業費 62,688 62,688

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 12 12

一般財源 62,676 62,676

総事業費 72,410 72,410

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 2,057 2,057

一般財源 70,353 70,353

239910

◎

社会福祉補助金交
付事業

　社会福祉法人又は社
会福祉団体が行う各種
福祉事業のうち、市が
推進する必要があると
認める公益性の高い事
業に対し補助金を交付
することにより、福祉
の充実を図る。

成
果
の
方
向
性

○

数値

△

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・補助金の交付

数値

要介護認定を受け
ていない見守りを
必要とする高齢者
の一時的な施設宿
泊サービス

数値

・配食サービス

高齢者配食サービ
ス事業

成
果
の
方
向
性

◎
主
な
内
容

産
出
指
標

数値

○

◎

230215

△

×

×

△

名称

シルバーステイ事
業

　高齢者を介護してい
る家族等（介護者）が
一時的に介護すること
が困難となった場合
に、被介護者を一時的
に施設に宿泊させるこ
とで、介護者の負担を
軽減するとともに、被
介護者が適切な介護が
受けられるようにす
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

　栄養バランスのとれ
た自立した食生活を維
持していくことが困難
と認められる高齢者に
対し、疾病や転倒骨折
の要因となる低栄養状
態を改善し、健全な食
生活を維持していくた
めに必要な食事を摂取
できるよう、個々の状
態に応じて毎週の配食
回数を定め食事（弁
当）を提供する.

230211

要介護認定を受け
ていない見守りを
必要とする高齢者
の一時的な施設宿
泊サービス

・補助金の交付

名称

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

主
な
内
容

×

数値

数値

産
出
指
標

名称

・配食サービス

名称

名称

年間利用人数 年間利用人数

50人 50人

年間配食数 年間配食数

5000食 5000食

サービス利用者
数

サービス利用者
数

3人 3人

サービス利用日
数

サービス利用日
数

15日 15日

補助金等交付団
体数

補助金等交付団
体数

7団体 7団体

各補助事業の達
成率

各補助事業の達
成率

100% 100%
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 介護サービスや家族・地域の支えによって、高齢になっても自分らしく、いつまでも住み慣れた地域で生活できるまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 介護予防と生きがいづくり

② 介護サービス・生活支援サービスの提供

③ サービスの提供体制の整備

④ 安心して暮らし続けることができる環境整備

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

10　高齢福祉

　行政は、関係機関・事業者の協力を得ながら、拡大する高齢福祉のニーズに対応した住まい・医療・介護・介護予防・生活支援を一体的に提供する体制（地域包括
ケアシステム）を構築します。
　市民等は、生活支援や介護予防等の担い手として可能な範囲で活動するとともに、こうした資源を活用しながら自己管理に努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,033 6,033

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 6,033 6,033

総事業費 2,142 2,702

国県支出金 979 979

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,163 1,723

総事業費 24,624 24,600

国県支出金 9,225 9,225

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 9,741 12,323

一般財源 5,658 3,052

地域介護予防活動
支援事業〔介護保
険事業特別会計〕

　高齢者が参加しやす
い身近な地域に活動の
拠点をつくり、地域の
人とのつながりを持
ち、気軽に楽しみなが
ら介護予防に取り組む
ことができるようにす
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・介護予防リー
ダー、生活支援担
い手育成
・地域の介護予防
活動支援
・通いの場立ち上
げ及び継続支援

・介護予防リー
ダー、生活支援担
い手育成
・地域の介護予防
活動支援
・通いの場立ち上
げ及び継続支援

×

○

◎
・補助金の交付

名称

・補助金の交付

数値

△

数値

・敬老記念品
・金婚式
・長寿顕彰（88
歳、100歳）
・表敬訪問(新規
100歳）

○

◎

敬老事業

　老人福祉法の趣旨に
則り、高齢者の長寿を
たたえ、敬老の意を表
することを目的として
敬老記念品の贈呈、長
寿顕彰、金婚式を開催
する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・敬老記念品
・金婚式
・長寿顕彰（88
歳、100歳）
・表敬訪問(新規
100歳）

数値

成
果
の
方
向
性

名称

数値

×

老人クラブ助成事
業

　老人福祉の増進に寄
与するため、老人クラ
ブ連合会及び市内の各
老人クラブが行う事業
に対して補助金を交付
する。

主
な
内
容

数値

240110

240111

240120

名称
×

名称

△

名称

○

◎

数値

産
出
指
標

△

名称

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

記念品・クーポ
ン券贈呈者数

記念品・クーポ
ン券贈呈者数

670人 670人

クーポン券引き
換え率

クーポン券引き
換え率

100% 100%

会員数 会員数

1,300人 1,300人

65歳以上の加入
率

65歳以上の加入
率

介護予防活動を
行う地域の把握
活動箇所数

95か所 95か所

13% 13%

介護予防リー
ダーによる地域
活動支援延人数

介護予防リー
ダーによる地域
活動支援延人数

350人 350人

介護予防活動を
行う地域の把握
活動箇所数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,799 3,790

国県支出金 1,278 1,278

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,737 2,094

一般財源 784 418

総事業費 372 372

国県支出金 139 139

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 148 185

一般財源 85 48

総事業費 3,682 3,682

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,682 3,682

一般介護予防事業
評価事業〔介護保
険事業特別会計〕

　一般介護予防事業を
含めた総合事業全体を
評価し、介護保険事業
計画におけて定める目
標値の達成状況等の検
証を行い、評価結果に
基づき事業全体の改善
を行う。

成
果
の
方
向
性

名称

数値

名称

数値

×

産
出
指
標

●

成
果
指
標

産
出
指
標

・すこやか教室卒
業生の会や介護予
防に関する研修会
の実施

・すこやか教室卒
業生の会や介護予
防に関する研修会
の実施

数値

名称
×

成
果
の
方
向
性

介護予防普及啓発
事業（福祉介護

課）〔介護保険事
業特別会計〕

コスト投入の方向性

緊急通報装置設置
事業

　おおむね65歳以上の
一人暮らし高齢者で健
康面・生活面の条件を
満たす人や経済面の条
件を満たす徘徊高齢者
を抱える世帯及び徘徊
行動のある認知症高齢
者に対し、緊急事態発
生時の対策を講ずるた
め、緊急通報装置及び
徘徊高齢者感知システ
ムを設置する。

成
果
の
方
向
性

240210

●○

◎

○

240121

240122

数値

◎

◎

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

△

名称

　介護予防に関する講
演会や広報活動、教室
の開催等を通じ、介護
予防の必要性や実践指
導等、介護予防に関す
る知識の普及啓発を行
う。

名称
×

数値

△

名称

○

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

コスト投入の方向性

・一般介護予防事
業を含めた総合事
業全体について事
業内容の検証と評
価

・一般介護予防事
業を含めた総合事
業全体について事
業内容の検証と評
価

主
な
内
容

・緊急通報装置設
置
・徘徊高齢者感知
システム設置

・緊急通報装置設
置
・徘徊高齢者感知
システム設置

△

主
な
内
容

成
果
指
標

介護予防教室、
研修会等実施回
数

介護予防教室、
研修会等実施回
数

78回 78回

介護予防教室、
研修会等参加者
数

介護予防教室、
研修会等参加者
数

1,700人 1,700人

事業評価にかか
る時間

事業評価にかか
る時間

45時間 45時間

評価実施率 評価実施率

100% 100%

設置人数 設置人数

142人 142人

利用人数 利用人数

142人 142人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 250 250

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 3 3

一般財源 247 247

総事業費 4,768 4,768

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 632 632

一般財源 4,136 4,136

総事業費 3,910 3,910

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,910 3,910
数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

○

数値

名称
×

数値

△

名称

数値

◎

産
出
指
標

主
な
内
容

●

軽度生活援助事業

　おおむね65歳以上の
高齢者のみの世帯及び
これに準ずる世帯に属
する高齢者であって、
日常生活の支援が必要
な者が、日常生活の中
で援助を要する作業
（草取り、雪かき等）
を援助することによっ
て、本人が在宅生活を
健やかに継続できるよ
うにする。

成
果
の
方
向
性

●

コスト投入の方向性

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

240211

○

・寝具の消毒乾燥
委託

・寝具の消毒乾燥
委託

寝具乾燥消毒サー
ビス事業

　寝たきり高齢者、一
人暮し高齢者及び高齢
者世帯並びに重度身体
障害者に対し訪問等に
より寝具の乾燥サービ
スを提供することに
よって、これらの者の
自立と生活の質の確保
を図るとともに、その
家族の身体的、精神的
な負担の軽減を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

・シルバー人材セ
ンター等へ業務依
頼

240212

×

△

240214

主
な
内
容

産
出
指
標

外出支援サービス
事業

　身体的な理由で、一
般公共交通機関を利用
することが困難な高齢
者に対し、外出時の移
動手段を確保すること
で、安心して外出でき
るようにし、適切な医
療サービスを受けられ
る体制を整えるととも
に、身体的な状態の悪
化を予防する。

名称

数値

名称

成
果
指
標

・シルバー人材セ
ンター等へ業務依
頼

・移送専門車輛(ス
トレッチャー、車
椅子搭載型）によ
る医療機関等への
送迎委託

産
出
指
標

成
果
指
標

・移送専門車輛(ス
トレッチャー、車
椅子搭載型）によ
る医療機関等への
送迎委託

登録人数 登録人数

20人 20人

利用人数 利用人数

20人 20人

登録人数 登録人数

230人 230人

利用件数 利用件数

140件 140件

登録人数 登録人数

240人 240人

利用実人数 利用実人数

140人 140人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,500 1,500

国県支出金 1,125 1,125

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 375 375

総事業費 1,041 1,000

国県支出金 600 577

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 202 193

一般財源 239 230

総事業費 6,053 6,000

国県支出金 2,887 2,887

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 2,016 1,963

一般財源 1,150 1,150

数値

△

名称

○

◎

×

名称

数値

成
果
指
標

数値

△

名称

数値

名称

成
果
の
方
向
性

240217

産
出
指
標

社会福祉法人利用
者負担額減免措置

事業

　低所得で生計が困難
な者等に対して、介護
保険サービスの提供を
行う社会福祉法人が、
その社会的な役割に鑑
み、利用者負担の軽減
をすることにより、介
護保険サービスの利用
促進を図る。

×

○

◎
主
な
内
容

●

コスト投入の方向性

　介護サービスの提供
を受けている者が利用
している施設を訪問
し、介護サービス等に
ついて苦情に至る前に
不安・不満等の話を聞
き、利用者の疑問及び
不安の解消を図るとと
もに、派遣を受けた事
業所等における介護
サービスの質的な向上
を図ることを目的に実
施。

　紙おむつ等の購入助
成券を交付することに
より、寝たきり老人等
の在宅での生活を援助
し、また介護に当たる
家族の身体的・精神
的・経済的な負担等の
軽減を図り、在宅福祉
の向上に寄与する。

成
果
の
方
向
性

●

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

×

○

◎

240254

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

240253

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

△

・紙おむつ等の購
入助成券の交付

名称

紙おむつ等助成事
業〔介護保険事業

特別会計〕

介護相談員派遣事
業〔介護保険事業

特別会計〕

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

名称

・社会福祉法人へ
の補助金交付

・介護相談員賃金
等

・社会福祉法人へ
の補助金交付

・介護相談員賃金
等

・紙おむつ等の購
入助成券の交付

訪問承諾事業所
数

訪問承諾事業所
数

20事業所 20事業所

訪問事業所数／
訪問承諾事業者
数

訪問事業所数／
訪問承諾事業者
数

100% 100%

延べ助成券交付
件数

延べ助成券交付
件数

200件 200件

延べ助成券利用
件数／延べ助成
券交付件数

延べ助成券利用
件数／延べ助成
券交付件数

95.0% 95.0%

①実施する社会
福祉法人数
②負担軽減適用
者数

①実施する社会
福祉法人数
②負担軽減適用
者数

①5法人
②35人

適用者対象サー
ビス利用者数／
負担軽減適用者
数

①5法人
②35人

適用者対象サー
ビス利用者数／
負担軽減適用者
数

100% 100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 17,923 17,900

国県支出金 6,697 6,700

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 7,118 9,000

一般財源 4,108 2,200

総事業費 29,983 29,900

国県支出金 11,061 11,050

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 12,138 15,200

一般財源 6,784 3,650

総事業費 3,912 3,900

国県支出金 1,467 1,465

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,955 1,955

一般財源 490 480
数値

名称
×

数値

△

名称

○

介護予防ケアマネ
ジメント事業〔介
護保険事業特別会

計〕

　要支援1・2または事
業対象者を対象に、総
合事業サービスや一般
介護予防事業、民間企
業による生活支援サー
ビスも含め、要支援者
等の状況に合った適切
なサービスが包括的か
つ効率的に提供される
よう必要な援助を行
う。

成
果
の
方
向
性

成
果
指
標

コスト投入の方向性

介護予防・日常生
活支援総合事業
（通所型サービ

ス）〔介護保険事

　要支援1,2または事
業対象者を対象に、
サービス提供の場に
通ってもらいながら、
日常生活上の支援や機
能訓練、高齢者の閉じ
こもり予防や自立支援
に資する活動の改善に
向けたサービスを実施
する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
産
出
指
標

介護予防・日常生
活支援総合事業
（訪問型サービ

ス）〔介護保険事

　要支援1,2または事
業対象者を対象に、日
常生活上の支援や機能
訓練、高齢者の閉じこ
もり予防や自立支援に
資する活動の改善に向
けたサービスを自宅へ
訪問し実施する。

成
果
の
方
向
性

240261

数値

△

名称

○

◎

240262

◎

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

産
出
指
標

・旧介護予防通所
型サービス
・基準緩和通所型
サービス
・専門職による短
期集中予防通所型
サービス

・要支援認定者や
事業対象者の訪問
や相談、契約によ
る支援計画の作
成、モニタリン
グ、給付管理等の
ケアマネジメント

●

240263

数値

名称
×

・旧介護予防訪問
介護相当サービス
・基準緩和訪問型
サービス
・専門職による短
期集中予防訪問型
サービス

主
な
内
容

●

・旧介護予防訪問
介護相当サービス
・基準緩和訪問型
サービス
・専門職による短
期集中予防訪問型
サービス

・旧介護予防通所
型サービス
・基準緩和通所型
サービス
・専門職による短
期集中予防通所型
サービス

・要支援認定者や
事業対象者の訪問
や相談、契約によ
る支援計画の作
成、モニタリン
グ、給付管理等の
ケアマネジメント

参加実人数 参加実人数

100人 100人

参加実人数 参加実人数

200人

①通所型サービス
利用者の要介護悪
化率
②短期集中コース
終了者生活機能維
持改善率

①通所型サービス
利用者の要介護悪
化率
②短期集中コース
終了者生活機能維
持改善率

①20%以下
②90%以上

①20%以下
②90%以上

年間介護予防ケ
アマネジメント
給付管理数

年間介護予防ケ
アマネジメント
給付管理数

1,000件 1,000件

要介護認定率 要介護認定率

18.8%以下 18.8%以下

①20%以下
②90%以上

①訪問型サービス
利用者の要介護悪
化率
②短期集中コース
終了者生活機能維
持改善率

①帆門型サービス
利用者の要介護悪
化率
②短期集中コース
終了者生活機能維
持改善率

①20%以下
②90%以上

180人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 130 130

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 130 130

総事業費 2,460 24,660

国県支出金 1,419 1,419

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 476 566

一般財源 565 22,675

総事業費 2,712 3,000

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 2,302 2,800

一般財源 410 200
数値 50% 55%

コスト投入の方向性

240312
高齢者の保健事業
と介護予防の一体

的な実施事業

　高齢者が住み慣れた
地域で可能な限り自立
した生活ができるよう
に、後期高齢者の保健
事業について市町村が
後期高齢者医療広域連
合から委託を受け、介
護保険の地域支援事業
や国民健康保険事業の
取組を一体的に実施す
る。

成
果
の
方
向
性

◎
主
な
内
容

・生活習慣病重症
化予防事業
・健康状態未把握
者の実態把握事業
・フレイル予防及
びフレイル啓発事
業

・生活習慣病重症
化予防事業
・健康状態未把握
者の実態把握事業
・フレイル予防及
びフレイル啓発事
業

産
出
指
標

名称

生活習慣病重症
化予防事業で保
健指導を実施し
た割合

生活習慣病重症
化予防事業で保
健指導を実施し
た割合

○

数値 90% 90%

△

成
果
指
標

名称

介護予防サービスに
結びついた者の割合
（今年度健診受診
者・医療機関受診
者・介護サービス等
に結びついた者/サー
ビス等を必要とする
者）

介護予防サービスに
結びついた者の割合
（今年度健診受診
者・医療機関受診
者・介護サービス等
に結びついた者/サー
ビス等を必要とする
者）

×

名称

○

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成年後見制度利用
支援事業

　胎内市における成年
後見制度の利用や権利
擁護支援が促進される
よう、体制整備を行
う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

△

×

数値

成年後見制度利用
支援事業（介護保
険事業特別会計）

成年後見制度市長申立
ての際の費用等の助成
や後見人等の業務報酬
の助成を行う。 成

果
の
方
向
性

240311

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

240310

主
な
内
容

産
出
指
標

・利用促進のため
にコアメンバーを
設置し、成年後見
申立等の支援者に
対する後方支援を
実施。

・成年後見制度市
長申立ての際の費
用等の助成
・後見人等の業務
報酬の助成●

名称

・利用促進のため
にコアメンバーを
設置し、成年後見
申立等の支援者に
対する後方支援を
実施。

・成年後見制度市
長申立ての際の費
用等の助成
・後見人等の業務
報酬の助成

成年後見制度の
相談実件数

成年後見制度の
相談実件数

17.6%以下 18.0%以下

後方支援実施率 後方支援実施率

100.0% 100.0%

成年後見制度の
相談実件数

成年後見制度の
相談実件数

20人 20人

報酬助成の申請
があったうち適
正に助成ができ
た割合

報酬助成の申請
があったうち適
正に助成ができ
た割合

100.0%100.0%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 2,005 2,000

国県支出金 751 750

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 793 1,000

一般財源 461 250

総事業費 58,174 58,170

国県支出金 33,594 33,590

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 11,200 13,380

一般財源 13,380 11,200

総事業費 5,549 5,549

国県支出金 3,204 3,204

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,069 1,276

一般財源 1,276 1,069

241日 241日

年間延利用者数 年間延利用者数

4,500人

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

認知症高齢者見守
り事業〔介護保険
事業特別会計〕

　地域における認知症
高齢者の見守り体制を
構築する。対象は、市
民・介護保険事業所等
認知症ケアに携わる専
門職。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
7,700人 7,900人

◎

介護予防・生活支
援拠点管理事業

〔介護保険事業特
別会計〕

　地域の高齢者の社会
参加を促し、生活機能
を維持していくため
に、身近な地域におい
て多様な人材と活動拠
点の活用を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

◎

主
な
内
容

産
出
指
標

240320

数値

名称
×

数値

△

名称

・介護予防教室、
介護予防プログラ
ムの実施
・生活支援サポー
ター活動拠点
・地域の相談窓口
の開設

240322

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

240321

数値

名称
×

数値

△

名称

○

包括的支援事業
〔介護保険事業特

別会計〕

地域包括支援センター
の運営に関する事業。

成
果
の
方
向
性

・認知症サポー
ター養成講座、ﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ講座
・認知症に関する
普及啓発や相談
・認知症徘徊模擬
訓練

・総合相談、介護
予防ケアマネジメ
ント、権利擁護、
包括的・継続的ケ
アマネジメント

・介護予防教室、
介護予防プログラ
ムの実施
・生活支援サポー
ター活動拠点
・地域の相談窓口
の開設

・総合相談、介護
予防ケアマネジメ
ント、権利擁護、
包括的・継続的ケ
アマネジメント

・認知症サポー
ター養成講座、ﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ講座
・認知症に関する
普及啓発や相談
・認知症徘徊模擬
訓練

開館日数 開館日数

4,500人

相談支援を実施
した市民の延人
数

相談支援を実施
した市民の延人
数

13,000人 13,000人

介護保険サービス
利用者に占める在
宅サービス利用者
の割合

介護保険サービス
利用者に占める在
宅サービス利用者
の割合

68.00% 68.00%

認知症サポー
ター養成講座実
施回数

認知症サポー
ター養成講座実
施回数

15回 15回

認知症サポー
ター養成講座受
講者数の累計

認知症サポー
ター養成講座受
講者数の累計
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 8,352 8,352

国県支出金 4,822 4,822

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,610 1,920

一般財源 1,920 1,610

総事業費 151 151

国県支出金 55 55

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 62 74

一般財源 34 22

総事業費 6,786 8,286

国県支出金 2,544 3,107

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 2,682 4,143

一般財源 1,560 1,036

成
果
指
標

コスト投入の方向性

地域リハビリテー
ション活動支援事
業〔介護保険事業

特別会計〕

　市内の介護事業所等
に委託し、リハビリ
テーションに関する専
門的知見を有する者
が、通所・訪問系サー
ビス、地域ケア会議、
通いの場等の介護予防
の取組を総合的に支援
を行う。

成
果
の
方
向
性

●
・リハビリ専門職
による介護予防の
取組を総合的に支
援する活動

成
果
指
標

コスト投入の方向性

介護予防把握事業
〔介護保険事業特

別会計〕

　地域の実情に応じた
様々な把握ルートによ
り、効果的かつ効率的
に収集した情報等を活
用し、閉じこもり等の
何かしらの支援を要す
る者を早期に把握し、
介護予防活動へつな
げ、介護予防の取り組
みを推進し、高齢者の
生活機能の悪化を防
ぐ。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・認知症初期集中
支援事業
・認知症相談会・
講演会・研修会
・認知症地域支援
推進員の配置
・虹色カフェ等

・訪問等による対
象把握

産
出
指
標

産
出
指
標

240324

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

240323

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

認知症総合支援事
業〔介護保険事業

特別会計〕

　認知症になっても住み
慣れた地域で暮らし続け
ることができるよう、認
知症本人や家族の在宅生
活を支えるための仕組み
づくりを目的に各種事業
を行う。
　認知症地域支援推進員
を設置し、医療と介護の
連携強化や地域における
支援体制の構築をはか
る。認知症の早期診断・
早期対応のために、認知
症初期集中支援チームを
設置し、初期の支援を包
括的・集中的に行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

240325

主
な
内
容

・認知症初期集中
支援事業
・認知症相談会・
講演会・研修会
・認知症地域支援
推進員の配置
・虹色カフェ等

・訪問等による対
象把握

・リハビリ専門職
による介護予防の
取組を総合的に支
援する活動

3人 3人

講演会、研修
会、認知症カ
フェ等の参加回
数及び参加者数

講演会、研修
会、認知症カ
フェ等の参加回
数及び参加者数

基本チェックリ
スト実施者数

250人 250人

基本チェックリ
ストの回収率

基本チェックリ
ストの回収率

100% 100%

リハビリ専門職
が介護予防事業
に従事した回数

リハビリ専門職
が介護予防事業
に従事した回数

250回 400回

要介護認定率 要介護認定率

17.6%以下 18.0%以下

75回
800人

75回
800人

基本チェックリ
スト実施者数

認知症地域支援
推進員配置数

認知症地域支援
推進員配置数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 11,122 11,122

国県支出金 6,408 6,408

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 2,156 2,577

一般財源 2,558 2,137

総事業費 300 300

国県支出金 172 172

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 59 69

一般財源 69 59

総事業費 84,323 84,323

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 15,852 15,852

一般財源 68,471 68,471

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・入所措置

老人福祉施設入所
措置事業

　老人福祉法第11条及
び第10条の規定に基づ
き、経済的に困窮し、
環境悪化が著しい等の
理由により自立した生
活を営むことが困難で
ある高齢者を市が養護
老人ホームへ入所措置
する。

成
果
の
方
向
性

・入所措置

産
出
指
標

生活支援体制整備
事業〔介護保険事

業特別会計〕

　高齢者の生活を支え
るために、生活支援・
介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地
域の実情に合わせた生
活支援サービスを創出
する。生活支援の担い
手の養成・発掘等の社
会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの
配置
・資源開発、ﾈｯﾄﾜｰｸの構
築等生活支援体制整備
・協議体を設置しての多
様な主体との定期的な情
報共有及び連携・協働

主
な
内
容

産
出
指
標

240326

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

数値

名称

◎

240411

×

数値

△

名称

○ ●

240327

◎
名称

○

数値

△

名称
×

数値

地域ケア会議推進
事業〔介護保険事

業特別会計〕

　高齢者の生活を支え
るために、生活支援・
介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地
域の実情に合わせた生
活支援サービスを創出
する。生活支援の担い
手の養成・発掘等の社
会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・地域ケア個別会
議の開催
・地域ケア会議ケ
ア検討部会の開催
・地域ケア会議ケ
ア推進部会の開催

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの
配置
・資源開発、ﾈｯﾄﾜｰｸの構
築等生活支援体制整備
・協議体を設置しての多
様な主体との定期的な情
報共有及び連携・協働

・地域ケア個別会
議の開催
・地域ケア会議ケ
ア検討部会の開催
・地域ケア会議ケ
ア推進部会の開催

生活支援コー
ディネーター配
置数

生活支援コー
ディネーター配
置数

6人 6人

住民主体による
介護予防、生活
支援サービスの
活動数

住民主体による
介護予防、生活
支援サービスの
活動数

53か所 55か所

地域ケア会議の
開催回数

地域ケア会議の
開催回数

14回 14回

要介護認定率 要介護認定率

17.6%以下 18.0%以下

年間措置者数
（累計）
※やむを得ない
措置含

年間措置者数
（累計）
※やむを得ない
措置含

38人 38人

要措置者に対す
る措置実施率

要措置者に対す
る措置実施率

100% 100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,515 1,515

国県支出金 750 750

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 765 765

総事業費 3,447 3,447

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,447 3,447

総事業費 122 122

国県支出金 60 60

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 62 62

総事業費 297,140 321,434

国県支出金 89,237 89,762

合　計 地方債 0 0

その他 73,951 87,205

一般財源 133,952 144,467

胎内市高齢者及び
障害者向け安心住
まいる整備補助事

業

　要介護高齢者及び障
がい者が、住宅をその
身体状況に適したもの
に改造等を行う際に要
する経費を補助する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称
×

○

・医療費の一部助
成

老人医療費助成事
業

　各種団体の集会活動
の他、食堂を設置し、
樽が橋エリアの活性化
に資するために、生産
及び創作活動並びに各
種研修会等を通じ、多
様な交流を促進し、
もって地域福祉の増進
を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
①350人 ①350人

①貸部屋利用人
数

①貸部屋利用人
数

×

数値

名称

◎

名称

○

◎

・補助金の交付

・施設の管理運営

コスト投入の方向性

249915

249914

数値

×

数値

△

249913

名称

数値

△

名称

○

・補助金の交付

・施設の管理運営

名称

●

　高齢者の疾病の早期
発見と早期治療を促進
し、老人保健の向上と
福祉の推進を図ること
を目的に、対象者に医
療費を助成する。

◎
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

成
果
の
方
向
性

△

福祉交流センター
運営事業

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・医療費の一部助
成

数値

相談件数 相談件数

10件 10件

申請件数 申請件数

10件 10件

①貸部屋利用日
数

①貸部屋利用日
数

①100日 ①100日

相談件数 相談件数

2件 2件

申請件数 申請件数

2件 2件
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 障がいのある人もない人もお互いに支え合いながら地域で共に暮らせるまちになっています。
○ 障がいがある人も自分らしい生活を送ることができるよう必要な支援・体制が整えられています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 相談・支援体制の充実

② 就労・自立に向けた支援の拡充

③ 安心して暮らせる環境の整備

④ 家族に対する支援の強化

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

11　障がい福祉

　行政は、きめ細かな相談体制の下で、一人一人の支援に係る状況を確認し、障がいのある人が自立した日常生活または社会生活を営むために必要な支援を行い
ます。
　市民等は、障がいや障がいのある人への理解を深め、声かけや手助けなどの行動ができるよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性今後の方向性今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 69,867 69,867

国県支出金 21,955 21,955

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 638 638

一般財源 47,274 47,274

総事業費 2,640 2,640

国県支出金 90 90

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,550 2,550

総事業費 767,994 767,994

国県支出金 572,063 572,063

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 195,931 195,931

①100%
②100%

60人 60人

①交付決定者数
/申請者数
②効果実感度

△

成
果
指
標

名称
×

交付決定者数産
出
指
標

名称

数値

数値

名称

○

◎

障害福祉サービス
給付事業

　障害者総合支援法に
基づく、介護給付、訓
練等給付などの障害福
祉サービスを給付す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

地域生活支援事業

　障害者が身近な地域
で自立した生活を送る
ことができるように、
地域特性に応じた福祉
サービスを提供する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

250110

○

数値

名称
×

数値

△

250112
難聴者補聴器購入

費助成事業

コミュニケーション能
力の向上、認知症、う
つ病、引きこもり等を
予防するため、身体障
害者手帳の対象となら
ない難聴者に補聴器購
入費の一部を助成す
る。

成
果
の
方
向
性

◎

・居宅介護
・短期入所
・就労移行支援
・就労継続支援
・施設入所支援
・放課後等デイ
サービス　等

主
な
内
容

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

コスト投入の方向性

○ ●

・相談支援
・移動支援
・日中一時支援

・相談支援
・移動支援
・日中一時支援

・居宅介護
・短期入所
・就労移行支援
・就労継続支援
・施設入所支援
・放課後等デイ
サービス　等

名称

250210

数値

名称

数値

△

×

・助成金の交付
・県モニターアン
ケートの実施協力

・助成金の交付
・県モニターアン
ケートの実施協力

延べ利用件数 延べ利用件数

9,900件 9,900件

障がい者1人あ
たりの利用件数

障がい者1人あ
たりの利用件数

6.5件 6.5件

延べ給付件数 延べ給付件数

7,650件 7,700件

交付決定者数

①交付決定者数
/申請者数
②効果実感度

障がい者1人あ
たりの利用件数

障がい者1人あ
たりの利用件数

5.0件 5.0件

①100%
②100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 10,000 10,000

国県支出金 7,500 7,500

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,500 2,500

総事業費 10,465 10,465

国県支出金 7,800 7,800

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,665 2,665

総事業費 642 642

国県支出金 480 480

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 162 162

成
果
指
標

コスト投入の方向性

自立支援医療（育
成医療）給付事業

　障害者総合支援法に
基づき、身体障害児の
障害の軽減を図るため
の医療の給付を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・医療費の一部助
成

自立支援医療（更
生医療）給付事業

　障害者総合支援法に
基づき、身体障害者の
障害の軽減を図るため
の医療の給付を行う。 成

果
の
方
向
性

数値

名称

名称

身体障害児・者補
装具給付事業

　障害者総合支援法に
基づき、障害児・者に
補装具の購入、修理費
を給付する。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称

○

●

×

数値

△250311

産
出
指
標

・医療費の一部助
成

数値

△

数値

名称

○

○

◎

250312

◎

主
な
内
容

数値

名称
×

△

◎

250310

名称
×

・申請受付
・県判定後の支給
決定

・医療費の一部助
成

・申請受付
・県判定後の支給
決定

・医療費の一部助
成

給付者数 給付者数

60人 60人

給付者数／対象
者

給付者数／対象
者

100% 100%

給付者数 給付者数

75人 75人

給付者数／対象
者数

給付者数／対象
者数

5人

給付者数／対象
者数

給付者数／対象
者数

100% 100%

100% 100%

給付者数 給付者数

5人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 232 232

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 232 232

総事業費 71,888 71,888

国県支出金 35,894 35,894

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 2,561 2,561

一般財源 33,433 33,433

総事業費 2,400 2,400

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,400 2,400

○

・交通費の一部助
成

人工透析通院交通
費助成事業

　腎機能障害者に対し
て、人工透析のための
通院に要する交通費を
助成する。 成

果
の
方
向
性

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称

重度心身障害者医
療費助成事業

　心身に重度の障害を
持つ方に対し、医療費
の一部を助成する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

○

◎

△

名称

・助成金の交付

・医療費の一部助
成

心身障害者扶養共
済掛金助成事業

　新潟県心身障害者扶
養共済加入者に対して
助成を行う。

成
果
の
方
向
性

△

●

コスト投入の方向性

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

250313

主
な
内
容

産
出
指
標

◎

250316

数値

名称

名称

数値

250314

成
果
指
標

・助成金の交付

・医療費の一部助
成

・交通費の一部助
成

助成者数 助成者数

4人 4人

助成者数／対象
者

助成者数／対象
者

100% 100%

延助成者数 延助成者数

700人 700人

助成者数／対象
者数

助成者数／対象
者数

100%

助成者数 助成者数

56人 56人

助成者数／対象
者数

助成者数／対象
者数

100% 100%

100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 39 39

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 39 39

総事業費 15,162 15,162

国県支出金 11,370 11,370

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,792 3,792

総事業費 4,231 4,231

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 811 811

一般財源 3,420 3,420
100% 100%

障がい者配食サー
ビス事業

　65歳以下の一人暮ら
し障害者等で自力での
食事管理のできない者
に対して、栄養バラン
スの良い献立の弁当を
配食する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

名称

○

数値

・配食サービスの
委託

聴覚障害者等電話
ファクス等助成事

業

　通常の電話が利用困
難な聴覚障害者に、
ファクスの付加使用料
の一部を助成する。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎
・申請の受付、審
査及び決定

数値

特別障害者手当等
給付事業

　在宅において精神又
は身体に著しい重度の
障害があるために、日
常生活において常時特
別の介護を必要とする
方に手当を支給する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

△

×

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称
×

数値

△

名称

○

250317

250318

数値

名称

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

250319

・手当の支給

・配食サービスの
委託

・申請の受付、審
査及び決定

・手当の支給

4人 4人

助成者数／対象
者

助成者数／対象
者

100% 100%

給付者数 給付者数

47人 47人

給付者数／対象
者数

給付者数／対象
者数

100% 100%

利用者数 利用者数

25人 25人

利用者数／対象
者

利用者数／対象
者

助成者数 助成者数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 2,650 2,650

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,650 2,650

総事業費 2,079 2,079

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,079 2,079

総事業費 960,289 960,289

国県支出金 657,152 657,152

合　計 地方債 0 0

その他 4,010 4,010

一般財源 299,127 299,127

名称

○

産
出
指
標

主
な
内
容

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

名称

○

在宅介護手当支給
事業

　重度心身障害者を介
護し、かつ市民税所得
割を課せられていない
者に介護手当を支給
し、介護者の慰労及び
生活の安定と福祉の増
進を図ることを目的と
する。

成
果
の
方
向
性

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

精神保健対策事業

　精神障害者の入院医
療費に対する助成及び
福祉施設に通所するた
めに公共交通機関等の
交通費助成を実施す
る。

250320

数値

名称
×

数値

△

◎

数値

名称
×

◎

250411

数値

△

・手当の支給

・医療費の一部助
成
・交通費の一部助
成

・手当の支給

・医療費の一部助
成
・交通費の一部助
成

①医療費助成者
数
②交通費助成者
数

①医療費助成者
数
②交通費助成者
数

①35人
②26人

①35人
②26人

助成者数／対象
者数

助成者数／対象
者数

100% 100%

①支給実人数 ①支給実人数

支給延人数

280人 280人

34人 34人

支給延人数
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基本政策２　健康・福祉～健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 必要な人には必要な援護がなされ、稼働世帯は就労支援等により自立した生活を送っています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 生活困窮者に対する総合的な対策の実施

② 稼働世帯や子どもに対する自立生活支援

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ○ ○ ●
△ △ ● △ ● △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

12　生活援護

　行政は、生活に不安や困難を抱える市民に不安の解消と生活の安定を提供する複層的なセーフティネットを整備します。
　市民等は、互いに交流を図ることで地域の中で孤立する人がいないように接し、生活に不安や困難を抱える方がいるときは、支援を求めやすいよう寄り添います。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針

-66-



主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 31,339 31,339

国県支出金 20,912 20,912

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 10,427 10,427

総事業費 210,000 210,000

国県支出金 158,025 158,025

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 40 40

一般財源 51,935 51,935

総事業費 241,339 241,339

国県支出金 178,937 178,937

合　計 地方債 0 0

その他 40 40

一般財源 62,362 62,362

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

産
出
指
標

・保護費の支給
・医療・介護扶助
・稼働世帯への就
労支援

260112 生活保護扶助事業

名称

数値

主
な
内
容

名称

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

名称

数値

数値

・自立相談支援
・就労準備支援
・家計改善支援
・子どもの学習、
生活支援

×

○

△260111

◎

◎
　生活保護法に基づ
き、生活保護を必要と
する世帯に対し、生活
の安定や自立へ向けた
支援を行う。

成
果
の
方
向
性

×

●

数値

△

・自立相談支援
・就労準備支援
・家計改善支援
・子どもの学習、
生活支援

・保護費の支給
・医療・介護扶助
・稼働世帯への就
労支援

生活困窮者自立支
援事業

　生活困窮者自立支援
法に基づき、複合的な
課題を抱える生活困窮
者に対し包括的な相談
支援や就労支援等によ
り、生活困窮者の自立
を促進する。

実相談者数 実相談者数

200人 200人

延相談件数 延相談件数

2,750件 2,750件

月平均保護世帯
数及び人員

月平均保護世帯
数及び人員

①120世帯
②145人

①120世帯
②145人

被保護世帯のう
ち稼働世帯（就
労可能者）の自
立度

44.88% 45%

被保護世帯のう
ち稼働世帯（就
労可能者）の自
立度
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基本政策３　産業・雇用～人をひきつける活力のあるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 付加価値の高い農産物生産や特産品の開発を通じ、「胎内」の名が広く知られるようになっています。
○ ブランド化を目指していく中で、胎内産の農産物等の流通量が増え、その結果として、農業従事者の所得が向上し、新規就業者も生まれています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 特産品の開発、６次産業化の促進や地域独自の取組の支援

② 第１次産業を支える人材の確保

③ 農業生産基盤の確保と有効利用の促進

④ 条件不利地域における農業生産の継続支援

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○ ●
△ △ △ ● △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

13　農業振興

　行政は、土地の状況や農業者等の意向を踏まえて、経営体強化や生産機能を高める取組を支援します。
　市民等は、消費者として地場産品の積極購入やPRに努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 100 100

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 100 100

総事業費 1,500 1,500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,500 1,500

総事業費 183,555 183,161

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 182 182

一般財源 183,373 182,979

産
出
指
標

名称
実証品目数（累
計）

主
な
内
容

7品目 7品目

販売品目数 販売品目数

数値

×

成
果
の
方
向
性

◎ ●

○

△

コスト投入の方向性

数値

成
果
指
標

名称

コスト投入の方向性

数値

△

農産物加工施設運
営事業〔地域産業
振興事業特別会

計〕

　地元農産物を原料と
する飲料水の製造をは
じめ、超軟水に属する
「胎内の水」を飲料水
を主とした商品開発及
び既存の商品を安定供
給し、消費の拡大を推
進することで地域の農
業振興の活性化を図
る。

成
果
の
方
向
性

名称成
果
指
標

製造本数 製造本数

2,978千本 2,978千本

販売収入 販売収入

180,000千円 180,000千円数値

地産地消推進事業

　消費者の食の安全性
に対する関心の高まり
や生産者の多様な販路
の開拓への期待に応え
るとともに、消費者と
生産者が相互に理解し
合い、豊かな食生活の
実現と地域農林水産業
を支える仕組みづくり
の実現を目指す。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

310126
産学官連携特産品

開発実証事業

地域の農地を活用して
学生や農業者が連携し
て新規作物の実証栽培
を行うほか、市場性や
収益性を考慮したマー
ケティングや生産物の
販路の確保に多様な立
場の構成員の知見を活
かすことで、新たな需
要の掘り起こしによる
産地化及び特産品化・
ブランド化を目指す。

○

310120

◎

名称
×

・地産地消の推進
・地産地消推進の
店認定

数値

・地産地消の推進
・地産地消推進の
店認定

△

名称

◎

310142 ●

名称

○

×

主
な
内
容

産
出
指
標

・胎内高原ミネラ
ルハウスの管理運
営

・胎内高原ミネラ
ルハウスの管理運
営

胎内特産品研究会
へ補助金を交付

胎内特産品研究会
へ補助金を交付

地産地消推進の
店新規認定店舗
数

地産地消推進の
店新規認定店舗
数

5店舗 5店舗

地産地消推進の
店認定店舗数

地産地消推進の
店認定店舗数

25店舗 25店舗

12品目 12品目

実証品目数（累
計）
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 39,000 39,240

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 130 130

一般財源 38,870 39,110

総事業費 871 421

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 871 421

総事業費 41,124 40,124

国県支出金 10,185 9,185

地方債 15,000 15,000

× △ ○ ◎ その他 2,767 2,767

一般財源 13,172 13,172

5件 5件

農道及び水路等
の農業用施設の
維持補修実施率

農道及び水路等
の農業用施設の
維持補修実施率

100% 100%

主
な
内
容

産
出
指
標

△

◎

◎

地域食材を活用し
たまちづくり事業

　胎内市の地域食材を
通じた地域活性化を全
市的かつ継続的に展開
するための事業を行
う。ご当地グルメや新
商品の開発などの市民
の取組みを支援する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

・米粉等を活用し
た地域活性化事業

・米粉等を活用し
た地域活性化事業

ワイン製造施設運
営事業〔地域産業
振興事業特別会

計〕

　地域農産物であるワ
イン用ブドウを原料と
したワインを製造し、
販売することにより、
地域農業の振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称

○

×

310150

数値

名称
×

数値

△

名称

○

数値

△

名称

○

◎

×

・胎内高原ワイナ
リーの管理運営
（製造・販売）

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

310143

成
果
指
標

コスト投入の方向性

310312
農業用施設維持管

理事業

数値

名称

　農業用施設の維持管
理を適正に実施し、施
設の長寿命化を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

名称

・農道、農業用水
路等補修工事
・橋梁定期点検(１
橋)

・胎内高原ワイナ
リーの管理運営
（製造・販売）

・農道、農業用水
路等補修工事
・橋梁定期点検
（３橋）

ワイン製造本数 ワイン製造本数

16,000本 16,000本

ワイン販売本数 ワイン販売本数

14,500本 15,800本

米粉メニュー取
扱店舗数

米粉メニュー取
扱店舗数

35店 35店

米粉PRイベント
等実施回数

米粉PRイベント
等実施回数

3件 3件

農道・水路等の
補修件数

農道・水路等の
補修件数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 58,800 50,600

国県支出金 0 0

地方債 48,900 48,500

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 9,900 2,100

総事業費 2,015 2,015

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,015 2,015

総事業費 16,809 17,000

国県支出金 5,134 5,000

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 11,675 12,000

名称

○

数値

△

産
出
指
標

名称

●
主
な
内
容

・有害鳥獣捕獲
・防護柵の設置等
の被害防除対策
・有害鳥獣捕獲の
担い手育成

実施地区数 実施地区数

4地区 4地区

ほ場整備事業進
捗率

ほ場整備事業進
捗率

苔実86％、夏井坪穴川合
43％、平木田柳原97％、
鍬江6％

苔実90％、夏井坪穴川合
52％、平木田柳原98％、
鍬江16％

成
果
の
方
向
性

×

310313

310317

◎

有害鳥獣対策事業

　鳥獣による農林水産
業等に係る被害の防止
のための特別措置に関
する法律に基づき作成
された胎内市鳥獣被害
防止計画に基づく被害
防止施策を総合的かつ
効果的に実施する。

県営ほ場整備事業

コスト投入の方向性
数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
　県営事業の負担金を
拠出し、農業生産の基
盤整備を推進する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

苔実・夏井坪穴川
合・平木田柳原・
鍬江地区のほ場整
備事業

・情勢の変化等に
より必要が生じた
場合は整備計画の
変更

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

農業振興地域整備
促進事業

　農業の振興を図るべ
き地域を明らかにする
とともに、地域の農業
の振興を図るために講
ずべき施策の具体的な
実施の方向を明確に
し、農業の健全な発展
と土地の農業上の有効
利用を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

△

名称

○

◎

数値

成
果
指
標

コスト投入の方向性

310318

数値

名称
×

苔実・夏井坪穴川
合・平木田柳原・
鍬江地区のほ場整
備事業

・情勢の変化等に
より必要が生じた
場合は整備計画の
変更

・有害鳥獣捕獲
・防護柵の設置等
の被害防除対策
・有害鳥獣捕獲の
担い手育成

市民からの計画
変更申出件数

市民からの計画
変更申出件数

5件 5件

市の同意件数 市の同意件数

①有害鳥獣(ﾆﾎﾝ
ｻﾞﾙ)捕獲数
②有害鳥獣(ｲﾉｼ
ｼ)捕獲数

①有害鳥獣(ﾆﾎﾝ
ｻﾞﾙ)捕獲数
②有害鳥獣(ｲﾉｼ
ｼ)捕獲数

①200頭
②20頭

①200頭
②20頭

①農作物被害額
②農地被害面積

①農作物被害額
②農地被害面積

①134万円以下
②4.22ha以下

①134万円以下
②4.22ha以下

5件 5件
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,257 1,257

国県支出金 1,257 1,257

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 0 0

総事業費 3,408 3,408

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 3,408 3,408

一般財源 0 0

総事業費 113,706 113,706

国県支出金 85,032 85,032

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 28,674 28,674コスト投入の方向性

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

数値

△

名称

名称

数値

△

・農地利用状況調
査
・農地利用意向調
査
・委員研修

・農地の貸し借り
に関する申出受付
・契約締結等に関
する事務

○

○

×

310332

数値

名称

◎

○

機構集積支援事業

　農地中間管理機構を
通じた担い手への農地
集積・集約化を促進す
るにあたって、農地法
に基づく事務等を適正
に実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称
×

◎

310333

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

農地中間管理事業
等推進事業

　農地中間管理事業を
推進するために必要な
事務を実施する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

310410
多面的機能支払推

進事業

　農業・農村の有する
多面的機能の維持・発
揮を図るための地域の
共同活動に係る支援を
実施。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

・地域の共同活動
への支援

・農地利用状況調
査
・農地利用意向調
査
・委員研修

・農地の貸し借り
に関する申出受付
・契約締結等に関
する事務

・地域の共同活動
への支援

農地利用状況調
査・意向調査件数

農地利用状況調
査・意向調査件数

15件 15件

遊休農地解消面
積

遊休農地解消面
積

2ha 2ha

中間管理機構を
通じた農地の利
用権設定件数

中間管理機構を
通じた農地の利
用権設定件数

100件 100件

中間管理機構を
通じた農地の集
積面積

中間管理機構を
通じた農地の集
積面積

100ha 100ha

活動実施団体数 活動実施団体数

46団体 47団体

交付対象面積カ
バー率

交付対象面積カ
バー率

54% 55%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 56,470 56,470

国県支出金 41,508 41,508

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 14,962 14,962

総事業費 5,336 5,573

国県支出金 4,002 4,179

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 0

一般財源 1,334 1,394

総事業費 27,569 26,376

国県支出金 500 0

地方債 1,500 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 25,569 26,376

一般経費農業振興
補助金交付事業

　各種協議会等の活動
を支援することで、地
域農業の振興と農村の
活性化を図る。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

名称

数値

・負担金及び交付
金の交付

◎

数値

名称

中山間地域直接支
払事業

　平地に比べ農業生産
条件が不利な状況にあ
る中山間地域等におけ
る農業生産の維持を図
りながら、中山間地域
等の農業・農村が有す
る水源かん養機能、洪
水防止機能等の多面的
機能を確保する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎
名称

○

環境保全型農業直
接支払交付金事業

310413

数値

名称
×

　国の制度に基づき、
化学肥料・化学合成農
薬を5割以上低減する
取組と合わせて、地球
温暖化防止や生物多様
性保全に効果の高い営
農活動に取り組む農業
者団体等に支援する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

310412

×

△

○

コスト投入の方向性

△

△319912

◎

数値

名称
×

数値

数値

名称成
果
指
標

・負担金及び交付
金の交付

・集落協定の取組
に対する交付金の
交付
・協定内容、目標
達成のための指
導、助言、協定農
用地の確認

・農業者の組織す
る団体等が環境保
全農業に取組む交
付対象面積に対す
る交付金の交付

・集落協定の取組
に対する交付金の
交付
・協定内容、目標
達成のための指
導、助言、協定農
用地の確認

・農業者の組織す
る団体等が環境保
全農業に取組む交
付対象面積に対す
る交付金の交付

集落協定数 集落協定数

15協定(17集落) 15協定(17集落)

①共同取組活動
実施集落数
②集落協定農用
地総面積

①共同取組活動
実施集落数
②集落協定農用
地総面積

①17集落
②238.04ha

①17集落
②238.04ha

取組者数 取組者数

15人 16人

取組面積 取組面積

90ha 94ha

認定農業者数 認定農業者数

256団体 256団体

支援団体数 支援団体数

58団体 58団体
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 8,594 4,594

国県支出金 3,500 1,500

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 77 77

一般財源 5,017 3,017

総事業費 2,115 2,115

国県支出金 400 400

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 9 9

一般財源 1,706 1,706

総事業費 3,100 3,100

国県支出金 2,216 2,216

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 884 884

漁業連絡道路及び
漁船けい留施設整

備事業

　胎内川の係留施設を
利用する漁船の航行の
安全確保を図り、漁業
が安定して営まれるよ
う施設整備を行う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

○

産
出
指
標

×

△

名称

成
果
指
標

漁業振興のため
のイベント活動
数

漁業振興のため
のイベント活動
数

12回 12回

補助金交付団体数 補助金交付団体数

数値

△

名称

○

◎

◎

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

◎

コスト投入の方向性

319914

数値

名称
×

数値

名称

数値

△

名称

数値

319915

数値

一般経費水産振興

　新潟漁業協同組合北
蒲原支所と胎内川漁業
協同組合に対し補助金
を交付することによ
り、漁業の振興と水産
事業の充実を図り、併
せて水産資源の保護活
動を推進する。

成
果
の
方
向
性

○

×

林道維持補修事業

　地域の農林業の発展
と市民生活の利便性を
向上させるため、市内
の林道の維持管理を行
う。

成
果
の
方
向
性

319916

主
な
内
容

●

名称

・市内20路線の林
道の維持管理
・橋梁補修

・漁業関係の負担
金及び補助金の交
付

・漁船係留施設及
び漁船航路の維持
管理

・市内20路線の林
道の維持管理
・橋梁補修

・漁業関係の負担
金及び補助金の交
付

・漁船係留施設及
び漁船航路の維持
管理

管理林道路線数 管理林道路線数

20路線 20路線

苦情等に対する
初期対応率

苦情等に対する
初期対応率

100% 100%

2団体 2団体

河口しゅんせつ
回数

河口しゅんせつ
回数

4回 4回

河口閉塞による
要望に対する対
応率

河口閉塞による
要望に対する対
応率

100% 100%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,612 3,612

国県支出金 240 240

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 107 107

一般財源 3,265 3,265

総事業費 568,941 554,372

国県支出金 153,974 150,517

合　計 地方債 65,400 63,500

その他 6,680 6,680

一般財源 342,887 333,675

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称

○

×

△

数値

名称

319922 一般経費林業振興

　各種協議会等の活動
を支援することで、地
域の林業振興を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

◎
産
出
指
標

・林地台帳の整備
・各種負担金、補
助金の交付

・林地台帳の整備
・各種負担金、補
助金の交付

補助金交付団体
数

補助金交付団体
数

2団体 2団体

啓発・広報・イ
ベント活動数

啓発・広報・イ
ベント活動数

12回 12回
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基本政策３　産業・雇用～人をひきつける活力のあるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○

○ こうした環境の中から起業、独立、既存企業の新たな事業分野の展開等の新しい活力が生まれています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 中小企業への支援の充実

② 優良企業の誘致推進

③ チャレンジやイノベーションを生む環境づくり

④ 商工会と連携した商業の振興

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ○ ○ ○
△ ● △ ● △ ● △
× × × × ●

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

14　商工業振興

全国的にも知名度の高い大企業と地元の中小企業が得意とする分野で成長し、協力関係を築くことで市内の商工業が活性化し、元気な商工業が市内経済を牽引
しています。

　行政は、市内企業が活発な事業運営ができるように必要な環境整備に向けての支援を行うとともに、市民の雇用確保も企図した企業誘致活動に取り組みます。
　市民等は、新規創業等に対する理解に努めるとともに、自ら起業等に積極的にチャレンジします。

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

達
成
度

達
成
度

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 56 56

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 56 56

総事業費 8,222 8,222

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 8,222 8,222

総事業費 165,000 165,000

国県支出金 20,000 20,000

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 140,300 140,300

一般財源 4,700 4,700

数値

△

名称

成
果
指
標

コスト投入の方向性

貸付事業

　市内中小商工業者の
育成振興を図るため、
金融機関に資金を預託
し、企業に事業資金を
融資する。
　また、信用保証料の
補給を実施する。（最
大100％）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

中小企業等支援事
業

　意欲ある事業者が地
域をけん引する企業に
成長できるよう、中小
企業・小規模事業者等
に対して総合的に支援
する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

主
な
内
容

商工総務事業

　雇用・解雇状況を調
査することにより、実
際の景気状況を把握す
る。 成

果
の
方
向
性

数値

名称
×

◎

×

数値

△

名称

○

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

◎

320111

320110

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

320112

数値

名称

・市内事業者への
雇用状況等調査
・2年に1度の特定
計量器定期検査に
伴う事前調査

・市内事業者への
雇用状況等調査

・補助金の交付
・中小企業・小規
模企業振興基本計
画検討委員会開催

・金融機関への預
託
・信用保証料の補
給

・補助金の交付
・中小企業・小規
模企業振興基本計
画検討委員会開催

・金融機関への預
託
・信用保証料の補
給

雇用状況調査 雇用状況調査

１回 １回

雇用状況調査回
収率

雇用状況調査回
収率

40% 40%

補助金交付申請
件数

補助金交付申請
件数

40件 40件

事業活用率（＝
申請件数／市内
事業所数）

事業活用率（＝
申請件数／市内
事業所数）

3.2% 3.2%

①貸付認定件数
②信用保証料認
定件数

①貸付認定件数
②信用保証料認
定件数

①貸付認定件数
②信用保証料認
定件数

①25件
②25件

①25件
②25件

①25件
②25件

①25件
②25件

①貸付認定件数
②信用保証料認
定件数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 2,985 2,985

国県支出金 2,157 2,157

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 274 274

一般財源 554 554

総事業費 842 842

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 197 197

一般財源 645 645

総事業費 13,169 13,169

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 13,169 13,169

総事業費 190,274 190,274

国県支出金 22,157 22,157

合　計 地方債 0 0

その他 140,771 140,771

一般財源 27,346 27,346

○

◎

コスト投入の方向性

企業誘致推進事業

　新潟中条中核工業団
地及び市営工業団地の
特徴を生かした企業誘
致活動を展開し、地域
産業と経済の活性化を
図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

△

　露天市場を開催する
ことにより、市街地へ
の誘客を図り近隣商店
街の活性化につなげ
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

320310

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

320210

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

●

成
果
指
標

露店市場開設事業

320410

数値

名称

名称

商工業振興事業

　胎内市商工会及び各
種商工関連団体への補
助金交付を通じて市内
事業所の支援を図る。 成

果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・用地取得助成金
等の交付
・新潟中条中核工
業団地管理委託

・中条市管理委託

・補助金の交付
・商店街活性化事
業
・事業承継支援

・用地取得助成金
等の交付
・新潟中条中核工
業団地管理委託

・中条市管理委託

・補助金の交付
・商店街活性化事
業
・事業承継支援

企業訪問 企業訪問

5件 5件

新規立地企業 新規立地企業

１社 １社

露店出店日数 露店出店日数

6日/月 6日/月

①常設出店数
②臨時出店数

①常設出店数
②臨時出店数

①250件
②330件

①250件
②330件

商工会会員数 商工会会員数

800人 800人

商工会による相
談指導件数

商工会による相
談指導件数

1,600件 1,600件
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基本政策３　産業・雇用～人をひきつける活力のあるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 豊かな自然や歴史・文化等を舞台に、おもてなしの心を持った市民と何度も胎内市を訪れるファン、新たな観光客との活発な交流が行われています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 魅力的な観光プランの提供

② 食、アクティビティの魅力向上による消費・販売機会の拡大

③ 施設・エリアの魅力向上と閑散期等対策

④ 効果的・効率的な情報発信

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ○ ○ ● ○
△ ● △ ● △ △ ●
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

15　観光・交流

　行政は、市内の主要な観光施設の適切な運営とともに、まちぐるみで着地型観光を推進するための合意形成に向けた支援等に取り組みます。
　市民等は、地域の魅力に誇りを持ち、観光客の受入れに理解を示し、それぞれの立場からおもてなしに協力します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,549 3,552

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,549 3,552

総事業費 9,011 9,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 704 864

一般財源 8,307 8,136

総事業費 9,443 7,357

国県支出金 0 0

地方債 1,100 0

× △ ○ ◎ その他 245 335

一般財源 8,098 7,022

コスト投入の方向性

フラワーパーク運
営事業

　胎内リゾートエリア
内にある施設であるこ
とから周辺観光施設と
連携し、市民へのやす
らぎある憩い場の提
供、観光交流人口の拡
大及び園芸の振興の地
域活性化を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

フルーツパーク運
営事業

　やすらぎのある憩い
の場の整備によって、
都市農村交流の拡大及
び果樹の振興と活性化
を図る。
　今後は加工用ブドウ
の植栽も進めワイン原
料の確保に努める。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・黒川フルーツ
パークの管理運営

・胎内フラワー
パークの運営管理

●

△

○

チューリップフェ
スティバル事業

　市及びチューリップ
フェスティバル実行委
員会が主催となり、観
光と農業を結びつけた
イベントを開催し、市
産チューリップの振興
と地域の活性化を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

330110

330112

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

330111

数値

名称
×

◎

成
果
指
標

数値

名称

・チューリップ
フェスティバル

・チューリップ
フェスティバル

・黒川フルーツ
パークの管理運営

・胎内フラワー
パークの運営管理

市内事業者出店
数

市内事業者出店
数

6事業者 6事業者

60,000人

ワイン用ブドウ
栽培本数

ワイン用ブドウ
栽培本数

1,000本 1,000本

収穫量 収穫量

1,500kg 1,500kg

開館日数 開館日数

188日 188日

入園来場者数 入園来場者数

来場者数 来場者数

60,000人

3,000人 3,000人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,084 1,040

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 1,084 1,040

総事業費 11,542 16,542

国県支出金 0 0

地方債 0 5,000

× △ ○ ◎ その他 3,380 3,380

一般財源 8,162 8,162

総事業費 760 538

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 760 538

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

数値

名称
×

数値

胎内型ツーリズム
推進事業

　都市住民に自然や農
業体験の場を提供する
ことを通じて、農家・
地域住民の生きがいを
創出するとともに地域
農業の振興を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

数値

名称
×

数値

△330114

△

名称

○

・飯豊連峰・櫛形山脈の
登山道の草刈等維持管理
・門内岳避難小屋・頼母
木避難小屋の夏場の常
駐、維持管理
・ししのくらの森のブナ
巨樹を広くPRする

・飯豊連峰・櫛形山脈の
登山道の草刈等維持管理
・門内岳避難小屋・頼母
木避難小屋の夏場の常
駐、維持管理
・ししのくらの森のブナ
巨樹を広くPRする

主
な
内
容

産
出
指
標

・ふるさと体験学習及び
体験教育旅行の受入
・農泊受入先拡充
・首都圏等小・中学校の
体験教育旅行の誘致
・着地型企画の造成及び
日帰り型体験活動の利用
促進

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

330210

◎

●

330120
避難小屋・登山道

関連事業

　登山者の安全と利便
を図るため、飯豊連峰
の避難小屋及び登山道
の整備、管理を行う。
櫛形山脈の魅力を広く
ＰＲするためにガイド
を配置するなどの計画
である。

成
果
の
方
向
性

農業まつり事業

　地域の特性を活かし
た農産物、加工品等を
販売するイベントを開
催し、市民への周知と
消費拡大により地域活
性化を図る。

成
果
の
方
向
性

数値

名称
×

数値

△

◎
名称

○

産
出
指
標

●

・農業まつり（胎
内いいもんマル
シェ）

・ふるさと体験学習及び
体験教育旅行の受入
・農泊受入先拡充
・首都圏等小・中学校の
体験教育旅行の誘致
・着地型企画の造成及び
日帰り型体験活動の利用
促進

・農業まつり（胎
内いいもんマル
シェ）

受入数（校）
①市内小学校
②市外小学校等
③首都圏中学校

受入数（校）
①市内小学校
②市外小学校等
③首都圏中学校

①5校
②2校
③1校

①5校
②2校
③1校

胎内型ツーリズ
ム推進協議会
301人会受入人
数

胎内型ツーリズ
ム推進協議会
301人会受入人
数

380人 380人

①飯豊連峰登山道
維持管理期間
②各避難小屋常駐
管理期間

①飯豊連峰登山道
維持管理期間
②各避難小屋常駐
管理期間

①168日間
②85日間

①168日間
②85日間

①櫛形山脈登山
者数
②飯豊連峰登山
者数

①櫛形山脈登山
者数
②飯豊連峰登山
者数

①5,000人
②5,000人

①5,000人
②5,000人

開催日数 開催日数

来場者数 来場者数

6,000人 6,000人

1日 1日
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 13,959 11,579

国県支出金 0 0

地方債 2,100 500

× △ ○ ◎ その他 1,944 1,944

一般財源 9,915 9,135

総事業費 2,967 2,967

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 117 117

一般財源 2,850 2,850

総事業費 2,105 2,105

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 65 65

一般財源 2,040 2,040

主
な
内
容

　指定管理制度により
塩の湯温泉施設の管理
運営を行い、健康増進
と寄りあいの場を提供
する。また、近隣市町
村で運営している同様
の施設等を考慮し、料
金の見直しを検討す
る。

成
果
の
方
向
性

営業日数 営業日数

344日 344日

年間利用者数

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
119,740人 119,740人

成
果
指
標

コスト投入の方向性

海水浴場管理運営
事業

　市内はもとより市外
からの観光誘客を図る
ために、村松浜に海水
浴場を設置し、海水浴
場開設期間中の場内を
安全と衛生を保つ。
 海水浴客の減少傾向
がある中で費用対効果
も考慮しつつ事業の見
直しを図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

330311

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

330310

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

塩の湯施設管理事
業

産
出
指
標

●

数値

名称
×

数値

△

◎

330312
はまなすの丘維持

管理事業

　昭和59年に新潟県が
指定した桃崎浜自然環
境保全地域の、学術的
にも貴重なハマナスな
どの海岸植物の群生地
を、来場者に親しんで
いただける環境を整備
し、誘客を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

・施設の管理運営
・設備の修繕工事

・海水浴場の管理
運営

・はまなすの丘展
望台・通路・トイ
レ等の維持管理

・施設の管理運営
・設備の修繕工事

・海水浴場の管理
運営

・はまなすの丘展
望台・通路・トイ
レ等の維持管理

年間利用者数

105,200人 105,200人

開設期間 開設期間

30日間 30日間

開設期間中の来
場者数

開設期間中の来
場者数

3,000人 3,000人

開設日数 開設日数

365日 365日

来場者数 来場者数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,750 3,750

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 26 26

一般財源 3,724 3,724

総事業費 61,455 96,455

国県支出金 0 0

地方債 19,000 54,000

× △ ○ ◎ その他 236 235

一般財源 42,219 42,220

総事業費 3,314 3,314

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 10 10

一般財源 3,304 3,304

成
果
指
標

コスト投入の方向性

奥胎内ヒュッテ管
理事業

　奥胎内の大自然の立
地条件を生かし、大自
然を体感できる宿泊施
設及び憩いの場を提供
する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・施設改修工事
・緊急修繕

観光物産館管理事
業

　指定管理制度により
きのと観光物産館の利
用者に観光情報および
食事・休憩スペースを
提供することで、地域
の観光振興と活性化を
図る拠点として整備す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

開館日数 開館日数

313日 313日

330313

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

名称

○

330317

数値

名称
×

数値

△

◎

330316

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

ロイヤル胎内パー
クホテル運営事業

　指定管理者制度によ
り胎内リゾートエリア
の観光拠点となるロイ
ヤル胎内パークホテル
を管理し、宿泊・温
泉・食事等の施設サー
ビスを提供するととも
に、市民に地域活動へ
の積極的な参加を促
し、都市との交流や各
種の活動を通じて創意
と工夫に基づく地域活
動を推進する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

・施設運営管理委
託
・観光情報コー
ナーや食事・休憩
スペースの整備

・リゾート関係施
設運営管理委託
・施設改修工事
・緊急修繕

・リゾート関係施
設運営管理委託
・施設改修工事
・緊急修繕

・施設改修工事
・緊急修繕

・施設運営管理委
託
・観光情報コー
ナーや食事・休憩
スペースの整備

入込人数 入込人数

25,000人 25,000人

営業日数 営業日数

365日 365日

宿泊客数

19,250人 20,120人

営業日数 営業日数

150日間 150日間

宿泊客数 宿泊客数

1,200人 1,200人

宿泊客数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 40,942 40,942

国県支出金 0 0

地方債 14,500 14,500

× △ ○ ◎ その他 37 37

一般財源 26,405 26,405

総事業費 33,845 31,745

国県支出金 0 0

地方債 3,100 0

× △ ○ ◎ その他 30,745 31,745

一般財源 0 0

総事業費 176,237 19,140

国県支出金 0 0

地方債 163,100 0

× △ ○ ◎ その他 246 246

一般財源 12,891 18,894

成
果
指
標

産
出
指
標

・施設改修工事
・緊急修繕
・リフト・圧雪車
の維持管理

コスト投入の方向性

成
果
指
標

コスト投入の方向性

樽ケ橋遊園運営事
業

　樽ケ橋遊園の遊具や
設備の整備、約20種類
の動物の飼養、施設の
運営管理を行い、住民
および胎内市に訪れる
人々に健全な心身の憩
いの場と動物とのふれ
あいの場を提供する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

85,500人

営業日数

244日間

・設備等修繕費
・指定管理委託

・運営及び維持管
理

名称

○

330319

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

330318

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

クアハウスたいな
い管理事業

　指定管理者制度によ
りクアハウスたいない
を運営し、住民および
胎内市に訪れる人々の
保養と健康増進の場を
提供する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称
×

数値

△

◎

330320
胎内スキー場管理

事業

　胎内スキー場を管理
し、地域の特性及び資
源を活かした雪国の独
自性ある交流事業に
よって魅力ある地域づ
くりを推進する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

・設備等修繕費
・指定管理委託

・運営及び維持管
理

・施設改修工事
・緊急修繕
・リフト・圧雪車
の維持管理

営業日数 営業日数

354日間 354日間

利用者数 利用者数

入場者数 入場者数

73,000人 73,000人

営業日数 営業日数

80日間 80日間

利用者数

85,500人

営業日数

244日間

83,000人 83,000人

利用者数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 12,777 14,570

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 30 30

一般財源 12,747 14,540

総事業費 40,448 41,448

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 12 11

一般財源 40,436 41,437

総事業費 190,274 190,274

国県支出金 22,157 22,157

合　計 地方債 0 0

その他 140,771 140,771

一般財源 27,346 27,346

主
な
内
容

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

観光振興事業

　第2次胎内市観光振
興ビジョンの推進を図
り、市が目指すべき観
光地「どこにでもある
田舎から、何度も訪れ
たくなるふる里」の実
現を図る。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・修繕
・施設運営管理委
託

・観光コンテンツ
の造成・販売
・広域連携による
観光振興野強化

名称

○

330410

数値

名称
×

数値

△

◎

330322

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
・観光コンテンツ
の造成・販売
・広域連携による
観光振興野強化

観光交流センター
運営事業

　指定管理委託制度に
より観光交流センター
を運営し、胎内市を訪
れる観光客等に観光案
内及び観光情報の発信
を行う。

成
果
の
方
向
性

・修繕
・施設運営管理委
託 営業日数 営業日数

365日間 365日間

利用者数 利用者数

58,500人 58,500人

①行事・イベン
ト数
②施設・スポッ
ト数

①行事・イベン
ト数
②施設・スポッ
ト数

①23
②44

①23
②44

①行事・イベン
ト来場者数
②施設・スポッ
ト来場者数

①行事・イベン
ト来場者数
②施設・スポッ
ト来場者数

①128,000人
②1,000,000人

①128,000人
②1,000,000人
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基本政策３　産業・雇用～人をひきつける活力のあるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 進学でまちを離れた若者を中心とした幅広い人が、安定した収入ややりがいが得られる職場を見つけることができるまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 地域雇用・域内還流の促進

② 人材の育成・確保

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ○ ● ○
△ △ △ △
× × ● × × ●

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

16　雇用対策

　行政は、市民の生活の安定のため就業機会の拡大と企業誘致等を通じた雇用の促進を図ります。
　市民等は、市内企業の業務内容を理解し、その魅力に気付くとともに、市内の就業機運を醸成します。また、企業側では積極的な情報発信やインターンシップの受
入れに努めます。

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

達
成
度

達
成
度

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 503 503

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 503 503

総事業費 503 503

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 503 503

　市内事業者の雇用安
定化のため、求職者確
保を推進する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・企業見学ツアー

労働費関連事業

名称

○

数値

名称
×

数値

△

◎

340110

・企業見学ツアー

産
出
指
標

会社説明会等開
催数

会社説明会等開
催数

2回 2回

会社説明会等参
加者のうち、市
内企業就職者数

会社説明会等参
加者のうち、市
内企業就職者数

2人 2人
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 市民の多くが自然と共生し、自然の恩恵を受けて生活しています。
○ 美しく豊かな山・川・海が多くの人をひきつけています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 豊かな自然環境の保全と再生

② 自然と共生するまちづくり

③ 市民・事業者・行政の協働による環境保全

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○
△ △ △ ● △
× × × × ●

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

17　自然環境

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

　行政は、まちの貴重な財産である豊かな自然を次世代に引き継ぐために、自然環境の保全と再生を進めるとともに、市民が自然と触れ合う機会や自然公園等の維
持管理に参加する機会を提供します。また、市外の人からも胎内市の魅力を感じてもらえるようPRに努めます。
　市民等は、身近な自然の魅力や自然保護の重要性を認識し、自然との触れ合いや維持管理を行う機会には積極的に参加するよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 4,826 3,377

国県支出金 1,501 1,501

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,325 1,876

総事業費 111,123 97,123

国県支出金 50,325 43,984

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 60,798 53,139

総事業費 17,571 17,571

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 78 78

一般財源 17,493 17,493

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

海岸松原再生事業

　美しい海岸松原を再
生していくため、環境
整備を進める。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

被害木調査面積 被害木調査面積

500ha 500ha

海岸林整備面積 海岸林整備面積

6ha 6ha

285ha 285ha

被害本数

産
出
指
標

・薬剤散布、伐倒
駆除

・松くい虫被害木
調査
・枯損木処理
・松林等の下草刈
り

薬剤散布面積 薬剤散布面積

被害本数

20,700本 12,400本

森林保全管理事業

　散策などのレクリ
エーション利用を通じ
て、市民の身近な遊び
場、憩いの場となって
いる荒井浜森林公園、
村松浜夕日の森公園の
管理と環境美化に努め
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・荒井浜森林公園
及び村松浜夕日の
森公園の維持管理

410110

名称

○

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎
・荒井浜森林公園
及び村松浜夕日の
森公園の維持管理

森林病害虫等防除
事業

　松くい虫被害の終息
化を図るため、航空散
布や地上散布等の予防
散布と伐倒駆除等の被
害木の除去を実施す
る。

成
果
の
方
向
性

410112

数値

名称
×

数値

△

◎

410111

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

・薬剤散布、伐倒
駆除

・松くい虫被害木
調査
・枯損木処理
・松林等の下草刈
り

●

公園管理面積
①荒井浜公園
②村松浜公園

公園管理面積
①荒井浜公園
②村松浜公園

①22.4ha
②0.59ha

①22.4ha
②0.59ha

利用者数 利用者数

9,000人 9,000人
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 5,413 5,248

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1 1

一般財源 5,412 5,247

総事業費 3,408 3,408

国県支出金 1,279 1,279

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 6 6

一般財源 2,123 2,123

総事業費 2,190 2,190

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,190 2,190

コスト投入の方向性

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
指
標

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

笹口浜臨海休養広
場管理運営事業

　笹口浜地内の沿岸に
設置している臨海休養
広場を管理し、白砂青
松の観察や地元漁師、
観光客等の休養の場と
して提供する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

・青少年の森研修
館及び周辺施設の
維持管理運営

・笹口浜臨海休養
広場及びトイレの
維持管理

農産物直売所利
用日数

農産物直売所利
用日数

20日 20日

年間公園施設利
用者数

年間公園施設利
用者数

　豊かな森林資源に囲
まれた長池憩いの森公
園の管理を行い、市民
のレクリエーション活
用ややすらぎの場とし
て提供する。

・長池憩いの森公
園の維持管理

60,000人 60,000人

名称

○

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

410210

・長池憩いの森公
園の維持管理

長池憩いの森公園
管理事業

●

410213

数値

名称
×

数値

△

◎

410212

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

・青少年の森研修
館及び周辺施設の
維持管理運営

・笹口浜臨海休養
広場及びトイレの
維持管理

青少年の森研修館
運営事業

　次代を担う青少年が
自然の中で野外活動に
親しみ、心身の鍛錬と
森林愛護思想の普及啓
発として研修の場を提
供する。

●

年間周辺施設利
用者数

年間周辺施設利
用者数

70,000人 70,000人

清掃回数 清掃回数

84回 84回

年間利用者数 年間利用者数

9,000人 9,000人

研修館管理日数 研修館管理日数

164日 162日
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 57,421 57,421

国県支出金 11,910 11,910

地方債 36,800 36,800

× △ ○ ◎ その他 1 1

一般財源 8,710 8,710

総事業費 3,000 4,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 50 2,000

一般財源 2,950 2,000

総事業費 204,952 190,338

国県支出金 65,015 58,674

合　計 地方債 36,800 36,800

その他 136 2,086

一般財源 103,001 92,778

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

造林事業

　地球温暖化防止や森
林の公益的機能の維
持・増進を図っていく
ため、森林を造成し植
栽、除間伐等森林整備
を推進する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

・堤防等の除草作
業
・河川の改修工事

・間伐等森林整備
・造林補助金交付

名称

○

410310

数値

名称
×

数値

△

◎

410220

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

・堤防等の除草作
業
・河川の改修工事

・間伐等森林整備
・造林補助金交付

河川総務事業

　新潟県からの河川環
境整備を受託し、堤防
等の除草作業を行うほ
か、河道掘削や伐採等
を行い流下能力を高め
災害防止を図る。

●

受託面積 受託面積

357,150㎡ 357,150㎡

受託実施率 受託実施率

100.0% 100.0%

22ha 25ha

市有林間伐等委
託面積

市有林間伐等委
託面積

1.0ha 1.2ha

市内施業面積 市内施業面積
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 環境への負荷の少ない生活や環境影響に十分配慮された企業活動が地域内に浸透しています。
○ ゼロエミッションを目指した資源循環型社会が実現しています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 快適な生活環境の保全

② 廃棄物の減量化、資源化の推進

③ きれいで安全な水環境の再生

④ 環境美化活動の推進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ○ ○ ○ ●
△ ● △ ● △ ● △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

18　生活環境

　行政は、生活環境の常時監視を行い良好な生活環境維持に努め、併せて必要な開発活動を行います。
　市民等は、生活環境に対する意識を高め、ルールやマナーを守った生活、事業活動に努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 6,513 6,500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 6,513 6,500

総事業費 149,284 159,200

国県支出金 350 350

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 55,032 55,032

一般財源 93,902 103,818

総事業費 43,082 43,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 4,500 4,500

一般財源 38,582 38,500

成
果
指
標

成
果
の
方
向
性

コスト投入の方向性

公害対策事業

　公害発生防止のた
め、地下水、中小河川
水及び事業所排水の水
質検査を定期的に行
う。

主
な
内
容

産
出
指
標

ごみの減量対策事
業

　廃棄部の再生利用を
促進及びごみの発生抑
制のため、分別収集計
画に基づく対策を行
う。

成
果
の
方
向
性

●
・生ごみ処理機器
購入補助金の交付
・廃品回収奨励金
の交付
・資源ごみ収集運
搬

主
な
内
容

　ごみ処理を定期性に
処理し、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上
を図るため、一般廃棄
（ごみ）物処理計画に
基づく対策を行う。

成
果
の
方
向
性

●

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

産
出
指
標

コスト投入の方向性

成
果
指
標

名称

○

420211

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

420110

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

・地下水検査
・中小河川水質検
査
・事業所排水検査
・地下水モニタリ
ング

・ごみの収集運搬業
務委託
・ごみ袋、粗大ごみ
シール作成
・ごみステーション
設置、移動受付
・一般廃棄物処理許
可

・ごみの収集運搬業
務委託
・ごみ袋、粗大ごみ
シール作成
・ごみステーション
設置、移動受付
・一般廃棄物処理許
可

●

ごみ処理事業

数値

名称
×

数値

△

◎

420212

・生ごみ処理機器
購入補助金の交付
・廃品回収奨励金
の交付
・資源ごみ収集運
搬

年間検査実施回
数

年間検査実施回
数

28回 28回

環境基準達成割
合

環境基準達成割
合

90% 100%

年間ごみ総排出
量

年間ごみ総排出
量

6,940t 6,868t

1人1日当たりの
ごみ量

1人1日当たりの
ごみ量

669g／人・日 666g／人・日

年間ごみの資源
化量

年間ごみの資源
化量

1,638t 1,627t

資源化率 資源化率

23.60% 23.70%

・地下水検査
・中小河川水質検
査
・事業所排水検査
・地下水モニタリ
ング
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 100,600 92,400

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 11,720 11,310

一般財源 88,880 81,090

総事業費 313,705 426,305

国県支出金 8,700 65,000

地方債 71,300 128,300

× △ ○ ◎ その他 233,705 233,005

一般財源 0 0

総事業費 307,053 278,801

国県支出金 85,852 62,800

地方債 102,600 95,650

× △ ○ ◎ その他 118,601 120,351

一般財源 0 0

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

ストックマネジメ
ント計画に伴う処
理場更新工事（補
助対象）ほか

ストックマネジメ
ント計画に伴う処
理場更新工事（補
助対象）ほか

産
出
指
標

主
な
内
容

名称

成
果
の
方
向
性

乙処理区のマン
ホールポンプ場更
新工事（補助事
業）ほか

主
な
内
容

し尿処理事業

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基づ
き、し尿処理の収集運
搬及び受益者からし尿
処理手数料を徴収を行
う。

成
果
の
方
向
性

公共下水道施設維
持管理事業〔公共
下水道事業会計〕

　中条浄化センター及
び中継マンホールポン
プ場の維持管理を行
い、生活環境の保全と
公共用水域の水質保全
を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

○

数値

△

名称
×

数値

・し尿収集運搬業
務委託
・し尿処理手数料
徴収
・し尿搬入施設維
持管理

◎

名称

○

数値

名称
×

数値

△

◎

420311

　農業集落排水処理場
（乙・黒川・鼓岡・大
長谷）及びマンホール
ポンプ場の維持管理を
行い、生活環境の保全
と公共用水域の水質保
全を図る

◎

○

産
出
指
標

数値

名称
×

数値

△

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

維持管理事業〔農
業集落排水事業会

計〕

乙処理区のマン
ホールポンプ場更
新工事（補助事
業）ほか

・し尿収集運搬業
務委託
・し尿処理手数料
徴収
・し尿搬入施設維
持管理

年間収集量 年間収集量

1,115kl 1,059kl

し尿処理率 し尿処理率

100% 100%

有収水量 有収水量

1,646千㎥／年 1,641千㎥／年

汚水処理原価 汚水処理原価

294.89円/㎥ 287.78円/㎥

622千㎥／年

有収水量

汚水処理原価

332.78円/㎥

有収水量

汚水処理原価

344.05円/㎥

635千㎥／年
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 25,319 25,300

国県支出金 5,010 5,010

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 3,638 3,638

一般財源 16,671 16,652

総事業費 上記に含む 上記に含む

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 0 0

総事業費 2,842 2,840

国県支出金 158 158

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,065 1,065

一般財源 1,619 1,617

環境整備事業②

・法に基づく定期
報告
・市民への省エネ
啓発

・船戸霊園内維持
管理業務
・墓地使用許可業
務
・使用料及び管理
料の徴収業務

名称成
果
指
標

コスト投入の方向性

一般経費環境衛生
①

　市営船戸霊園の維持
管理及び使用の届出、
許可事務及び使用料徴
収事務を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称

数値

△

　省エネルギー対策と
推進を図るため胎内市
地球温暖化防止実行計
画に基づく対策を行
う。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

×

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

数値

産
出
指
標

名称

△

×

数値

名称

○

○

420410 環境整備事業①

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

420411

◎
名称

○

数値

△

名称
×

数値

420410

◎
・法に基づく定期
報告
・市民への省エネ
啓発

・船戸霊園内維持
管理業務
・墓地使用許可業
務
・使用料及び管理
料の徴収業務

環境保全活動
（ごみ拾い）参
加延人数

環境保全活動
（ごみ拾い）参
加延人数

5,000人 5,000人

不法投棄苦情件
数

不法投棄苦情件
数

80件 80件

公共施設省エネ
取組み施設

公共施設省エネ
取組み施設

137施設 137施設

公共施設年間Ｃ
Ｏ２排出量

公共施設年間Ｃ
Ｏ２排出量

7,700t-CO2 7,400t-CO2

市営船戸霊園墓
地設置数

市営船戸霊園墓
地設置数

256区画 256区画

船戸霊園利用許
可率

船戸霊園利用許
可率

94% 95%

　生活環境及び公衆衛
生の向上のため、不法
投棄防止対策や空き家
解体の補助を行う。

・環境パトロール及
び不法投棄物回収
・不法投棄防止啓発
活動
・環境保全活動への
支援
・空き家解体補助金

・環境パトロール及
び不法投棄物回収
・不法投棄防止啓発
活動
・環境保全活動への
支援
・空き家解体補助金
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 上記に含む 上記に含む

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 0 0

総事業費 948,398 1,034,346

国県支出金 100,070 133,318

合　計 地方債 173,900 223,950

その他 428,261 428,901

一般財源 246,167 248,177

主
な
内
容

420411

名称

一般経費環境衛生
②

　狂犬病予防接種によ
り狂犬病の発生、まん
延及び撲滅を図り、公
衆トイレ維持管理、浄
化槽管理、浄化槽整備
補助金交付等により公
衆衛生の向上及び環境
衛生の保持を図る。

成
果
の
方
向
性

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

数値

名称
×

数値

△

◎
・狂犬病集合注射
・犬の登録、接種
管理、各種届出
・狂犬病予防接種
催告状送付
・動物愛護関係

・狂犬病集合注射
・犬の登録、接種
管理、各種届出
・狂犬病予防接種
催告状送付
・動物愛護関係

犬の登録頭数 犬の登録頭数

1,200頭 1,200頭

狂犬病予防接種
率

狂犬病予防接種
率

95% 95%
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 地域において省エネルギーの推進と併せて、再生可能エネルギーの導入等が図られ、地球温暖化対策が進められています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 行政が率先する地球温暖化対策

② 再生可能エネルギー事業の促進

③ 低炭素型まちづくりの促進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

19　地球温暖化対策

　行政は、地域特性を生かした地球温暖化対策に率先して取り組むとともに、市民等への啓発を行います。
　市民等は、地球温暖化を自分には関係ない問題と捉えることなく、家庭でできる節電等の身近な取組から地球温暖化対策を積極的に実践するよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 54,689 -

国県支出金 0 -

地方債 0 -

× △ ○ ◎ その他 54,689 -

一般財源 0 -

総事業費 39,871 46,871

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 583 583

一般財源 39,288 46,288

総事業費 3,029 6,029

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 3,029 6,029

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

●

コスト投入の方向性

◎

名称

○

○

・発電水利使用料
・農業関連施設整
備
・管理道路整備
・操出金

名称

・取水口除塵作業
・管理道路補修工
事

-

名称

× ●

数値

風倉発電所事業

　風倉発電所は胎内市
と新潟県土木部の共同
施設で、胎内川治水ダ
ムの放流水と落差を利
用して発電している。
　運転・維持管理及び
電力託送は、新潟県発
電管理センターに委託
している。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

△

430220

数値

名称

430221

数値

名称
×

数値

△

鹿ノ俣発電所運営
事業〔鹿ノ俣発電
所運営事業特別会

計〕

　鹿ノ俣発電所は、市
有の農業関連施設にお
ける電気料金の軽減を
目的とし、市直営で管
理・運営を行ってい
る。余剰電力は電気事
業者等へ売電し、売電
収入の一部を電気料金
の軽減に充てている。
（R7については発電設
備オバーホールを実施
し基金取崩を行うため
他会計への操出はな
し）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

◎

○

430210

◎

成
果
指
標

コスト投入の方向性

鹿ノ俣用水路管理
事業〔鹿ノ俣発電
所運営事業特別会

計〕

　鹿ノ俣川上流砂防ダ
ムより取水した水を、
水圧管路を経て発電所
へ送水し、発電に使用
したのち水利使用規則
に基づき、宮久用水路
に通水することで、鹿
ノ俣地区の農業用水と
して安定した供給を行
い、受益者の負担軽減
を図る。

・送電線、発電水
利使用料
・ダム管理費等負
担金

・発電水利使用料
・農業関連施設整
備
・管理道路整備
・操出金

・取水口除塵作業
・管理道路補修工
事

数値

名称
×

△

数値

発生電力量 -

15,872,800kWh -

電気料金負担軽
減額

-

0千円 -

発生電力量 発生電力量

4,500,000kWh 4,500,000kWh

電気料金負担軽
減額

電気料金負担軽
減額

0千円 4,000千円

年間取水量 年間取水量

4,758千㎥ 4,758千㎥

農業用水取水量
代
①代掻き期
②普通期

農業用水取水量
代
①代掻き期
②普通期

①0.68㎥/秒
②0.39㎥/秒

①0.68㎥/秒
②0.39㎥/秒
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 880 880

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 880 880

総事業費 98,469 53,780

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 55,272 583

一般財源 43,197 53,197

コスト投入の方向性

洋上風力発電関
連・円滑推進事業

　洋上風力発電事業の
円滑な実施と地域の利
益享受の最大化に向け
て調査・検討を行う。 成

果
の
方
向
性

数値

△

名称
×

名称

○

数値

●
主
な
内
容

産
出
指
標

・洋上風力発電事
業の円滑な実施に
資する取組を行う

430230

◎

成
果
指
標

・洋上風力発電事
業の円滑な実施に
資する取組を行う

洋上風力発電事
業の地域共生に
関する講演会等
開催回数

洋上風力発電事
業の地域共生に
関する講演会等
開催回数

１回以上 １回以上

講演会等の市民
参加者数

講演会等の市民
参加者数

80人 80人
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○

○ 魅力あるたたずまいや景観の住環境整備がまちの資産となっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① ネットワーク型コンパクトシティの実現

② 緑や公園に恵まれた美しい住環境の形成

③ 定住・転入を促進する優良な住宅の確保

④ 安定した水供給の確保

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

20　居住環境

ネットワークや便利な移動手段が確保されて市民の日常生活が活発になされるとともに、高齢者や子どもが気軽に利用できる公共施設等を核にしてまちなかに人
が集っています。

　行政は、機能的で文化的な市街地を形成するため、土地利用の調整や必要な施設の整備、良好な住宅や住宅地の供給誘導等を行います。
　市民等は、公園はもちろん個々の住宅を含めた居住環境が市民の共有の財産であるという意識を持って、景観を含めた住環境の整備等に協力します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 13,429 7,346

国県支出金 5,554 54

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 754 754

一般財源 7,121 6,538

総事業費 28,391 28,391

国県支出金 1,657 1,657

地方債 9,000 9,000

× △ ○ ◎ その他 1,082 1,082

一般財源 16,652 16,652

総事業費 2,546 2,546

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,546 2,546

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

・街路樹管理
・緑地帯管理

名称

○

・施設運営管理
・遊具整備
・設備点検整備
・施設清掃
・敷地の賃貸借

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

名称
×

数値

△

◎

公園維持管理事業

　市民が安心、安全、
快適に利用できる公園
の施設整備及び維持管
理を行う。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

一般経費都市計画

　都市計画法などの制
度を活用した、まちづ
くり事業の実施におい
て必要となる調査、検
証を実施し安心安全の
まちづくりを推進す
る。また市民生活に深
く関わる都市計画基礎
情報を提供するため
データ整理・情報公開
を実施。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・都市計画審議会
の運営
・法定図書の整備
・都市計画情報の
更新公開

名称

○

440110

440210

・施設運営管理
・遊具整備
・設備点検整備
・施設清掃
・敷地の賃貸借

440211

数値

名称
×

数値

△

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

都市緑化事業

　市道及び管理移管県
道における街路樹等の
維持管理事業

・街路樹管理
・緑地帯管理

・都市計画審議会
の運営
・法定図書の整備
・都市計画情報の
更新公開

都市計画情報の
更新作業の実施

都市計画情報の
更新作業の実施

変更発生都度
1件

変更発生都度
1件

都市計画図情報
及び公開GISの
更新数

都市計画図情報
及び公開GISの
更新数

1件 1件

12回

管理不備による
事故発生件数

管理不備による
事故発生件数

公園施設・遊具
の点検

公園施設・遊具
の点検

0件 0件

管理施設延長 管理施設延長

9,376ｍ 9,376ｍ

除草及び剪定作
業の実施

除草及び剪定作
業の実施

12回

5回 5回
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 7,644 7,644

国県支出金 2,670 2,670

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 200 200

一般財源 4,774 4,774

総事業費 27,865 27,865

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 27,865 27,865

一般財源 0 0

総事業費 4,294 4,294

国県支出金 4,049 4,049

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 245 245

一般財源 0 0

成
果
指
標

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

コスト投入の方向性

県営住宅管理事業

　住宅困窮者の生活を
支援するため、低額家
賃の住宅を供給するこ
とを目的とする。
　また、修繕等の維持
管理により、現入居者
の居住環境の安定を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理

・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理

・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理

・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理

・お試し移住体験
・移住・就業等支
援
・たいないサポー
ターズクラブ
・UIターンフェア
出展・移住セミ
ナー・ツアー等

移住定住促進事業

　人口減少対策として社会増
を図るため、当市への移住等
の促進に資するお試し移住体
験制度の運用、県と共同で行
う移住支援金交付、新発田市
と連携して行う移住セミナー
移住体験ツアーのほか、関係
人口の増加につながるたいな
いサポーターズクラブの運営
等を行う。

成
果
の
方
向
性

●

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・お試し移住体験
・移住・就業等支
援
・たいないサポー
ターズクラブ
・UIターンフェア
出展・移住セミ
ナー・ツアー等

名称

○

440310

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

440390

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

市営住宅管理事業

　住宅困窮者の生活を
支援するため、低額家
賃の住宅を供給するこ
とを目的とする。
また、修繕等の維持管
理により、現入居者の
居住環境の安定を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

数値

名称
×

数値

△

◎

440311

制度周知回 制度周知回

4回 4回

制度利用数 制度利用数

20件 20件

管理戸数

328戸 328戸

入居率 入居率

100% 100%

管理戸数 管理戸数

54戸 54戸

入居率 入居率

100% 100%

管理戸数
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 2,402 2,402

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 2,402 2,402

一般財源 0 0

総事業費 52,583 52,583

国県支出金 22,586 22,586

地方債 29,900 29,900

× △ ○ ◎ その他 97 97

一般財源 0 0

総事業費 150 150

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 150 150

産
出
指
標

成
果
指
標

産
出
指
標

成
果
指
標

　住宅困窮者の生活を
支援するため、低廉な
家賃の住宅を供給する
ことを目的とする。
　また、修繕等の維持
管理により、現入居者
の居住環境の安定を図
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

コスト投入の方向性

市設住宅（旧職員
住宅）管理事業

主
な
内
容

●

コスト投入の方向性

数値

名称
×

数値

△ ●

◎
・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理 名称

○

440313

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

440323

◎
名称

440320

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

住宅建築リフォー
ム事業

　良質な住宅ストック
の形成による生活環境
の向上を図るため、住
宅の改修工事に対して
補助金を交付する。

成
果
の
方
向
性

名称

住宅管理事業

　公営住宅の住環境の
安定を図るため建築物
の長寿命化を目的に計
画的な営繕を行う。 成

果
の
方
向
性

・住宅の運営管理
・軽微な補修
・敷地修景管理

・公営住宅営繕
・予防保全

住宅リフォーム補
助金運営
・アンカー

×

数値

主
な
内
容

産
出
指
標

・公営住宅営繕
・予防保全

住宅リフォーム補
助金運営
・アンカー

○

数値

△

管理戸数 管理戸数

46戸 46戸

入居率 入居率

100%

アンカー補助金
相談件数

アンカー補助金
相談件数

建築物定期点検
の実施

建築物定期点検
の実施

12回 12回

長寿命化計画の
進捗率

長寿命化計画の
進捗率

100% 100%

1回 1回

補助実施数 補助実施数

1件 1件

80%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,029 600

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,029 600

一般財源 0 0

総事業費 20,200 33,000

国県支出金 0 0

地方債 20,200 33,000

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 0 0

総事業費 160,533 166,821

国県支出金 36,516 31,016

合　計 地方債 59,100 71,900

その他 33,674 33,245

一般財源 31,243 30,660

配水量
有収水量

80% 80%

名称成
果
指
標

産
出
指
標

名称

簡易水道施設整備
事業（営農飲雑）
〔簡易水道事業会

計〕

営農飲雑用水事業（簡
易水道）の施設を維持
管理し、生活環境の保
全と安定供給を図る 成

果
の
方
向
性

◎
主
な
内
容

○ ●

△

×

×

△

コスト投入の方向性

住宅建設資金貸付
事業

　胎内市に宅地を購入
又は住宅を新築する人
へ有利な融資が受けら
れるよう市内金融機関
と連携し制度融資を実
施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

名称

数値

数値

簡易水道施設更新
工事・実施設計

簡易水道施設更新
工事

コスト投入の方向性

名称

○

数値

数値

●

◎

440321

・制度融資の運営
・新規貸付終了

・制度融資の運営
・新規貸付終了

１回

有収率=有収水
量÷配水量

有収率=有収水
量÷配水量

金融機関への預
託件数

金融機関への預
託件数

1件 1件

677,000㎥
541,600㎥

670,000㎥
536,000㎥

配水量
有収水量

金融機関に対し
て預託の実施

金融機関に対し
て預託の実施

１回
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 道路網の整備と交通手段の確保により、誰もが行きたい所へ気軽に移動できるまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 広域交通の利便性の向上

② 安全で快適な道路ネットワークの整備

③ 冬期の移動を確保する除排雪の実施

④ 地域公共交通の利便性の向上と持続可能性の確保

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

21　地域交通

　行政は、市内における円滑で快適な移動を担保するため、道路交通基盤の整備や維持管理、公共交通の確保に努めます。
市民等は、交通ルールやマナーを守るとともに、道路の維持管理や公共交通機関の利用に積極的に協力します。
　市民等は、交通ルールやマナーを守るとともに、道路の維持管理や公共交通機関の利用に積極的に協力します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 49,041 22,000

国県支出金 0 0

地方債 22,500 0

× △ ○ ◎ その他 5,906 5,906

一般財源 20,635 16,094

総事業費 425 425

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 9 9

一般財源 416 416

総事業費 182,266 216,000

国県支出金 0 0

地方債 122,200 122,200

× △ ○ ◎ その他 20,460 20,460

一般財源 39,606 73,340

道路維持管理事業

　市道の不具合を、道
路パトロールによる発
見や地区区長・住民か
らの連絡を受けた際、
現場確認・応急処置を
行い業者等による補修
を行う。

×

△

○

主
な
内
容

コスト投入の方向性

●

成
果
の
方
向
性

◎

名称

数値

△

×

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称

数値

数値

名称

関係事業者と管
理運営に関する
連絡調整を定期
的に実施

関係事業者と管
理運営に関する
連絡調整を定期
的に実施

4回 4回

管理不備による
事故発生件数

管理不備による
事故発生件数

0件 0件

名称

450210

△

○

名称

○

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

◎

・中条駅前広場の
　維持運営管理

数値

成
果
の
方
向
性

●

×

◎

450220

・中条駅前広場の
　維持運営管理

産
出
指
標

450110

名称

コスト投入の方向性

鳥坂大橋維持管理
事業

　鳥坂大橋の維持管理
を行い、機能と安全を
確保する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

駅前広場・駐車場
管理事業

　中条駅前広場（東西
広場・東西自由通路・
駅前駐車場・防災広
場）の維持運営管理

成
果
指
標

数値

・街灯電気料

・市道の維持管理

・街灯電気料

・市道の維持管理

①120件
②40件

①120件
②40件

道路維持に関す
る苦情等の初期
対応率

道路維持に関す
る苦情等の初期
対応率

99% 99%

清掃・修繕件数 清掃・修繕件数

1件 1件

維持管理の実施
率

維持管理の実施
率

100% 100%

道路等修理箇所
数
①補修
②修繕

道路等修理箇所
数
①補修
②修繕
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 97,563 200,449

国県支出金 13,000 27,850

地方債 71,000 159,100

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 13,563 13,499

総事業費 137,353 200,500

国県支出金 18,400 112,481

地方債 92,200 79,200

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 26,753 8,819

総事業費 369,052 370,000

国県支出金 195,000 195,000

地方債 76,900 77,000

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 97,152 98,000

コスト投入の方向性

△

産
出
指
標

名称

数値

主
な
内
容

除排雪事業

　胎内市道路除雪計画
を策定し、その計画に
基づき除雪作業を実施
し、降雪時における道
路交通を確保する。

成
果
の
方
向
性

数値

名称
×

数値

市道関係整備事業

　道路の交通状況、通
学路の交通安全点検結
果、防災・減災及び地
域要望等を勘案し、生
活道路である市道等の
安全性や利便性の向上
を図るための整備を行
う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

450222

名称

○

◎

450310

数値

名称
×

数値

△

◎

コスト投入の方向性

450221

名称
×

数値

△

橋梁維持事業

　橋梁点検を定期的に
行い、損傷した箇所を
補修しその機能と安全
を確保するとともに、
老朽化が著しい橋梁に
ついては交通量・代替
ルートを勘案して集
約・撤去を検討する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

成
果
指
標

名称

○

○

◎
・市道等除排雪 ・市道等除排雪

・市道橋の維持管
理
・橋梁修繕計画に
基き橋梁修繕工事
を実施

・用地補償測量設
計
・道路改良工事
・道路新設工事

・用地補償測量設
計
・道路改良工事
・道路新設工事

・市道橋の維持管
理
・橋梁修繕計画に
基き橋梁修繕工事
を実施

橋梁数 橋梁数

287橋 286橋

年次点検橋梁数 年次点検橋梁数

63橋 61橋

①機械除雪延長
②消雪パイプ延
長

①機械除雪延長
②消雪パイプ延
長

・3箇所
・3箇所

①257.4km
②43km

①257.4km
②43km

除雪完了目標時
刻に対する除雪
完了率

除雪完了目標時
刻に対する除雪
完了率

100% 100%

・通学路合同点検の
要改善箇所着手数
・防災・減災等の必
要箇所着手数

・通学路合同点検の
要改善箇所着手数
・防災・減災等の必
要箇所着手数

・3箇所
・3箇所

・通学路合同点検の
要改善箇所着手率
・防災・減災等の必
要箇所着手率

・通学路合同点検の
要改善箇所着手率
・防災・減災等の必
要箇所着手率

・30%
・50%

・30%
・50%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 54,000 54,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 54,000 54,000

総事業費 889,700 1,063,374

国県支出金 226,400 335,331

合　計 地方債 384,800 437,500

その他 26,375 26,375

一般財源 252,125 264,168

数値

△

名称

○

数値

名称
×

成
果
指
標

・地域公共交通協
議会への負担金

450411
地域公共交通活性

化事業

　デマンドタクシーを
中心とした公共交通
ネットワークを整備
し、多様な人々の移動
と交流を支援する。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

◎

コスト投入の方向性

・地域公共交通協
議会への負担金 デマンドタク

シー1日平均運
行回数

デマンドタク
シー1日平均運
行回数

36回 36回

デマンドタク
シー1日平均利
用者数

デマンドタク
シー1日平均利
用者数

150人 150人
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 「自助」「共助」「公助」の連携によって災害から市民の尊い命が守られています。
○ 被害を最小限にくい止め、迅速な復興を実現する体制が整っています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 地域との協働による総合的な防災対策

② 消防・救急体制の強化

③ 命を守る耐震改修の促進

④ 土砂災害や風水害対策等の推進

⑤ 適切な情報提供による安全な避難の誘導

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

22　防災・減災

　行政は、災害発生時には救助・救援・復旧活動に全力で取り組むとともに、市民の命を守ることを最優先に防災・減災に向けた事前の対策を講じます。
　市民等は、自分の命は自分で守る（自助）、自分達の地域は自分達で守る（共助）意識を持ち、災害発生時に取るべき行動の理解と事前の準備・対策に努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 281,463 18,221

国県支出金 6,214 782

地方債 255,100 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 20,149 17,439

総事業費 566 450

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 566 450

総事業費 46,407 46,772

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 160 179

一般財源 46,247 46,593

×

◎

・荒川水防訓練への
参加(見せる訓練）
・訓練（大人数）
・事前訓練有
・土のう購入など

主
な
内
容

×

数値

△

○

○

名称

名称

主
な
内
容

名称

・防災訓練の実施
・防災行政無線管理、
　再整備工事(3年目)
・自主防災組織支援／
　個別避難計画作成
・ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ更新
・給水車１台購入
・中条ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ工事
・大長谷防災拠点LED化工事

・Jｱﾗｰﾄ受信機更新工事

・その他災害対策

・防災訓練の実施
・防災行政無線管理
・自主防災組織支援
／個別避難計画作成
・ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等更新
・その他災害対策

産
出
指
標

460110

●

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

防災事業

　防災に関する計画等
の作成及び見直しを行
い、各種取組を推進す
るとともに、住民の隣
保協同の精神に基づく
自発的な防災組織であ
る「自主防災組織」
や、地域の防災リー
ダーとなる防災士を育
成するなど、市民の生
命、身体及び財産を災
害から保護するための
施策を行う。

成
果
の
方
向
性

△

◎

○

数値

◎

水防事業

　羽越水害の記憶を風
化させることなく、地
域が一体となって取り
組む防災活動の重要性
を一人ひとりが理解
し、水防技術の向上
と、水防体制の強化を
図り、今後起こり得る
水害に備える。

成
果
の
方
向
性

●

非常備消防一般

　災害に強いまちづく
りを実現するため、非
常備消防である「消防
団」に必要な経費を計
上する。
（常備消防＝消防本
部、消防署）

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

460211

460111

名称
×

名称

数値

△

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

名称

・団員の確保、装備
品の補充・更新
・火災の鎮圧
・各種訓練の実施
・自主防災組織への
協力・連携など

・団員の確保、装備
品の補充・更新
・火災の鎮圧
・各種訓練の実施
・自主防災組織への
協力・連携など

数値

数値

数値

・荒川水防訓練への
参加(実践訓練）
・訓練（少人数）
・事前訓練無
・土のう購入など

地域防災訓練実
施数

地域防災訓練実
施数

70回 70回

自主防災組織結
成数

自主防災組織結
成数

136 136

水防訓練実施回
数

水防訓練実施回
数

1回 1回

要請に対する消
防団の水防訓練
参加率

要請に対する消
防団の水防訓練
参加率

100% 100%

消防団員数 消防団員数

600人 600人

消防団員の確保
率

消防団員の確保
率

100.00% 100.00%
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 27,781 19,001

国県支出金 0 0

地方債 4,000 5,550

× △ ○ ◎ その他 3,000 0

一般財源 20,781 13,451

総事業費 7,735 7,735

国県支出金 4,984 4,984

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,751 2,751

総事業費 43,094 18,000

国県支出金 0 0

地方債 30,000 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 13,094 18,000

総事業費 407,046 110,179

国県支出金 11,198 5,766

合　計 地方債 289,100 5,550

その他 3,160 179

一般財源 103,588 98,684

主
な
内
容

○

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

成
果
の
方
向
性

●

◎

△

名称

○

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

×

数値

消防施設整備管理
事業

　災害に強いまちづく
りに必要な消防施設の
維持管理を行う。

成
果
の
方
向
性

数値

名称

・消防器具置場や消
防車両・消防資機材
等の管理（小型ポン
プ1台更新）
・消防水利の更新
(乙、北本町)、管理
など

・消防器具置場や消
防車両・消防資機材
等の管理（積載車・
小型ポンプ1台更新）
・消防水利の更新
（坂井1件他）、管理
など

◎

460212

産
出
指
標

名称

460310
住宅・建築物耐震

改修等事業

　地震による建築物の
倒壊等の災害を未然に
防止し、安全安心のま
ちづくりを実現するた
め、胎内市住宅・建築
物耐震改修促進計画に
基づき、木造住宅の耐
震診断士派遣や改修を
する者に対して補助金
を交付。

数値

名称
×

数値

△

△

終末処理場維持管
理事業

　管理保守点検・汚泥
清掃・電気設備保安管
理を業者等に委託し、
正常な機能を保持す
る。

成
果
の
方
向
性

◎

×

数値

・耐震診断士の派
遣
・耐震改修設計・
耐震改修への補助
金交付

・雨水排水ポンプ
場、中継ポンプ場
及び調整池の維持
管理

名称

○

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称

460410

・耐震診断士の派
遣
・耐震改修設計・
耐震改修への補助
金交付

・雨水排水ポンプ
場、中継ポンプ場
及び調整池の維持
管理

消火水利の地区要
望等による更新
（坂井予定※R8年
度水道管布設替工
事と一緒に

消火水利の管理
（新設・更新予
定無し）

耐震化に関する
建築相談の実施

３回 ３回

消防水利基準
(100%）の維持

達成率
100％

排水処理場施設
数 （2か所増予
 定）

排水処理場施設
数 （2か所増予
 定）

①２件
②１件

①２件
②１件

①耐震診断実施
棟数（年間）
②耐震改修実施
棟数（期間計）

①耐震診断実施
棟数（年間）
②耐震改修実施
棟数（期間計）

14か所 14か所

排水処理場の正
常機能率

排水処理場の正
常機能率

100% 100%

1基 2基

消防水利基準
(100%）の維持

達成率
100％

耐震化に関する
建築相談の実施
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基本政策４　生活基盤～まちの成長を支えるしなやかな基盤づくり～

　５年後のまちの姿

○ 事故や犯罪を防止するハード面の取組とともに、子どもから高齢者までの幅広い市民が互いに声を掛け合うことで、より安心して暮らせるまちになっています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 交通安全対策の推進

② 地域等と連携した犯罪被害の抑制

③ 消費者相談の実施

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

23　交通安全・防犯

　行政は、関係者と連携した防犯体制の強化と事故や犯罪が発生しにくい環境整備を進めます。
　市民等は、事故や犯罪を防止するため、地域での見守り・声掛けに積極的に協力します。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 5,265 5,265

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 959 959

一般財源 4,306 4,306

総事業費 5,060 5,060

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 5,060 5,060

総事業費 9,405 11,360

国県支出金 50 50

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 47 47

一般財源 9,308 11,263

成
果
の
方
向
性

●

主
な
内
容

　市民の交通安全意識
の高揚と交通事故防止
に努める。

交通安全対策事業

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

成
果
指
標

コスト投入の方向性

・道路区画線の補
修
・路面標示の設置
・カーブミラーの
設置

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

数値

△

名称

○

◎

×

470111
交通安全施設整備

事業

　道路交通安全施設の
保全と新設により、道
路環境を整備し交通事
故の減少を目指す。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

数値

名称
×

数値

△

名称

○

470110

◎

●

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

470210 防犯事業

　犯罪のない安全で安
心なまちづくりを実現
するため、各種防犯対
策を進める。 成

果
の
方
向
性

・防犯灯など、防
犯に配慮した環境
整備
・LED防犯灯･電気
料金補助金交付
・市防犯組合連合
会への支援・連携

・防犯灯など、防
犯に配慮した環境
整備
・LED防犯灯･電気
料金補助金交付
・市防犯組合連合
会への支援・連携

数値

名称

・交通安全思想の
普及啓発及び交通
事故防止の広報活
動
・交通安全のため
の教育訓練
・免許返納者に対
する補助

・交通安全思想の普
及啓発及び交通事故
防止の広報活動
・交通安全のための
教育訓練
・免許返納者に対す
る補助

・道路区画線の補
修
・路面標示の設置
・カーブミラーの
設置

交通安全教育の
実施回数

19回

交通事故発生件
数

35件以下

①道路区画線等工
事距離
②カーブミラー設
置・補修数

①3,000ｍ
②20か所

胎内市管内交差
点・カーブの交
通事故件数

22件以下

交通安全教育の
実施回数

19回

交通事故発生件
数

35件以下

①道路区画線等工
事距離
②カーブミラー設
置・補修数

①3,000ｍ
②20か所

胎内市管内交差
点・カーブの交
通事故件数

22件以下

市内のLED防犯
灯設置率

市内のLED防犯
灯設置率

年度末99.0% 年度末99.5%

犯罪件数
(人口*犯罪率
3.5相当)

犯罪件数
(人口*犯罪率
3.5相当)

50件以下 50件以下
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 2,501 2,501

国県支出金 2,179 2,179

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 9 9

一般財源 313 313

総事業費 22,231 24,186

国県支出金 2,229 2,229

合　計 地方債 0 0

その他 1,015 1,015

一般財源 18,987 20,942

成
果
指
標

コスト投入の方向性

●

数値

名称
×

数値

△

○

◎

470310

・消費者相談員賃
金
・周知用チラシ作
製

・消費者相談員賃
金
・周知用チラシ作
製

消費者行政推進事
業

　消費者行政に関する
相談体制を確保し、市
民の消費生活の安心確
保に努める。 成

果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

名称 消費者相談 消費者相談

週5日1日5時間 週5日1日5時間

消費者相談件数 消費者相談件数

50件 50件
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基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 行政だけでなく地域の課題を自分事として捉える市民や企業がそれぞれの持つ力を生かしてまちづくりに取り組んでいます。
○ まちづくりに関わる多様な主体との協働の成果として、地域の課題解決が進んでいます。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 活動を始めるきっかけづくり

② 協働の仕組みづくり

③ 地域自治の推進

④ 市民活動団体の育成・支援の拡充

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ● ◎ ●
○ ● ○ ● ○ ○
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

24　市民協働

　行政は、自ら地域の課題解決を目指す市民等を育成・支援しながら、まちづくりを進めます。
　市民等は、まちづくりへの参画や行政との協働を特別なものと捉えず、自分の住む地域の今後の在り方を考え、その実現に向け、持てる力を発揮するよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 17,777 17,777

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 66 66

一般財源 17,711 17,711

総事業費 28,348 28,348

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 10,000 10,000

一般財源 18,348 18,348

総事業費 5,348 5,348

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 20 20

一般財源 5,328 5,328

総事業費 51,473 51,473

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 10,086 10,086

一般財源 41,387 41,387

数値
①136件
②40件

①136件
②40件

△

成
果
指
標

名称 事業実施率 事業実施率
×

数値 100% 100%
コスト投入の方向性

510411
合併振興基金関連

事業

　合併振興基金積立金
を財源として、地域が
主体的に行う地域づく
り事業や地域支え合い
の活動に対して助成を
行い、地域振興を図
る。

成
果
の
方
向
性

◎ ●
主
な
内
容

・地域づくりに関
する相談の受付
・補助金の交付

・地域づくりに関
する相談の受付
・補助金の交付 産

出
指
標

名称

①申請件数（自
治会活動応援
型）
②申請件数（そ
の他）

①申請件数（自
治会活動応援
型）
②申請件数（そ
の他）

○

山村活性化支援事
業

 地域外の人材を「地
域おこし協力隊」とし
て受け入れ、住民と共
に、地域課題に応じた
地域活性化の取組を行
うことにより、地域の
持続可能性を高める。

成
果
の
方
向
性

成
果
指
標

◎

大学・高校・地域
連携推進事業

　都市地域等から「地
域おこし協力隊」を招
致し、新潟食料農業大
学や開志国際高校に通
う学生と地域との交流
促進・学生の地域活動
のサポート、学生の定
住促進に向けた取組を
実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

×

数値

数値

△

名称

○

●
主
な
内
容

コスト投入の方向性

510412

○

・地域コミュニ
ティの活性化
・交流促進
・移住促進
・農業振興と地域
の活性化

510311

◎

数値

名称
×

数値

△

名称

名称

・地域コミュニ
ティの活性化
・交流促進
・移住促進
・農業振興と地域
の活性化

産
出
指
標

学生・学校と地域
との交流促進
学生の地域活動の
サポート
学生の定住促進に
向けたサポート

学生・学校と地域
との交流促進
学生の地域活動の
サポート
学生の定住促進に
向けたサポート

①地域協力活動
実施回数②SNS
フォロワー数

①地域協力活動
実施回数②SNS
フォロワー数

①6回
②3,000人

①6回
②3,300人

①事業に関わる
協力隊隊員数
②協力隊情報発
信回数

①事業に関わる
協力隊隊員数
②協力隊情報発
信回数

①18回
②3,000人

①18回
②3,300人

①事業に関わる
協力隊隊員数②
協力隊情報発信
回数

①事業に関わる
協力隊隊員数②
協力隊情報発信
回数

①3人
②42回

①3人
②42回

①地域協力活動実
施回数②SNSフォ
ロワー数

①地域協力活動実
施回数②SNSフォ
ロワー数

①1人
②14回

①1人
②14回
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基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 日常的に市民の間で様々なまちの情報が共有され、相互の情報交流が行われています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 接点の拡大と分かりやすい情報の提供

② コミュニケーション型（対話型）行政の推進

③ 市外に向けた市政情報の発信

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ● ◎ ● ◎ ◎
○ ○ ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

25　広報・広聴

　行政は、市民が行政を身近に感じられるよう、市政情報を分かりやすく伝えるとともに、市民が市政情報を入手しやすく、市政に対して意見や要望を伝えやすい環境
を整備します。
　市民等は、市政に対して関心を持ち、積極的に市政情報を入手し、自らの声を行政に伝えるよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 11,889 11,500

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 756 800

一般財源 11,133 10,700

総事業費 2,236 2,236

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,236 2,236

総事業費 14,125 13,736

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 756 800

一般財源 13,369 12,936

×

胎内郷人会事業

成
果
指
標

コスト投入の方向性

○

◎
　胎内市を故郷とする
各県人会と交流を深
め、胎内市の発展を考
える場を設ける。

△

名称

○
成
果
の
方
向
性

●◎

520110

数値

名称
×

数値

△

広報広聴事業

　市民と行政の円滑な
情報交換を進めるた
め、市民が必要とする
行政情報を市報やホー
ムページ、SNS等を通
じて幅広く提供すると
ともに、市民の意見を
聴く機会の確保に努め
る。

主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

主
な
内
容

産
出
指
標

520310

数値

成
果
の
方
向
性

●
名称

・市報発行
・ホームページ管
理

・バス借り上げ料
・会の案内

名称

数値

・市報発行
・ホームページ管
理

・会の案内
・市内参加者への
補助

300人

①市報の発行回数
②SNSの投稿回数

①21回
②100回

①21回
②100回

①市報ﾓﾆﾀｰの評価
②市報アンケート投
書数
③ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ閲覧数
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数

①市報ﾓﾆﾀｰの評価
②市報アンケート投
書数
③ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ閲覧数
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数

①3.6　②275枚
③1,600千ﾋﾞｭｰ
④530千ｾｯｼｮﾝ

①3.6　②275枚
③1,600千ﾋﾞｭｰ
④530千ｾｯｼｮﾝ

参加者数

開催数 開催数

4回 4回

参加者数

300人

①市報の発行回数
②SNSの投稿回数

-118-



基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 差別や偏見のない市民一人一人の人権が尊重される明るい社会が実現しています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 正しい理解を広める教育・啓発の推進

② 人権侵害の救済に向けた対応と人権擁護

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ○ ●
△ △ △ ● △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

26　人権の啓発・擁護

　行政は、基本的な人権に対する正しい理解を促進し、市民一人一人の人権の擁護に努めるとともに、偏見や差別による人権侵害等を受けた方々の救済に向けた対
応を行います。
　市民等は、基本的な人権を尊重し、お互いの価値観を認め合うよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 1,603 1,700

国県支出金 633 885

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 970 815

総事業費 3,776 3,307

国県支出金 452 452

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 17 20

一般財源 3,307 2,835

総事業費 5,379 5,007

国県支出金 1,085 1,337

合　計 地方債 0 0

その他 17 20

一般財源 4,277 3,650

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

広域隣保活動事業
（生涯学習課）

　生活環境等の安定向
上を図る必要がある地
域及びその周辺地域の
住民の社会的、経済
的、文化的改善向上を
図るとともに、生活上
の課題や様々な人権課
題の解決を目的とす
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

・人権講演会、パ
ネル展

・人権講演会、パ
ネル展

広域隣保活動事業
（総務課）

　胎内市人権教育・啓
発推進計画に基づき、
同和問題をはじめ広く
人権問題の理解を深め
るため、研修活動、啓
発活動及び相談事業を
実施する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

530111

数値

名称
×

数値

△

◎

名称

○

◎

・広域隣保活動事
業運営委員会
・人権啓発活動
・各種講座による
交流事業・学習会

530120

名称
×

数値

△

名称

○

・広域隣保活動事
業運営委員会
・人権啓発活動
・各種講座による
交流事業・学習会

講演会等への参
加者数

600人 600人

学習会・各種講
座の実施回数

学習会・各種講
座の実施回数

6回 6回

学習会・各種講
座の参加者数

学習会・各種講
座の参加者数

210人 210人

講演会、パネル
展の開催

講演会、パネル
展の開催

2回 2回

講演会等への参
加者数
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基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 男女一人ひとりを尊重し、性差による男女の固定的な役割分担意識を解消することで、全ての人がいきいきと活躍できる社会が実現しています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 男女平等意識の啓発

② 男女がともに働きやすい環境の整備

③ 行政が率先する男女共同参画の推進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

27　男女共同参画

　行政は、男女共同参画社会の実現に向けて、男女平等意識の啓発や男女が共に働きやすい環境の整備等に率先して取り組みます。
　市民等は、男女の固定的な役割分担意識にとらわれることなく、互いを尊重し支え合うよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止

今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 635 435

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 635 435

総事業費 635 435

国県支出金 0 0

合　計 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 635 435

名称

○

コスト投入の方向性

男女平等社会推進
事業

　男女共同参画プラン
21に基づき、男女共同
参画の促進を図るため
の啓発活動を実施す
る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

◎

540110

数値

名称
×

数値

△

・男女共同参画に
関する講演会、セ
ミナーの開催

●

成
果
指
標

・男女共同参画に
関する講演会、セ
ミナーの開催

講演会、セミ
ナーの開催

講演会、セミ
ナーの開催

2回 2回

市の審議会等に
おける女性の登
用割合

市の審議会等に
おける女性の登
用割合

36% 36%
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基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 時代のニーズや市民のニーズにしっかりと向き合った行政運営により、効率的で質の高いサービスが提供されています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 行政評価と業務内容の改善

② 実行力の高い執行体制の構築

③ 広域連携の強化

④ 職員の能力を引き出す人材管理

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】

◎ ◎ ◎ ◎
○ ● ○ ● ○ ● ○ ●
△ △ △ △
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

28　行政運営

　行政は、市民の視点に立った行政運営を基本に行政改革を推進し、時代に適応した効率的で質の高い行政運営に努めます。
　市民等は、単に行政サービスの受給者という枠を超えて、当事者として行政と連携し、行政の新しいチャレンジを支えるよう努めます。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 3,526 3,526

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 300 300

一般財源 3,226 3,226

総事業費 2,660 2,660

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 2,660 2,660

総事業費 202,792 164,772

国県支出金 78,146 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 65 65

一般財源 124,581 164,707

コスト投入の方向性

電算管理事業

　住民情報を取り扱う
基幹系業務システムの
保守管理・運用調整を
行い、安定稼働を確保
する。

成
果
の
方
向
性

数値

○

◎

職員健康管理事業

　職員健康診断やスト
レスチェックを実施
し、結果に基づく健康
管理を徹底するととも
に、メンタルヘルスに
おいては、研修、早期
相談体制の確保、適切
な職場環境の保持や改
善等により、長期メン
タル不調者の発生を防
止し、人的資源の有効
活用に資する。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

550410

数値

名称
×

数値

△

名称

○

◎

550411

･職員健康診断
･ストレスチェック
･メンタルヘルス等
研修
･衛生委員会活動

･階層別研修
･専門研修
･新採用研修
･基礎知識強化研修
･広域共同研修

職員研修事業

　階層別研修や専門研
修などを通じて、職員
の意識、知識、能力を
向上させることによ
り、効率的・効果的な
行政運営に資するとと
もに、市民サービスの
向上を図る。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

●

成
果
指
標

産
出
指
標

･職員健康診断
･ストレスチェック
･メンタルヘルス等
研修
･衛生委員会活動

･階層別研修
･専門研修
･新採用研修
･基礎知識強化研修
･広域共同研修

・委託業者と各部
署との運用調整
・情報保護対策
・基幹系システム
の運用、標準化対
応

数値

△

名称

名称
×

・委託業者と各部
署との運用調整
・情報保護対策
・基幹系システム
の運用

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性

559921

職場由来で一月
超休んでいるﾒﾝ
ﾀﾙ不調者数

職場由来で一月
超休んでいるﾒﾝ
ﾀﾙ不調者数

5人以下 5人以下

研修実施項目数 研修実施項目数

30項目 30項目

研修延受講者数 研修延受講者数

400人 400人

①定例会議回数
②関係職員への情
報保護教育の実施
回数

①定例会議回数
②関係職員への情
報保護教育の実施
回数

①12回
②1回

①12回
②1回

①システム障害窓
口停止件数
②個人情報等漏え
い等件数

①システム障害窓
口停止件数
②個人情報等漏え
い等件数

①0件
②0件

①0件
②0件

ストレスチェッ
ク総合健康リス
ク値

ストレスチェッ
ク総合健康リス
ク値

100未満 100未満
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 76,254 74,298

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 1,088 1,088

一般財源 75,166 59,891

総事業費 285,232 245,256

国県支出金 78,146 0

合　計 地方債 0 0

その他 1,453 1,453

一般財源 205,633 243,803

コスト投入の方向性
数値

名称
×

△
庁内情報ネット

ワーク事業

　職員が取り扱う内部
情報システムの保守管
理を行う。併せて、ウ
イルス対策・セキュリ
ティ対策を行い、安全
なインターネット接
続・ＬＧＷＡＮ接続を
安定的に確保する。

名称

○

◎
・パソコン・ネッ
トワーク機器等の
調達・入替
・セキュリティ対
策
・GIS更改（検討・
方針決定）

・パソコン・ネッ
トワーク機器等の
調達・入替
・セキュリティ対
策
・GIS更改（検討・
方針決定）

●
産
出
指
標

数値

主
な
内
容

成
果
の
方
向
性

559922

成
果
指
標

①パソコン入替
②全職員へのセ
キュリティ教育の
実施回数

①パソコン入替
②全職員へのセ
キュリティ教育の
実施回数

①140台
②1回

①140台
②1回

①大規模障害
②ウイルス感染
③情報漏えい

①大規模障害
②ウイルス感染
③情報漏えい

①0件
②0件
③0件

①0件
②0件
③0件
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基本政策５　自治・協働～市民と行政の協働によるまちづくり～

　５年後のまちの姿

○ 望ましいまちづくりのために必要とされる健全で安定した財政基盤を確立しています。
○ 適切に管理された公共施設やインフラが負の遺産とならずに機能しています。

　施策展開の基本的な考え方

　実現に向けた取組

基本計画において、10年後のまちの姿の実現に向けた取組として以下のものを掲げています。

① 行政評価と連動した財政運営の推進

② 公契約等の適正化

③ 公共施設等の適正配置と有効活用

④ 新たな財源の確保と公正な賦課徴収の推進

　成果指標 　行政評価の結果

基本計画において、取組の実現度合いを測定する指標として以下のものを掲げています。 行政評価における評価は以下のとおりです。

【令和２年度】 【令和３年度】 【令和４年度】 【令和５年度】
今後の方向性 今後の方向性 今後の方向性

◎ ◎ ◎ ◎
○ ○ ○ ○
△ ● △ ● △ ● △ ●
× × × ×

× △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎ × △ ○ ◎

29　財政運営

　行政は、経営的視点に基づく規律ある財政運営と安定した財政基盤の確立に努めます。
市民等は、納税の義務を果たすとともに、市の財政を家計に置き換えて理解し、選択と集中の考え方の下、投入されている税金の使われ方に関心を持つよう努めま
す。

達
成
度

達
成
度

達
成
度

達
成
度

今後の方向性

施策方針 施策方針 施策方針 施策方針
【達成度】◎：順調 ○：概ね順調 △：やや遅れている ×：遅れている　【施策方針】◎：拡充 ○：維持 △：縮小 ×：廃止
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主な内容と計画事業費 年度目標値

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度に実施した
令和５年度の行政評価に基づ
く令和７年度事業の方向性

事業名 事業概要
事業

コード

総事業費 600,000 600,000

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 12 12

一般財源 599,988 599,988

総事業費 20,155 20,155

国県支出金 0

地方債 0

× △ ○ ◎ その他 2,067 2,067

一般財源 18,088 18,088

総事業費 29,460 10,495

国県支出金 0 0

地方債 0 0

× △ ○ ◎ その他 0 0

一般財源 29,460 10,495

総事業費 611,214

国県支出金 0

合　計 地方債 0

その他 2,276

一般財源 608,938 0

固定資産評価事業

　固定資産に対して適
正かつ公平な課税を行
う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

●

成
果
指
標

コスト投入の方向性

名称
×

数値

◎

数値

△

名称

○

◎

・土地家屋現況図異動修
正
・時点修正のための不動
産鑑定評価（５４地点）
・評価替えのための不動
産鑑定評価（標準地１３
０地点）
・航空写真共同撮影負担
金

コスト投入の方向性

・土地家屋現況図異動修
正
・時点修正のための不動
産鑑定評価（５４地点）

ふるさと納税事業

　ふるさと納税をして
いただいた方に対し、
市内の魅力ある特産品
をお礼の品として贈呈
し、歳入の増と地域の
活性化に繋げる。

成
果
の
方
向
性

●
主
な
内
容

産
出
指
標

成
果
指
標

コスト投入の方向性
数値

名称

数値

△

成
果
指
標

560412

数値

名称
×

数値

△一般経費賦課徴収

　市県民税、固定資産
税及び軽自動車税の課
税資料等により適正か
つ公正な賦課徴収を行
う。

成
果
の
方
向
性

主
な
内
容

産
出
指
標

・返礼品代
・返礼品受発注等
業務委託

・早期の滞納整理。
・滞納者の生活実態の把
握、滞納原因の分析、財
産調査を実施し資力に応
じた滞納処分を行う。滞
納処分を行う財産のない
滞納者に対しては滞納処
分の執行を停止する。

・返礼品代
・返礼品受発注等
業務委託

・早期の滞納整理。
・滞納者の生活実態の把
握、滞納原因の分析、財
産調査を実施し資力に応
じた滞納処分を行う。滞
納処分を行う財産のない
滞納者に対しては滞納処
分の執行を停止する。

名称

○ ●

×

名称

○

◎

560490

560413

評価誤り件数 評価誤り件数

0件 0件

返礼品数 返礼品数

300コース 310コース

ふるさと納税額 ふるさと納税額

12.0億円 12.0億円

①差押件数
②差押換価金額

①差押件数
②差押換価金額

①徴収率（現
年・滞納繰越合
計）
②滞納繰越額

①徴収率（現
年・滞納繰越合
計）
②滞納繰越額

①97.3%
②93,200千円

①97.3%
②94,400千円

土地家屋現況図
異動修正の処理
件数

土地家屋現況図
異動修正の処理
件数

1,300筆
130地点

1,300筆
54地点

①60件
②5,000千円

①60件
②5,000千円
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